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刑法典 

 
 

第１編 

総則 

第１章 

一般規定 

 

第１条 刑法典の役割 

刑法典の役割は、ラオス人民民主共和国の政治・経

済・社会の体制、国家・人民の正当な権利・利益、人民の生

命・健康・名誉・権利及び自由、国家の安全及び社会的秩序を

保護し、犯罪に対抗そして予防し、並びに法を尊重するようす

べての国民を教育することである。 

この役割を履行するため、刑法典では、社会に対する

危険を及ぼす特定の行為を犯罪と定め、加害者を刑の対象とす

る。 

 

第２条 刑法典 

刑法典は犯罪及び刑罰規定を定める法律を一つの法律

に集約したものである。 

 

第３条 用語説明 

この刑法典で使用される用語は以下のとおり意味す

る： 

1. 刑法とはこの刑法典及び犯罪1及び刑罰を定めるその他

の法律を意味する； 

2. 犯罪及び刑罰を定めるその他の法律とはこの刑法典が

施行された後に公布され、犯罪及び刑罰を定めるその

他の法律を意味する； 

3. ラオス人民民主共和国の領域とは世界地図に示されて

いるラオス人民民主共和国の領域であり、地上、地下、

領水、領空そして外国にあるラオス人民民主共和国の

外交事業の事務所、領事館及び国際・地域機関にある

永久的に設置される事務所を意味する。     そして、ラ

オスが加盟している国際条約に基づき、ラオス国旗が

貼り付けられている車両、例えば：車、船舶、大型船

舶、飛行機を含む。 

4. この刑法典の第２編、第１章から第１１章に定められて

いる特定の者とは個人及び法人が含まれる犯罪人（プ

ーカタムピット）を意味する。 

5. この刑法典の第２編、第１２章に定められている特定の

者とは国家防衛隊に属し、任務を遂行している者、予

                                                
1 訳者注：正確には「刑事犯罪」 

備隊として訓練中の者、徴兵制の兵隊として登録され

ている又は国家防衛隊に補助している国民、予備隊に

属している者、自衛隊に属し、特定な任務に就任され

た者、特兵隊に属している者を意味する。 

6. 法人とは企業法に定められている企業を意味する。こ

れは法律及び規則に基づいて適正に設立された国内外

の協同組合（サハコーン）、協会（サマコム）及び財

団（ムーンニティ）が含まれている。 

7. 認識（サティ・サムパサンヤ）とは特定の行為を行う

際に認識することができ、正しいことや間違を分かっ

ていることを意味する。 

8. 性交（セープソム）とは男女又は同性者間で性器を

（相手方の）性器又は体の他の部分を挿入した形で性

行為を行うことを意味する。 

9. 強姦とは男性器を女性器に挿入する又は女性器を男性

器に挿入する又は性器を（相手方の）体の別の部分に

挿入することを意味する。 

10. 不品行な物（シンラーモック）とは人の性器及び性行

為を表す物を意味する。 

11. 外交特権（アピシット・ターンカーンテュート）とはラ

オスが加盟している条約上、 刑事事件手続きの免除

を受けた外交官を保護する特権である。 

12. 禁制品とは売買、交換、生産、輸入又は輸出すること

を禁じられた商品又は国家の関係機関により規制管理

される商品を意味する。 

13. 魔術とは現代科学が証明できない魔法、手品、トリッ

クを意味する。 

14. 違法流産とは医者団に許認可を受けずに流産させるこ

とを意味する。 

15. 禁制賭博とは禁じられている賭博を意味する。 

16. 脳障害者とは脳の機能が喪失した者を意味する。 

17. 重大な病気とは治療して完治させることができない病

気を意味する。 

18. 人の肉細胞とはジーン、細胞を意味する。これは精子、

卵子、精子と卵子が結合した受精卵を含む。 

19. 金融機関とは商業銀行及びマイクロファイナンスやク

レジットユニアン等といった銀行でない金融機関を意

味する。 

20. 敵兵財物とは戦争中に敵側が使用していた物を意味す

る。 
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第４条 刑事責任の基準（プーンターンクアムハッピッソープ・

ターン・アーヤー） 

個人又は法人の刑事責任が問われ、刑罰を科されるの

は、その個人又は法人がこの刑法典及び刑事責任及び刑罰を定

めるその他法律における定めにより、社会にとって危険とみな

される行為及び裁判所によって確定判決が出された場合に限ら

れる。 

 

第５条 刑法の基本原則 

刑法の基本原則は次の通りである： 

1. 犯罪を犯したことにより刑事責任が発生する； 

2. 刑事責任を負う者は犯罪を自ら犯した犯罪人（プ

ーカタムピット）に限る； 

3. 犯罪人の責任はその犯罪の性質2及び社会に対する

危険性の程度、犯罪人の人格及び刑事責任の減軽

又は加重事項によるものである。 

 

第６条 犯罪の阻止（サカッカン）及び防止（ターン）責任 

個人、法人及び組織は犯罪の発生原因及び発生環境を

無くすことを目指し、犯罪の阻止及び防止に参加する及び捜査

機関、検察院、人民裁判所及びその他関連機関に協力する義務

がある。 

 

第７条 刑法典の通則編の規定の適用 

この刑法典の通則編の規定は他の法律で定められてい

る犯罪にも適用3する。 

 

 

第２章 

刑法の領域的適用範囲 

 

第８条 ラオス人民民主共和国の領域内における刑法の適用 

刑法は、ラオス人民民主共和国の領域において発生す

るすべての犯罪4に適用される。 

ラオス人民民主共和国の領域内において犯罪を犯す個

人、法人は、ラオス人民民主共和国の刑法典に基づいて責任を

負わなければならない。 

外交代表又は国際条約により与えられた外交官特権の

恩恵を受ける個人が、ラオス人民民主共和国の領域において犯

罪を犯す場合、これらの事件はラオスが加盟している条約又は

外交経路を通じて解決するものとする。 

 

第９条 ラオス人民民主共和国の領域外での刑法の適用 

ラオス人民民主共和国の領域外で犯罪を犯すラオス国

民は、かかる犯罪について、それらがラオス人民民主共和国刑

                                                
2 訳者注：直訳すると「犯罪の特徴」だが、意味合いとしては犯罪

の性質に近い。 
3 訳者注：「準用する」の意味に近い。 
4 訳者注：「犯罪」はラオス語の原稿では「カーンカタムピット・

ターン・アーヤー」直訳すると、「刑事犯罪」。 
5 訳者注：「国民」 

法典及び犯罪及び刑罰を定めているその他の法律に定められる

場合、刑事責任が科されるものとする。 

ラオス人民民主共和国に居住する永住外国人及び無国

籍者も、ラオス人民民主共和国の領域外で犯罪を犯す場合、刑

事責任が科されるものとする。 

外国人がラオス人民民主共和国の領域外で犯罪を犯し、

それがラオス人民民主共和国、ラオス国民の正当な権利・利益

に抵触する場合、刑事責任が科されるものとする。 

 

第１０条 刑法の[期間的］適用 

刑法は、公布される日に効力を生じる。 

刑の軽減を命じる新法又は旧法で定められた犯罪を除

外する新法は、遡及効果を生じるものとする。 

新たな犯罪を規定する新法又は先の法に定められた刑

の加重を命じる新法は、遡及効果を生じないものとする。 

 

第３章 

犯罪及び犯罪人 

 

第１１条 犯罪 

犯罪はこの刑法典及び犯罪及び刑罰を定めているその

他法律の定めにより、ラオス人民民主共和国の政治・経済・社

会の体制、国家利益、人民5（ポンラムアン）及び組織の正当な

権利・利益、人民の生命・健康・名誉・権利・自由、国家の安

全又は社会的秩序にとって危険とみなされるあらゆる行為及び

逸脱行為6（カーンムエンスエーイ）である。 

犯罪の構成要素を満たす行為又は逸脱行為であるが、

財産的に１００万キープ（Kip） 未満の損害をもたらした場合、

調停又はその他の紛争解決の方法で解決することができる。 

但し、奪取、強盗、累犯（カーンカタムピット・ボー・ケッラ

ープ）又常習犯を除く。 

 

第１２条 犯罪の構成要素7 

犯罪の構成要素とは、刑法典が犯罪と定める行為の客

観的特徴及び主観的特徴8をいう。 

犯罪は、以下の4つの構成要素から成る： 

1. 客体的要素（オンパコープ・ダーン・ワッテュカ

ム） 

2. 客観的要素（オンパコープ・ダーン・パーワッヴ

ィサイ） 

3. 主観的要素（オンパコープ・ダーン・アッタッヴ

ィサイ） 

4. 主体的要素9（オンパコープ・ダーン・ジャオカム） 

犯罪の客体的要素とは、刑法典が保護する社会的関係

であり、犯罪により抵触10されたものである。 

6 訳者注：やるべきことをやらない。見て見ぬフリをするという意

味。民法典には「懈怠」と訳している。 
7 訳者注：RＯLプロジェクトでは「構成要件」と訳している。 
8 訳者注：直訳は「シンボル」。 
9 訳者注：「行為者的要素」 
10 訳者注：「侵害」 
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犯罪の客観的要素とは、刑法典が保護する社会的関係

に対して侵害した又は侵害しようとする行為の外観的特徴（ク

アンマーイ）である。これは犯罪の日時、場所、車両、道具、

情況及び方法を含む。 

犯罪の主観的要素とは、その犯罪を構成する行動を通

じて外面的に表われる、その犯罪人の自らの犯罪行為について

の態度及び心理状態の特徴をいう。 

犯罪の主体的要素とは、犯罪人であり、認識能力のあ

る法人又は個人であること、心神喪失者でない者そして刑事責

任能力の年齢である15歳以上の者でなければならない。 

 

第１３条 犯罪の類型 

犯罪は、3つの類型に分類される： 

1. 軽犯罪（ラフ・トート）とは、法律が公的批判又

は罰金刑を科す犯罪である。 

2. 中犯罪（トーサヌトート）とは、法律が自由剥奪

をしない矯正又は3カ月から10年の拘禁及び罰金

刑を科す犯罪である。 

3. 重犯罪（カルッ・トート）とは、法律が 5 年の拘

禁から終身拘禁プラス罰金そして死刑を科す犯罪

である。 

 

第１４条 意図的犯罪11 

意図的犯罪（カーンカタムピット・ドイ・ジェッタナ

ー）とは、犯罪人の自発的行為 又は自発的逸脱行為であって、

社会にとってのそれらの危険性及びそれらの結末を十分に  

知った上で、意図的に行う又はそれを放置して発生させたこと

である。 

 

第１５条 過失犯罪 

過失犯罪（カーンカタムピット・ドアイ・クアム・ボ

ーラマッラワン）とは、犯罪人の行為又は逸脱行為であって、

それらが社会にとって危険である可能性を十分に知った上で軽

視し、そしてそのような結末が生じないと犯罪人自身が確信又

はその結末について予測可能だが、それらの結末について予測

していなかったこと。 

 

第１６条 複数の類型に係る犯罪 

複数の類型に係る犯罪とは、個人が犯す一つ又は複数

の違反行為により、かかる行為が2つ以上の犯罪に分類でき、刑

法上の複数条項に違反したものである。そして同時に及び同一

の裁判で判決が下される。 

 

第１７条 再犯罪12（カーンカタムピット・サム） 

再犯罪とは同一行為又は類似行為により二つ以上の犯

罪に形成されるものであり、  これらの犯罪がまだ判決され

ておらず、そして同時に及び同一の裁判で判決が下される。 

 

                                                
11 訳者注：「故意」 
12 訳者注：適切な用語を見つからずため、この用語に使用した。 

第１８条 重複犯罪（カーンカタムピット・ソーン） 

重複犯罪とは、異なる行為により、二つ以上の犯罪が

形成されるものであり、    これらの犯罪がまだ判決され

ておらず、そして同時に及び同一の裁判で判決が下される。 

 

第１９条 組織的犯罪 

組織的犯罪とは中犯罪（トーサヌトート）以上の犯罪

を犯すために、３人以上の者からなる集団が特定な期間内で計

画的に実行した犯罪である。 

 

第２０条 常習犯 

常習犯とは、３回以上で同一又は類似した類型の犯罪

を犯し、かかる犯罪について裁判所がまだ審理していないもの

をいう。 

 

第２１条 累犯 

累犯とは、前の意図的犯罪により自由剥奪刑の判決が

下された者が刑の服役期間中又は以下の期間内で新たに同一又

は類似した類型の犯罪を意図的に犯したことである： 

1. 軽犯罪（ラフトート）は１年以内； 

2. 中犯罪（トーサヌトート）は5年以内； 

3. 重犯罪（カルットート）は7年以内。 

 

第２２条 犯罪の予備 

犯罪の予備とは、意図的犯罪を犯すための車両、道

具、条件13又はその他の要因を準備することをいう。 

犯罪を犯すためのかかる予備は、刑法の定めにより、

社会にとって危険とみなされる場合に限り、刑が科されるもの

とする。 

中犯罪（トーサヌトート）又は重犯罪（カルットー

ト）の犯罪の予備について当該犯罪の刑罰条項に従って刑が科

されるものとする。 

軽犯罪（ラフトート）の犯罪の予備は処罰されない。 

 

第２３条 犯罪の未遂 

犯罪の未遂とは、犯罪の意図的行動が取られたが、外

的要因に妨害されたため、その 行為が成功しなかった場合を

いう。 

犯罪の未遂は、刑法の定めにより社会にとって危険と

みなされる場合に限り、刑が  科されるものとする。 

犯罪の未遂は、それぞれの犯罪について刑罰を定める

条項に従い、刑が科されるものとする。 

軽犯罪の未遂は処罰されない。 

 

第２４条 犯罪の自発的放棄 

犯罪の予備又は未遂の期間中に自発的に放棄し、その

犯罪を完遂するまで犯行を継続しない個人には、刑事責任が問

13 訳者中：「環境を整える」 
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われない。但し、その行為自体が別の犯行として成立した場合

を除く。 

 

第２５条 犯罪人（プーカタムピット） 

犯罪人とは、この刑法典が定める規定により、社会に

危険をもたらすような行為又は逸脱行為を犯し、犯罪構成要素

を満たしている特定の個人又は法人である。 

 

第２６条 犯罪への参加 

犯罪への参加とは、2 名以上の者による犯罪への意図

的参加をいう。 

犯罪への参加人とは以下の者である： 

1. 立案者（トアカーン）； 

2. 実行者（プーパティバット）； 

3. 教唆者（プーユッヨン）； 

4. 共犯者（プーソムフーフアムキット） 

 

第２７条 立案者 

立案者とは、その犯行を計画、組織し、指示を与える

者である。 

 

第２８条 実行者 

実行者とは、その犯罪を直接犯す者である。 

 

第２９条 教唆者 

教唆者とは、他者を説得して犯行を行なわせる者であ

る。 

 

第３０条 共犯者 

共犯者とは、その犯罪に意図的に力を貸す者、又はそ

の犯罪の犯罪人、車両、道具を隠避すること、犯罪の形跡を消

し去ること、若しくは犯罪からの収益を隠匿することに予め、 

同意した者である。 

 

第４章 

刑事の公訴時効 

及び 

刑事上の責任からの除外につながる事由 

 

第３１条 刑事の公訴時効 

刑事の公訴時効とは、刑法典に定められている刑事の

公訴期間であり、当該期間が  過ぎた場合、かかる犯罪に対

する公訴はできなくなる。 

刑事の公訴時効は次の通りである： 

1. 軽犯罪（ラフトート）について 1年以内； 

2. 中犯罪（トーサヌトート）について 7年以内； 

                                                
14 訳者注：時効の成立 
15 訳者注：直訳すると「自己防衛」 
16 訳者注：親告罪 

3. 重犯罪（カルットート）について 15年以内。 

刑事の公訴時効は犯罪行為がなされた日から起算する。

前の犯罪の時効期間内に、  新たな犯罪を犯した場合、刑事

の公訴時効はその最新の犯罪行為がなされた日から起算とする。 

事件手続きから逃走した場合、その犯罪人が出頭又は逮捕され

た日から起算する。 

 

第３２条 刑事の公訴時効の適用外 

この法典の第３１条に定められている刑事の公訴時効

は民族の集団虐殺（ジェノサイド）及びこの法典の第２編第１

章に定めている国家の安全に反する犯罪に適用しない。但し、

紙幣の偽造又は偽造紙幣の使用及び資金洗浄（マネーランダリ

ング）犯罪を除く。 

 

第３３条 刑事上の責任からの除外につながる事由 

刑事上の責任からの除外につながる事由は、以下のと

おりである。 

1. 公訴期間の満了14； 

2. 威力及び脅威； 

3. 正当防衛15； 

4. 緊急状態； 

5. 職務上の義務の履行； 

6. 命令の実行； 

7. スポーツ競技； 

8. 損害を被った当事者が告訴しなければならない犯罪16 

 

第３４条 刑事の公訴期間の終了 

刑事の公訴期間の終了とは、この法典の第３１条に定

められている公訴可能期間の終了である。 

刑事の公訴期間の終了は刑事責任の消滅事由である。 

 

第３５条 威力及び脅威 

個人が回避できない状況で威力又は脅威により犯罪を

犯した場合、刑事責任が科され ない。 

その犯行が重犯罪（カルットート）の場合、威力又は

脅威されたことは刑事責任の減軽事由に過ぎない。 

 

第３６条 正当防衛 

正当防衛とは、社会にとって危険な攻撃的行為から、

国家若しくは社会の利益、自己若しくは他人の生命、健康、正

当な権利・利益を守るために個人が取る行為をいう。但し、  

かかる攻撃的行為は、真に存在しかつ危険なものでなければな

らない。正当防衛行為は、その攻撃的行為と同時でありかつ均

衡のとれたものでなければならない17。 

 

第３７条 緊急状態 

17訳者注：2005 年版には第２項として「正当防衛行為は、犯罪とみ

なさない」が存在したが、この刑法典にはこの条文から削除されて

いる。 
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緊急状態とは、国家若しくは社会の利益、自己若しく

は他人の生命、健康、正当な  権利・利益を脅かす脅威を回

避するために、個人が止むを得ずに行う行為であって、その脅

威が他の方法で回避することができず、かつ自分によって引き

起こされるものではない場合である。但し、当該行為によって

生じた損害が脅威から生じた損害より小さなければならない。 

 

第３８条 職務上の義務の履行 

職務上の義務の履行は、以下の基準を満たす場合、刑

事上の責任の除外につながる事由とみなされるものとする。 

1. その行為が、行為者の権利及び義務の範囲内であるこ

と。 

2. その行為が、専門技術及び法令に適合していること。 

 

第３９条 命令の実行 

命令の実行は、以下の要件を満たす場合、刑事上の責

任の除外につながる事由とみなされるものとする。 

1. その命令を出す権利及び任務を有する者からの命

令でなければならない； 

2. その命令が、適法でなければならない； 

3. その命令を実行する者が、当該命令を実行する権

利及び任務を有する者でなければ ならない； 

4. その命令を実行する者が、その命令の範囲内かつ

法令に適して実行しなければなら ない； 

 

第４０条 スポーツ競技 

スポーツ競技が刑事上の責任の除外につながる事由と

みなされるには、そのスポーツの規則の範囲内で行なわれなけ

ればならない。 

 

第４１条 損害を被った当事者が告訴しなければならない犯罪

（親告罪） 

社会にとって危険ではない犯罪であって、損害を被っ

た当事者が告訴しないものは、 いかなる刑事訴訟手続も起こ

すことはできない。 

社会にとって危険ではない犯罪であって損害を被った

当事者による告訴が必要な犯罪は以下の通りである： 

1. 近親者間の暴力行為で重傷若しくは身体障害のないも

の。但し、女性及び子供、６０歳以上の高齢者又は身

体障害者若しくは常習犯又は累犯を除く。 

2. 悪口、中傷、侮辱、遺体若しくは死者の評判への誹

謗； 

3. 姦通行為（ミッサジャーン）； 

4. 近親者の固有財産権に対する侵害； 

5. 住所及びプライバシーの侵害。 

損害を被った当事者による告訴の取下げは、刑事訴訟

手続の終了事由になる。 

 

 

第５章 

刑罰 

 

第４２条 刑罰 

刑罰は刑法に定められている国家の強制措置であり、

犯罪人の権利及び利益の制限、 剥奪するために使用される。 

 

第４３条 刑罰の目的 

刑罰の目的は、犯罪人に刑を科すだけではなく、刑を

科される犯罪人が、労働に対する純粋な精神を身に付け、法を

正しくかつ厳密に遵守し、社会生活の規律を尊重するよう再教

育し、並びに刑を科される犯罪人及び他の個人の側の常習を避

けることにある。 

刑の目的は、身体的苦痛をもたらす又は人間の尊厳を

侮辱することではない。 

 

第４４条 刑の類型 

刑罰は主刑、付加刑及び選択刑からなる。 

主刑は以下の通りである： 

 

1. 公的批判； 

2. 罰金刑； 

3. 自由の剥奪のない再教育； 

4. 国外追放； 

5. 有期自由剥奪刑； 

6. 終身の自由剥奪刑； 

7. 死刑； 

 

付加刑は以下の通りである： 

1. 主刑でない場合の罰金； 

2. 財産の没収； 

3. 物品の没収； 

4. 投票権及び被選挙権の停止； 

5. 自宅軟禁； 

6. 主刑でない場合の国外追放； 

7. 原状回復； 

8. ライセンスの取下； 

9. 特定の職務又は職業の就任禁止又はバッチ取下若

しくは名誉の取消の刑。 

中犯罪（トーサヌトート）について裁判所は主刑の代

わりに２つの付加刑を科することができる。 

 

選択刑は以下の通りである： 

1. 公共のための労働提供； 

2. 行動範囲の制限。 

裁判所は主刑又は付加刑のいずれ又は両方の代わりに

選択刑を科することができる。 

 

第４５条 公的批判 
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公的批判とは、法廷においてその犯罪人を批判するこ

とをいう。必要な場合、裁判所の判決を新聞又はその他の方法

で公表する場合がある。 

 

第４６条 罰金刑 

罰金刑とは金銭的な刑罰であり、裁判所が法律規定に

従って各場合に応じて量刑することになる。罰金の金額につい

て裁判所はその犯罪の社会に対する危険性の程度、犯罪人の財

政状況、各時期の物価基準に基づいて判断する。罰金刑から納

めた金銭は国家予算に納入する。 

罰金は一括又は裁判所の判決で定めている期間内で分

割払いすることができる。犯罪人がその期間に支払能力がない

場合、裁判所は罰金刑の代わりに公共のための労働提供又は自

由を剥奪しない再教育刑を科することができる。犯罪人が裁判

所判決に従って罰金を支払うことができない場合、自由剥奪刑

の服役終了後、裁判所は当該罰金刑の代わりに公共のための労

働提供又は自由を剥奪しない再教育を科することができる。 

法定刑 3 年以上の自由剥奪刑の犯罪を犯した場合、罰

金刑を自由剥奪刑にしてはならない。そして、自由剥奪刑を罰

金刑にしてはならない。 

法定刑が累犯又は常習犯を除いて 3 年以下の自由剥奪

刑を定めた経済及び金融分野の 犯罪について罰金刑を主刑と

して科すことができるが、犯罪人がその罰金刑を履行すること

が 不可能な場合、裁判所はその代わりに自由剥奪刑を科す。

なお、１日の自由剥奪刑は労働者の１日当たりの最低賃金に相

当する。 

 

第４７条 自由の剥奪のない再教育 

自由の剥奪のない再教育は、その犯罪人に対し、その

勤務場所又はその他の場所で  科される刑であり、その犯罪

人の給与総額の 5～20％が、裁判所の審決に基づき国家へ送金さ

れる。 

自由の剥奪のない再教育の刑罰は、1 年を越えてはな

らない。 

 

第４８条 国外追放 

国外追放とは外国人の犯罪人に対して科し、ラオス人

民民主共和国の領土から 10 年以上、追放する刑である。裁判所

は場合に応じて追放刑を主刑又は付加刑として科すことができ

る。この国外追放刑は多大な損害をもたらした中犯罪及び重犯

罪に対して科すものである。 

 

第４９条 有期自由剥奪刑 

有期事由剥奪刑とは、３ヶ月から２０年間の有期自由

剥奪刑であり、かかる判決を受けた者が拘置所（カーイクムカ

ン）にて服役する。 

 

第５０条 終身の自由剥奪刑 

終身の自由剥奪刑とは、期間が定められない自由剥奪

刑であり、特に重大な犯罪だが、死刑まではない程度の犯罪を

犯した者に科すものである。 

１８歳未満及び犯罪を犯した当時に妊婦だった犯罪人

に対し終身の自由剥奪刑を科してはならない。代りに 20 年の自

由剥奪刑を科すこととする。 

 

第５１条 死刑 

死刑は、この刑法典及び犯罪及び刑罰を定めている法

律の規定により、特に重大な犯罪を犯した犯罪人に科される特

別の強制措置である。 

死刑は、銃殺で行なわれる。 

犯罪を犯した当時又は判決当時又は刑の服役当時に 18

歳未満、妊婦、3歳未満の子どもを扶養する母親、60歳以上の高

齢者及び脳障害者に対して死刑を科すことができない。 

その代りに終身刑を科すとする。 

 

第５２条 財産の没収 

財産の没収とは、犯罪に使用しない又は犯罪から取得

しない犯罪人の財産の一部又は全部を、国家が一切の補償なし

で没収することをいう。刑法に定められる重大な犯罪にのみ  

科すことができる。 

犯罪人の全財産の没収が科される場合、その犯罪人と

家族の生活に必要な財産については除外しなければならない。

例えば判決を受けた者及びその家族が常に住んでいる家、農業

又は家畜を職業とする者についてはその家畜動物、判決受けた

者及び判決を受けた者の管理・養育下の者が通常に使用してい

る物品等。財産の一部を没収する決定がなされた場合、裁判所

は没収の対象物を明確に定めなければならない。 

国家所有財産は没収してはならないが、関係当局へ返

却するものとする。 

 

第５３条 物品の没収 

物品の没収とは、犯罪に使用した又は犯罪に使用する

若しくは意図的に行った犯罪により取得した物品を国家が没収

することをいう。 

犯罪に関連する物品の没収は中犯罪と重犯罪に適用で

きる。 

犯罪に使用された他人の所有物品は、それらを貸した

所有者が悪意である場合、又は社会の安全のため没収が必要と

みなされる場合、国家が没収するものとする。 

国家所有物品は、没収してはならないが、関係当局へ

返却するものとする。 

 

第５４条 投票権及び被選挙権の停止 

投票権及び被選挙権の停止刑は重犯罪（カルットート）

を犯した犯罪人の投票権及び 被選挙権を剥奪する刑である。 

犯罪人に科する投票権及び被選挙権の停止の刑罰は服

役終了日又は判決執行の有効期間の終了後の5年を超えてはなら

ない。 
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第５５条 自宅軟禁 

自宅軟禁とは、裁判所判決により、受刑犯罪人に特定

の場所からの外出禁止又は特定の場所への立入禁止することで

ある。 

犯罪人に科す自宅軟禁は、その服役を終了した日から

5年を越えてはならない。 

自宅軟禁の刑は、その犯罪がなされた時点で、18 歳未

満の犯罪人及び妊娠女性又は8未満の児童の世話をしている女性

に科してはならない。 

自宅軟禁は、この法律の特別規定18で定義する。 

 

第５６条 原状回復 

原状回復は犯罪人に対し、森林、水源、悪臭、大気の

復興等といった環境の復興若しくは改善又は破壊された物を原

状回復させる刑罰である。 

 

第５７条 ライセンスの取下 

ライセンス取下とは犯罪人のライセンスを取下ること

である。例えば：運転ライセンス、投資ライセンス、営業ライ

センス、天然資源発掘のライセンス又はその他のライセンス等。 

運転ライセンスの取下について裁判所は犯罪人が３回

以上交通法違反し、交通事故を 招いた又は多大な損害をもた

らした場合に、運転ライセンスの取下を命じる。 

 

第５８条 特定の職務又は職業の就任禁止又はバッチ取下若しく

は名誉の取消 

特定の職務又は職業の就任禁止又はバッチ取下若しく

は名誉の取消の刑とは、犯罪人に特定の職務又は職業の就任禁

止又はバッチ取下若しくはその犯罪人の名誉の取消すること  

である。 

 

第５９条 公共のための労働提供 

公共のための労働提供の刑とは、公共のために特定の

労働力を提供することであり、 裁判所が法定刑3年以下の自由

剥奪の中犯罪（トーサヌトート）を犯した犯罪人に科するもの

である。この公共のための労働提供には無償で行ってもらうが、

人間の尊厳を違反する又は侮辱する業務であってはならない。 

犯罪人に科す公共のための労働提供の刑には６時間以

上そして７５０時間以下でなければならない。 

公共のための労働提供を科刑する際、裁判所は刑罰の

目的、犯罪の類型、犯罪人の人格や本人の同意性を考慮しなけ

ればならない。裁判所は罰金刑又は3年以下の自由剥奪刑のいず

れか又は両方の代わりに公共のための労働提供を科すことがあ

る。 

犯罪人が裁判所の判決に従って公共のための労働提供

を履行しない場合、裁判所はこの刑の代わりに８時間を１日の

自由剥奪刑の計算で有期自由剥奪刑に科すとなる。 

 

                                                
18 訳者注：各論編 

第６０条 行動範囲の制限 

行動範囲の制限とは、裁判所が判決受刑者に判決に定

める特定な場所又は特定な区域からの外出禁止を命じることで

ある。なお、必要な場合には裁判所の許可が必要となる。 

犯罪人に科す行動範囲の制限は最長６カ月を超えては

ならない。 

行動範囲の制限は選択刑の一つであり、裁判所が罰金

刑又は法定刑3年未満の自由剥奪刑の代わりに科すことができる。

但し、犯罪の特徴及び犯罪人の人格によって累犯又は常習犯を

除く。 

第６章 

量刑 

 

第６１条 量刑の一般原則 

裁判所は、犯罪に対し、その犯罪の法定刑の範囲内で

量刑する。 

量刑において、裁判所は、その犯罪の性質及び社会に

対する危険性の程度、犯罪人の 人格及び刑事責任の減軽又は

加重事由に基いて行わなければならない。 

 

第６２条 犯罪の危険性 

犯罪の危険性とは、犯罪の類型と執行方法をいう。 

犯罪の類型は、この法典の第１３条に定められている

軽犯罪（ラフトート）、中犯罪（トーサヌトート）、重犯罪

（カルットート）の犯罪類型のことである。 

犯罪の執行方法は犯行を犯した際に使用した方法であ

る。例えば：被害者の拷問、被害者の悪質な公表、公にとって

危険な方法等。 

 

第６３条 犯罪の危険レベル 

犯罪の危険レベルは、その意図的又は過失犯罪により

生じた結果である、生命、健康、尊厳、財産の喪失によって決

まる。 

財産の喪失には、以下の3つのレベルがある。 

1. 低レベル又は小損害は、2,000万キープ以下； 

2. 中レベル又は大損害は、2,000 万から 5,000 万キー

プまで； 

3. 高レベル又は多大損害は、5,000万キープを超える

もの。 

 

第６４条 刑事責任の減軽につながる事由 

刑事責任の減軽につながる事由は以下である。 

1. 犯罪人が18歳未満又は60歳以上の者； 

2. 犯罪人が妊娠状態又は3歳以下の児童の母である者； 
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3. 過剰防衛19； 

4. 被害者の違法行為がもたらした強い精神的打撃を受け、

抑制できない状態によってなされた犯罪； 

5. 必要以上に行った行為20； 

6. 威力又は脅威によって犯した重犯罪； 

7. 犯罪人が、自らが犯した犯罪の損害を防止かつ解決し

た又はその損害に対して誠実に賠償したこと； 

8. 犯罪人自身又はその家族の著しく困難な状態によりな

された犯罪 

9. 犯罪人が、自責の念を表して警察当局へ出頭し、自分

及び他人の犯行について自白そして公表したこと； 

10. 初回の犯罪であること、但しその犯罪が社会にとって

深刻な危険を生じない場合； 

11. 犯罪人に、国民に対する功績がある場合。 

量刑において、裁判所は、本条に記載のない他の刑事

責任の減軽事由の要因を考慮に入れることができる。 

 

第６５条 刑事責任の加重につながる事由 

刑事責任の加重につながる事由は以下である。 

1. 以前に犯罪を犯した者の再犯； 

2. 組織的集団によりなされた犯罪； 

3. 強欲のためなされた犯罪； 

4. 国家所有に対する犯罪； 

5. 国家公務員及び国家の職員によりなされた犯罪； 

6. 18 歳未満の者、高齢者、自己防衛のできない者、物的

又はその他の面で犯罪人に従属した者、犯罪人の管理

下に対する犯罪；  

7. 18 歳未満の者に対する犯行の伝授又は犯罪参加を先導

すること； 

8. 被害者に対する残酷又は非道的に被害者を公表した犯

罪； 

9. 深刻な結末を伴う犯罪； 

10. 大災害中になされた犯罪； 

11. 公衆にとって危険な方法でなされた犯罪； 

12. 酩酊又は薬物乱用状態でなされた犯罪。その犯行の性

質に基づき、裁判所は、刑事責任を加重するか否かを

決定する絶対的権利を有する。 

13. 無実の者に対し、意図的な罪の押付けた供述； 

14. 他の犯罪の隠匿又は逃亡のために暴力を使用して犯行

を犯した犯罪人。 

 

第６６条 複数の類型に係る犯罪の量刑 

同一の行為が、複数の類型に係る犯罪となる場合の量

刑は、法律が最も重い刑を定める条文を適用する。 

複数の条項に係る複数の犯罪についての量刑は、各犯

罪に個別に量刑した後、それらを加算することになるが、量刑

する刑罰が中犯罪について最長は 10 年までそして重犯罪につい

                                                
19 訳者注：原稿のラオス語では「過剰防衛」を記載している。これ

が本当に刑事責任の減軽になるかを検討する必要があるではな

いか。 

ては最長 20 年までとする。複数の犯罪により中犯罪及び重犯罪

の複数の条項に違反した場合、 重犯罪を主刑とする。 

終身自由剥奪刑又は死刑の重犯罪についてその関係す

る特定な規定の条項に従って量刑をする。 

法定刑が同等の刑を定める場合の複数犯罪により複数

条項に違反した場合の量刑に  ついて各犯罪に個別に量刑し

た後、合算することになる。但し、量刑した刑罰が関係条項で

定めている最も重い刑を超えてはならない。 

裁判所により判決が下された又は判決が確定された又

は犯罪人が一部又は全部の刑罰を服役した場合で犯罪人が量刑

する以前に犯罪を犯したことが発見した場合、上の項に定めて

いる方法に従って行うとする。 

罰金刑について各犯罪毎に量刑し、上記で定めている

方法で合算する又は他の類型の 犯罪に加算してはならない。 

 

第６７条 再犯罪及び重複犯罪の量刑 

再犯罪及び重複犯罪に対する量刑について、この法典

の第６６条で定めている複数の 類型にかかる犯罪の規定と同

様に行うとする。 

 

第６８条 累犯の量刑 

中犯罪又は複数類型にかかる犯罪場合の累犯の量刑に

ついて、裁判所が通常の犯罪人に科すべき刑を当該犯罪の刑罰

の半分に加算することとする。 

重犯罪の累犯の量刑について、これはこの刑法典の第

６５条に定めている刑事責任の 加重事由の一つの要件である。 

判決が確定した又は刑の服役期間中に判決受刑者が新

たに犯罪を犯した場合、裁判所は服役していない部分の刑を加

算する。 

 

第６９条 犯罪の予備の量刑 

犯罪の予備への量刑について、犯罪の社会に対する危

険性、実行の順序、犯罪人の故意及び犯罪が完成しない原因に

基づいて行うとする。 

犯罪の予備への量刑において、裁判所は法定刑より軽

度の量刑を行うことができる。 

 

第７０条 犯罪の未遂の量刑 

犯罪の未遂への量刑について、犯罪の社会に対する危

険性、実行の順序、犯罪人の故意及び犯罪が完成しない原因に

基づいて行うとする。 

犯罪の未遂への量刑において、裁判所は法定刑より軽

度の量刑を行うことができる。 

 

第７１条 立案者への量刑 

裁判所は立案者である犯罪人に対し、個別犯罪規定に

定められる条項に従って量刑する。 

20 訳者注：要検討 



 

刑法典 

立案者に対する量刑は、他の共犯者への刑罰より重く

科することができる。これは犯罪の性質及び社会に対する危険

度、立案者の人格及び刑事責任の減軽又は加重事由に基づいて 

行うとする。 

 

第７２条 実行者（プーパティバット）への量刑 

裁判所は、犯罪の性質及び社会に対する危険性の程度、

実行者の人格及び刑事責任の 減軽又は加重事由に基づき、立

案者と同様に量刑することがある。 

 

第７３条 教唆者（プーユッヨン）への量刑 

裁判所は、教唆行為の程度及び性質に基づき、教唆者

に対し、その他の共犯者と同様又は法定より軽度な量刑をする

ことがある。 

法定刑が終身自由剥奪刑又は死刑を定めている犯罪に

おける教唆行為について、裁判所は15年から20年の自由剥奪刑

に減軽することがある。 

 

第７４条 共犯者（プーソムフーフアムキット）への量刑 

裁判所は、共犯行為の程度及び性質に基づき、共犯者

に対し、その他の共犯者と同様又は法定より軽度な量刑をする

ことがある。 

法定刑が終身自由剥奪刑又は死刑を定めている犯罪に

おける共犯行為について、裁判所は15年から20年の自由剥奪刑

に減軽することがある。 

 

第７５条 刑事責任の減軽につながる事由の犯罪への量刑 

刑事責任の減軽につながる事由の犯罪への量刑におい

て、その犯罪の性質及び社会に対する危険性の程度、実行の程

度及び故意21（ジェータナー）、犯罪人の履歴、人格に基づいて

行うとする。 

刑事責任の減軽につながる事由の犯罪への量刑につい

て、裁判所は法定刑より減軽して量刑することがある。 

 

第７６条 刑事責任の加重につながる事由の犯罪への量刑 

刑事責任の加重につながる事由の犯罪への量刑におい

て、その犯罪の性質及び社会に対する危険性の程度、実行の程

度及び故意（ジェータナー）、犯罪人の履歴、人格に基づいて

行うとする。 

刑事責任の加重につながる事由の犯罪への量刑につい

て、関係条項の範囲以上に量刑 することができない。 

 

第７７条 刑事責任の減軽又は加重につながる事由の犯罪への量

刑22 

刑事責任の減軽又は加重につながる事由の犯罪への量

刑について、その犯罪の性質及び社会に対する危険性の程度、

                                                
21 訳者注：Intention 
22 訳者注：この７５条から７７条まで（特に７７条）について立法

技術の観点から考えると、存在の意義が疑問に感じる。 

実行の程度及び故意（ジェータナー）、犯罪人の履歴、人格に

基づいて行うとする。 

 

第７８条 法定刑より減軽した量刑 

法定刑より減軽した量刑は、特定犯罪において法定刑

の範囲より、減軽して量刑23をすることである。但し、この法典

に定められる第７３条２項、７４条２項、８６条５項を除く。 

法定刑より減軽した量刑において、裁判所は、犯罪の

性質及び社会に対する危険性の 程度、犯罪人の人格及び刑事

責任の減軽につながる事由に基づいて行わなければならない。 

特定の犯罪に対し、法定刑より減軽した量刑する場合、

当該犯罪の法定刑の下限の半分を下回ることができない。 

犯罪人が社会又は他人を守るために犯罪を犯した特段

の場合において、裁判所は当該 犯罪の刑法に定めている刑の

下限を下回って量刑することがある。 

一つ又は複数の行為により、複数条文又は同一条文の

複数項に違反した場合、法定刑 より減軽した量刑は、最も重

刑を定める条文又は項の下限の半分を下回ってはならない。 

 

第７９条 執行猶予 

主刑としての、有期の自由剥奪、自由の剥奪のない再

教育、又は罰金の執行猶予は、 かかる刑罰の執行を5年間停止

することをいう。その期間中に、判決を受けた犯罪人が故意

（ジェータナー）により新たに犯罪を犯さなかった場合、その

執行猶予の対象刑罰は取り消されるものとする。但し、犯罪人

が故意で二度目の犯罪を犯し、裁判所の判決により、主刑とし

て有期の自由剥奪、自由剥奪のない再教育又は罰金刑を受けた

場合、判決が確定した後、同人は執行猶予分と新たな刑罰を合

わせて服役することになる。 

刑罰の執行猶予は、全部又は部分的に行なうことがで

きる。 

累犯（プーカタムピット・ボー・ケッラープ）、3 年

以上の自由剥奪を宣告された犯罪人又は重犯罪（カルットート）

で判決を受けた者は、刑罰の執行猶予を受けることができない。

但し、犯罪人が社会又は他人を守るために犯罪を犯した場合、

例えそれが重犯罪としても、 特段事項として裁判所は執行猶

予を言い渡すことができる。 

 

第８０条 刑罰執行における仮勾留の算入 

仮勾留期間の全部を自由の剥奪又は自由の剥奪のない

再教育の制裁を計算しなければならない。 

仮勾留の 1 日は、自由の剥奪の 1 日又は自由剥奪のな

い再教育3日に相当する。 

 

第８１条 犯罪人を再教育のため行政当局又は社会組織へ送るこ

とによる刑の適用除外 

23 訳者：法定刑より軽く量刑すること。 
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重犯罪において、その犯罪人の人格が社会に対する脅

威を呈していないと判断される場合、裁判所はその犯罪人を再

教育のため行政当局、他の国家機関、民衆組織、社会組織又は

宗教団体組織へ送ることができる。 

 

第７章 

裁判所の措置 

 

第８２条 精神障害の犯罪人に対する裁判所の措置 

精神障害の状態で犯罪をなす犯罪人、又は十分な判断

能力を有していたが裁判所の判決を下す前若しくは服役中に、

精神障害者になった犯罪人について、裁判所は精神病院又は特

定の医療センターへ送致することがある。 

犯罪人が治療を受け、完治した後、公訴又は判決執行

に関する時効がまだ成立してい ない場合、同人を事件手続き

又は服役に服さなければならない。 

治療期間は、刑の執行期間の計算に算入するものとす

る。 

 

第８３条 アルコール、薬物又はその他中毒物の中毒の犯罪人に

対する裁判所の措置 

自由の剥奪を宣告されていないアルコール、薬物又は

その他中毒物の中毒の犯罪人  について、裁判所は 病院又

は特別治療センターに送致して治療の措置をとることができる。 

裁判所により自由の剥奪を宣告された場合、裁判所は、

当該犯罪人が服役中に治療の措置をとらなければならない。そ

してその刑の服役完了後にその治療がまだ完了していない場合、

裁判所は、継続して治療措置を行うことができる。なお、アル

コール中毒又は薬物中毒治療専用の病院又は再教育及び治療の

ため行政当局、他の国家機関、民衆組織又は関係する社会組織

へ送ることができる。 

治療後、公訴又は判決執行に関する時効がまだ成立し

ていない場合、同人を事件手続き又は服役に服さなければなら

ない。 

治療期間は、刑の執行期間の計算に算入するものとす

る。 

 

第８章 

犯罪少年 

 

第８４条 犯罪少年 

犯罪少年とは、15歳以上18歳未満の者が、法定刑が3

年以上の自由剥奪刑又は少年の 自白のない又は当事者が調停

を拒否した場合の3年以下の自由剥奪刑；累犯及び常習犯といっ

た 社会にとって危険な行為を行為又は逸脱行為をなしたもの

をいう。 

 

第８５条 犯罪少年の問題解決の原則 

犯罪少年の問題解決は次の通りに行うとする： 

1. 犯罪少年の問題解決は少年への教育、援助、失敗の改

善、社会が必要とする良き市民になるための自己開発

を行うこと； 

2. 犯罪少年に対する捜査、起訴及び裁判が行われる度に、

犯罪の社会に対する危険性、 犯罪の原因及び要件に

ついて示さなければならない； 

3. 犯罪少年が、軽度な犯罪行為、発生損害が軽度、刑事

責任の減軽につながる事由がある及び保護者又は組織

が監督及び教育を引き受けた場合において、刑事責任

から免除されることがある； 

判決を行う際に、裁判所が、犯罪少年に対し刑罰を処

する必要ないと判断した場合、 この法典の第８７条に定めら

れる何の措置を適用することがある。 

 

第８６条 犯罪少年への量刑 

犯罪少年への量刑において裁判所は、犯罪の性質及び

社会に対する危険性の程度、少年の人格、影響、環境、動機及

び刑事責任の減軽又は加重につながる事由に基づいて行わなけ

ればならない。 

犯罪少年に対する自由剥奪刑処分は最後の措置として

重大な犯罪かつ可能な限りで最短で行わなければならない。 

犯罪少年に対して自由剥奪刑を処分する必要な場合、

裁判所は、当該犯罪で 18 歳以上の者に科すべき刑の半分で科す

ことがある又は法定刑より軽度の量刑をすることができる。 

犯罪少年には終身の自由剥奪刑及び死刑を科してはな

らない。 

犯罪少年が法定刑では無期懲役刑の犯罪を犯した場合、

10 年間の自由剥奪刑に減軽して科すこと。死刑については２０

年間の自由剥奪刑に減軽して科すこと。 

 

第８７条 少年（デック）への適用措置 

15 歳未満の少年が社会に対する危険行為を犯した場合

について、次の措置を適用する： 

1. 少年（デック）が自ら犯した行為について理解す

るように教育する； 

2. 少年を適切な方法で被害者に謝罪させる； 

3. 民事賠償させるが、両親又は保護者に負担させ

る； 

4. 両親、保護者又は関係機関に注意、教育及び緊密

に監査させる； 

5. 少年を定められた期日・時間に関係機関のところ

に出頭させる； 

6. 労働提供等といった他の措置を使う。 

15歳以上18歳以下の少年が法定刑で3年以下の自由剥

奪刑の軽犯罪及び中犯罪を犯した場合について、上記の措置を

適用することができる。 

 

第９章 



 

刑法典 

法人による犯罪（カーンカタムピット24） 

 

第８８条 法人による犯罪 

法人による犯罪は組織又は法人の代表による犯罪行為

である。 

 

第８９条 法人の刑事責任 

法人は次の場合において自らの犯罪行為に対して刑事

責任を負う： 

1. 当該犯罪行為が法人として行われたこと； 

2. 当該犯罪行為が法人の利益のために行われたこ

と； 

3. 当該犯罪行為が法人自らの指揮、管理及び決議の

下で行われたこと。 

法人の刑事責任25はその法人の中で犯罪行為をなした

個人の刑事責任の免除につながる事由にはならない。 

 

第９０条 法人への量刑 

法人に科す刑は主刑として罰金刑である。 

法人に科す罰金刑は個人に科す罰金刑の２倍である。 

法人について罰金刑を科す他、裁判所は事業停止、特

定事業の営業禁止、資金調達禁止、小切手又はクレージットカ

ードの使用禁止、物品の没収又は原状回復させる等を命じるこ

とがある。 

 

第９１条 法人の事業停止 

法人の事業停止とは、裁判所が、犯罪を犯した法人に

対して、その特定な事業の継続により、社会及び環境への損害

及び危険をもたらすと判断した場合に、事業を停止させる措置

である。 

 

第９２条 法人に対する特定の事業の営業禁止 

法人に対する特定の事業の営業禁止とは、その法人の

犯罪行為に関連する事業を1年から５年間で一時的に営業を禁止

することである。 

 

第９３条 資金調達の禁止 

資金調達の禁止とは、外部から 5 年以下期間で資金調

達を禁止することである。例えば：銀行の借入禁止、株の売却

又は販売の禁止、資金調達を目的した基金又は財団設立の禁止

等。 

 

第９４条 小切手又はクレージットカードの使用禁止 

小切手又はクレージットカードの使用禁止とは小切手

又はクレージットカードによる 決済を最長５年間の使用禁止

である。 

 

                                                
24 訳者注：カーンカタムピットは直訳すると「過ちを犯した行為」 

第９５条 法人の物品の没収 

法人の物品の没収はこの法典の第５３条に定めている

規定に従って行うとする。 

 

第９６条 原状回復刑 

裁判所は犯罪を犯した法人に対し、この法典の第５６

条に定めている規定に従って原状回復刑を科することがある。 

 

 

第１０章 

刑の適用除外、自由剥奪刑の服役の停止 

及び条件付の期間前の解放につながる事由 

 

第９７条 刑の適用除外につながる事由 

以下の事由においては、刑が取り消されるものとする。 

1. 受刑者の死亡； 

2. 裁判所判決の執行可能期間の終了； 

3. 判決を受けた受刑者が恩赦を受けた場合； 

4. 大赦が付与された場合。 

 

第９８条 受刑者の死亡 

受刑者の刑の服役は同人の死亡により終了する。 

 

第９９条 判決執行の時効 

裁判所が犯罪人に科した刑罰は以下の期間が過ぎた場

合に執行ができない： 

1. 軽犯罪について1年； 

2. 中犯罪について7年； 

3. 重犯罪について15年。 

判決執行に関する時効は判決が確定された日から起算

する。前回の判決の執行期間内に新たな犯罪を犯した場合、時

効は、その新たな犯罪がなされた日から起算する。判決執行期

間中に刑の服役から逃走した場合、その時効は判決受刑者が出

頭又は逮捕された日から起算する。 

 

第１００条 恩赦（アパイヤトート） 

恩赦とは国家主席の決定により、判決受刑者の刑の軽

減又は残りの刑を免責して釈放することである。 

 

第１０１条 大赦（ニラトートカム） 

大赦とは特定の犯罪を抹消することである。 

特定の犯罪の刑罰の執行が、国会がその犯罪について

大赦を承認し、国家主席が公布 することにより、終了とする。 

 

第１０２条 判決の執行からの除免 

自由剥奪のない再教育又は 3 年以下の自由剥奪刑の判

決を受けた受刑者が刑の服役をしていない段階で国家にとって

25 訳者注：おそらく、法人の刑事責任の「追求することで」その法

人の中に当該犯罪行為をした個人の刑事責任の免除事由になら

ない。 



 

刑法典 

多大な功績を貢献した又は重大な病気にかかった場合において

今後、同人が社会にとって危険な存在でないと判断された時、

裁判所は検察院の長の申請により、同人に対して執行する刑の

全部を除免する判決を下す場合がある。 

この法典の第１０３条に基づいて執行が中断された軽

度犯罪の受刑者について、その期間中に同人が国家にとって多

大な功績を貢献した場合、裁判所は、検察院の長の申請により、

同人に対し、残りの刑の執行を除免する判決を下す場合がある。 

 

第１０３条 自由剥奪刑の執行の中断26 

自由剥奪刑の執行を中断する事由は次の通りである： 

1. 医師団の認定により重病となった受刑者について、

治療を受けて完治した後、刑の服役を再開する； 

2. 妊婦又は 1 歳以下の児童の母親について、その子

供が1歳以上となるまで； 

3. 3 年以下の自由剥奪刑の受刑者がその家族の主の

労働力である場合で、刑を服役させることにより、

その家族にとって重大な影響となる場合、同人は

一年までの中断要請をすることができる； 

4. 受刑者が同人の組織の承認により公的な業務を遂

行する必要がある場合、同人は一年の中断を要請

する権利を有する。但し、社会及び国家の安定に

とって重大な危険性をもたらした犯罪を除く。 

上記の場合において自由剥奪刑を中断する期間は刑の

服役期間に算入しないとする。 

 

第１０４条 期間前の条件付釈放27 

期間前の条件付釈放は、今まで一部の刑を実施したが、

かかる者が進歩し、自己鍛錬し、矯正所（カーイダッサン）の

規則及び労働作業を厳守し、見解や考え方の更新が見られ、今

まで自らの不適正な行為に関し反省の気持ちを抱いた受刑者の

釈放することである。 

期間前釈放の検討対象となる受刑者は以下の通り、刑

罰を一部服役した場合である： 

1. 半分、犯行時に18歳以下の犯罪人の場合； 

2. 三分の二、犯行時に18歳以上の犯罪人； 

3. 15年、終身自由刑の犯罪人 

累犯の犯罪人及び死刑から変更した自由刑の受刑者は、

期間前の釈放を許されない。 

 

第１１章 

刑事罰の前科目録からの抹消 

 

第１０５条 前科の抹消 

犯罪の前科目録から氏名が抹消された者は犯罪を犯し

たことない者とみなす。 

                                                
26 訳者：一時的停止 

犯罪の前科目録から氏名が抹消はこの法典の第１０６

条及び１０７条に定める規定に 従うとする。 

 

第１０６条 自動的な前科の抹消 

裁判所の判決により、犯罪の前科目録から自動的に氏

名が抹消される者は次の通りである： 

1. この法典の第１０２条の規定により、判決執行が

取消された者； 

2. 執行猶予判決の受刑者が執行猶予期間終了後１年

間以内に新たな犯罪を犯していなかった者； 

3. 自由剥奪刑の服役完了者又は判決執行の時効が成

立した後、次の期間内に新たな 犯罪を犯さない

者： 

- 軽犯罪について１年； 

- 中犯罪について５年； 

- 重犯罪について７年。 

前科目録から氏名が抹消されていない者が、新たな犯

罪を犯した場合、以前の前科目録の抹消期間は新たな犯罪に対

する判決の執行完了日又は判決執行時効が成立した日から起算 

する。 

 

第１０７条 裁判所の判決による前科目録からの氏名の抹消 

裁判所は、この法典の第２編第１章に定めている犯罪

について判決を受けた犯罪人に対し、その犯罪の性質、犯罪人

の人格、刑の服役及び犯罪人の労働提供に基づいて前科の目録

から氏名を抹消する。 

裁判所が同条文の第１項に定める前科目録から氏名の

抹消について以下の場合において行うとする： 

1. 裁判所により、５年以下の自由剥奪刑を言い渡さ

れた者がその刑の服役完了又は判決執行の時効が

成立した後、３年以内で新たな犯罪を犯さなかっ

た場合； 

2. 裁判所により、５年から１０年の自由剥奪刑を言

い渡された者がその刑の服役完了又は判決執行の

時効が成立した後、５年以内で新たな犯罪を犯さ

なかった場合； 

3. 裁判所により、１０年以上、終身の自由剥奪刑、

死刑を言い渡された者が大赦を 受け、その刑の

服役完了又は判決執行の時効が成立した後、７年

以内で新たな犯罪を犯さなかった場合； 

前科目録から氏名の抹消申請書は自筆又は保護者に作

成され、関係裁判所に提出しなければならない。裁判所に初回

の申請書が却下されても、却下された日から１年後に再度、申

請書を提出することができる。新たに作成された申請書がまた

却下された場合、当該申請書が却下された日から２年後に再度、

提出することができる。 

 

第１０８条 法人名の前科目録からの抹消 

27訳者：この条文は「２０１２年版の刑訴法・２５２条、２５３条

以下の条文をそのまま持ってきたものである」  



 

刑法典 

刑事罰を受けた法人は、その刑を履行した後、１年以

内に新たな犯罪を犯さなかった 場合、自動的に前科目録から

法人名が抹消される。 

 

第１０９条 犯罪少年の氏名の前科目録からの抹消 

前科目録から犯罪少年の氏名の抹消期間はこの法典の

第１０６条に定めている期間の 半分とする。 

この法典の大８７条で定めている裁判所の措置に適用

された犯罪少年について犯罪人になったことないとみなす。 

 

 

第２編 

各論 

第１章 

国家安全に反する罪 

 

第１１０条 国家反逆罪 

ラオス人民民主共和国の独立、主権、領土保全、重大

な政治上の主義、国家防衛及び 治安、経済、文化及び社会を

弱体化させる目的で、外国人及び外国の組織と連絡を取り協力

するラオス国民に対し、１０年から２０年の自由剥奪刑かつ１

０００万から５億キープの罰金が科されるものとする。かかる

者の財産は没収され、かつその者は自宅軟禁下に置かれるか、

終身の自由剥奪刑かつ５０００万から７億キープの罰金が科さ

れるものとする。又は死刑の対象となる場合がある。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

ラオス国民が、外国人又は外国の組織から犯罪を犯す

よう依頼されるが、犯罪を犯す 前に当局へ自発的にその事実

を届け出る場合、刑を科さないものとする。 

 

第１１１条 謀反 

政権を破壊又は弱体化させるため社会不安を引き起こ

す活動に参加する如何なるラオス国民に対し、１０年から２０

年の自由剥奪刑及び１０００万から５億キープの罰金が 科さ

れるものとする、その者の財産は没収され、かつ自宅軟禁下に

置かれる。又は終身自由剥奪刑かつ５千万から７億キープの罰

金が科される又は死刑の対象となる場合がある。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１１２条 スパイ 

ラオス人民民主共和国に損害を与える又は弱体化させ

る目的で、諜報又は国家若しくは公式の秘密に関連する情報、

物品、手続き又は電子文書若しくは文書を収集する外国人、  

ラオスにいる外国人、又は無国籍者に対し、１０年から２０年

の自由剥奪刑及び５００万  から３億キープの罰金が科され

るものとする。更に、その者の財産は没収され、かつ自宅軟禁

下に置かれるか、終身の自由剥奪刑かつ３千万から４億キープ

の罰金が科される又は死刑の対象となる場合がある。 

ラオス人民民主共和国を弱体化させる活動を行なって

いる国家反逆人又は謀反人に伝える目的で、諜報又は国家若し

くは公式の秘密に関連する情報、物品、手続き又は電子文書若

しくは文書を収集する個人に対し、５年から１０年の自由剥奪

刑及び５００万から２億キープの罰金が科されるものとする。

更に、その者の財産は没収され、かつ自宅軟禁下に置かれる場

合がある。 

ラオス人民民主共和国に損害を与える又は弱体化させ

る目的で、諜報又は国家若しくは公式の秘密に関連する情報、

物品、手続き又は電子文書若しくは文書を外国人又は外国の組

織に伝えるため収集するラオス国民の行為は、国家反逆罪とみ

なされ、この法典の第１１０条の定めにより処罰されるものと

する。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１１３条 国家の安全に影響を及ぼす領土侵犯 

ラオス人民民主共和国の領土を侵犯し、それにより国

家の安全に影響を及ぼす武装者に対し、５年から１５年の自由

剥奪刑及び５００万から１億５０００万キープの罰金が科され

るものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１１４条 「国家指導者の」身体的危害（カーンポーンハー

イ） 

国家権力の崩壊又は弱体化させる目的で、ラオス人民民

主共和国の指導者に身体的危害をもたらす者に対し、１０年か

ら２０年の自由剥奪刑及び１０００万から１億           ５０００万

キープの罰金が科されるものとする。 

その身体的危害が死に至る場合、その犯罪人に対し、終

身の自由剥奪刑及び１億        ５０００万から１０億キープの罰金

が科されるか、死刑の対象となる場合がある。 

国家権力を弱体化させる目的で、国家の代表者、公務員、

又は国家若しくは社会組織の業務を活動する者の身体的危害を

もたらす者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び        ５００

万から５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その身体的危害が死に至る場合、その者に対し、１０年

から２０年の自由剥奪刑及び   １０００万から１億キープの罰金

が科されるか、終身の自由剥奪刑及び１億５０００万から５億

キープの罰金が科されるか、又は死刑の対象になるものとする。 

国際関係を分裂若しくは弱体化させる目的又は戦争行

為を引き起こす目的で、ラオス人民民主共和国を訪問する指導

者若しくはその家族・同行の代表団の構成員、又はラオス人民

民主共和国内で働いている外国・国際機関の代表者若しくはそ

れら代表者の家族に、身体的危害をもたらす者に対し、５年か

ら１５年の自由剥奪刑及び１０００万から１億５０００万キー

プの罰金が科されるものとする。 

その身体的危害が死に至る場合、終身の自由剥奪刑及び

１億５０００万から１０億  キープの罰金が科されるか、又

は死刑の対象となる場合がある。 



 

刑法典 

上記の刑に加え、刑罰には財産の没収、及び自宅軟禁を

含むことができる。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１１５条 破壊 

国家の弱体化又は国家の経済を崩壊させる目的で、工

場、事務所、機関、道路、交通手段の車両、情報流通手段及び

その他の経済基盤を破壊、分解、放火し、人の集団又は動物集

団に毒、化学物質又は病原体を放出した者に対し、１０年から

２０年の自由剥奪刑及び           ５０００万から１億キープの罰金

が科せられる。更に、その者の財産が没収され、かつその者は

自宅軟禁下に置かれるか、終身自由剥奪刑又の対象となる場合

がある。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１１６条 国家又は社会的事業の崩壊  

国家又は国民経済を弱体化させる目的で、自らの立場

を利用して内部を分裂させる作為又は不作為若しくは他人の教

唆により、農業、産業、貿易、流通、金融、経済基盤、国家及

び社会機関の事業活動に対し破壊活動を行う者に対し、１０年

から２０年の自由剥奪刑及び      ５０００万から５億キープの罰

金が科せられる。更に、その者の財産が没収され、かつ自宅軟

禁下に置かれるか、終身の自由剥奪刑の対象となる場合がある。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１１７条 ラオス人民民主共和国に不利な宣伝28 

国家権力を弱体化させる目的で、言葉、書面、印刷物、

新聞、映画、ビデオ、写真、文書、電子媒体又はラオス人民民

主共和国に反逆する内容を持ったその他の媒体により、ラオス

人民民主共和国に対する中傷、党の指針及び政府の方針を歪め

て、騒動を引き起こす虚偽の噂を流して、宣伝活動を行なう者

に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から２０００

万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１１８条 結束の分裂（カーンベーンイェーク・クアム・サマ

ッキー） 

国民の結束を弱体化させる目的で、民族、社会階層、

宗教との間を分裂させる又は敵意をもたらす者に対し、１年か

ら５年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金

が科されるものとする。 

 

第１１９条 市民暴動（カーンジョーラカム） 

社会の秩序の基盤を弱体化させる目的で、武装組織に

加入し、工場、事務所、社会組織を攻撃及び破壊すること、又

は公務員、国民を人質に取る若しくはそれらを殺害すること、   

又は国家、団体、若しくは個人の財産を強奪することに従事す

る者に対し、５年から２０年の自由剥奪刑及び５０００万から

５億キープの罰金が科されるものとする。更に、その者の財産

                                                
28 訳者注：悪質なプロパガンダ 
29 訳者注：矯正所に収容されている受刑者。 

は没収され、かつ自宅軟禁下に置かれるか、終身の自由剥奪刑

又は死刑の対象となる場合が ある。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１２０条 テロ行為（カーンコーカーンハーイ） 

テロ行為は、ラオスの領土内及び領土外にいる個人、

集団又は組織により、次の行為である。 

1. 国家安定、国家経済・社会体制、外国の機関、国

際機関に対する影響を及ぼす行為、ラオス人民民

主共和国の国際交流に対する障害又は社会に生活

する国民への混乱をもたらす行為； 

2. 生命、健康、自由に対する重大な侵害行為又は身

体又は精神的な強制、脅迫する 行為； 

3. 財産の没収・破壊、侵入、攻撃、妨害、損害をも

たらす行為及びコンピュータ、交通、インターネ

ットシステム又は国家、法人、組織及び個人の電

子端末への混乱をもたらす行為； 

4. 爆薬物質、放射能物質、毒性物質、発火物質の加

工、生産、使用、梱包、流通、集約、調達及び武

器、道具、車両の売買そしてこの条文の第１号、

２号及び３号に定めている目的で行う特定な行

為； 

5. 本条文の第１号、２号、３号及び４号の行為を引

き起こすために、広告、勧誘、推奨、脅迫、依頼

又は準備、援助する行為； 

6. 他の法律、ラオス人民民主共和国が加盟している

条約及び国際条約においてテロ行為を定められる

行為。 

テロ行為罪を犯罪を犯した者に対し、５年から１０年の

自由剥奪刑及び１０億から  ５０億キープの罰金が科せられ

るものとする。 

組織的犯罪又は多大かつ深刻な損害が発生した場合、１

０年から終身の自由剥奪刑及び５０億から７０億キープの罰金

が科せられるそして財産の没収又は死刑が科せられるものとす

る。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１２１条 勾留及び拘置・矯正所の破壊又は攻撃 

勾留所、拘置所、矯正所（カーイクムカン・ダッサー

ン）にいる被疑者、受刑者、矯正の被収容者の身柄を略取又は

誘拐若しくは解放の目的で力で勾留、拘置所、矯正所を破壊若

しくは攻撃する者又は移送中の被疑者若しくは囚人の誘拐目的

で暴力を行使する者に対し５年から２０年の自由剥奪刑及び５

０００万から５億キープの罰金が科されるものとする。        

更に者も自宅軟禁下に置かれるか、終身の自由剥奪刑

の対象となる場合がある。 

勾留、拘置所、矯正所の中で騒動を生じさせる、その

内部規制を違犯する又は被疑者、囚人、矯正の被収容者29を逃亡
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するように勧誘・教唆を行う者に対し、１年から５年の自由剥

奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金が科されるもの

とする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１２２条 敵に加入するための渡航、ラオス人民民主共和国に

反政権運動者の保護 

ラオス人民民主共和国に敵対運動をする敵に加わるた

め渡航者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び１０００万

から５０００億キープの罰金が科されるものとする。 

ラオス人民民主共和国の反政権運動者を隠匿、隠避、

保護、又は援助する者に対し、 

１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープ

の罰金が科されるものとする。 

 

第１２３条 国家又は行政上の秘密の開示 

国家の秘密に係る文書の保管、管理、及び使用の責任

を有する者が、その秘密を開示する若しくは秘密の漏示又はそ

の文書を滅失する場合、３年から５年の自由剥奪刑及び５００

万から５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

行政上の秘密の場合、犯罪人に対し、１年から３年の

自由剥奪刑及び３００万から  ２０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

 

第１２４条 社会不安を引き起こす目的の集会 

社会不安を引き起こす目的で、抗議の行進、デモ、そ

の他の方法で社会に損害をもたらす集会を運営する又は参加す

る者に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から   

５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１２５条 境界標の破壊及び除去 

境界標を意図的に破壊若しくは損壊する者又は違法の

境界標を除去する者に対し、     ６カ月から３年の自由剥奪刑及び

２０００万から１億キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１２６条 国家紋章又は国旗の破壊及び中傷 

ラオス人民民主共和国の名誉及び威信に影響を及ぼす

国家紋章又は国旗を破壊又は中傷する者に対し、３カ月から２

年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が  

科されるものとする。 

 

第１２７条 国家の最高の幹部指揮者、国家英雄の象徴の破壊、

中傷 

ラオス人民民主共和国の名誉及び威信に影響を及ぼす

国家の最高の幹部指揮者、国家英雄の肖像、銅像、画像、彫刻

像及びその他の紋章を破壊、中傷する者に対し、３ヶ月から２

                                                

30 訳者注：マネーロンダリング。 

年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が科

せられる者とする。 

 

第１２８条 不法な移住又は入国の扇動 

法に反して海外逃亡、移住又は入国をするよう人民に

勧誘、詐欺行為を行う者に対し、６カ月から３年の自由剥奪刑

及び１０００万から５０００キープの罰金が科されるものとす

る。 

重大な場合又は多大な損害をもたらす場合、犯罪人に

対し、３年から５年の自由剥奪刑及び５０００万から５億キー

プの罰金が科されるものとする。 

 

第１２９条 紙幣の偽造又は偽造紙幣の使用 

紙幣若しくは外貨を偽造するための印刷機器その他手

段を利用する者又はラオス人民民主共和国内で流通させるため

偽造紙幣を輸入する者に対し、５年から１５年の自由剥奪刑及

び  1５０００万から５億万キープの罰金が科されるものとする。 

紙幣を大量に又は組織的に偽造又は偽造紙幣の輸入を

行う者に対し、１０年から２０年の自由剥奪刑及び２億から７

億キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

偽造紙幣であることを知りながら使用する者に対し、

３カ月か５5 年の自由剥奪刑及び２００万から５００万キープの

罰金が科されるものとする。 

偽造紙幣を所持していることを認識しているが、当局

へ通知しない者に対し、３カ月から２年の自由剥奪刑及び１０

０万から５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１３０条 資金洗浄30 

資金洗浄とは、個人、法人又は組織が資金又は資産が

犯罪から発生したことを承知、 知りえた又は疑いながら、そ

の資金又は資産を合法的にするために、資金の性質、根元、資

産の所在地を隠蔽又は隠匿するとして資金又は他の資産を転換、

使用、移動、両替、取得、真の所有の移転する行為をいう。 

１０億キープ以下の資金洗浄を行う者に対し、３年か

ら７年の自由剥奪刑及び３億から５億キープの罰金と資産の没

収処分が科される。 

１０億キープ以上の資金洗浄を行う者に対し、７年か

ら１０年の自由剥奪刑及び５億から７億キープの罰金と資産の

没収処分が科される。 

組織的又は常習的な犯罪の場合、１０年から１５年の

自由剥奪刑及び７億から９億     キープの罰金と資産の没収処分が

科される。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１３１条 テロ行為への資金供給 

テロ行為への資金供給とは、個人、法人又は組織が意

図的に、テロ行為に供給するための適法又は違法、全部又は一
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部の資金を直接的及び間接的に収集、調達する未遂行為31であり、

例えその資金が実行に使用される又は使用されない場合も含む。 

１０億キープ以下のテロ行為への資金供給犯罪を行う

者に対し、５年から８年の自由剥奪刑及び５億から８億キープ

の罰金と資産の没収処分が科される。 

１０億キープ以上のテロ行為への資金供給犯罪を行う

者に対し、８年から１２年の自由剥奪刑及び８億から１０億キ

ープの罰金と資産の没収処分が科される。 

組織的又は常習的な犯罪の場合、１５年から２０年の

自由剥奪刑及び８億から１０億キープの罰金と資産の没収処分

が科される。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１３２条 兵器又は爆発物の不法な生産、所持、使用 

法に反して戦争兵器32又は爆発物及びその部品を生産、

所持、保管、使用する者に対し、１カ月から５年の自由剥奪刑

及び５００万から５０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

 

第１３３条 兵器又は爆発物の不法取引 

法に反して戦争兵器又は爆発物及び爆弾の製造に使わ

れる化学物質を購入、販売、輸入する者に対し、６カ月から５

年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

常習、組織的に戦争兵器又は爆発物及び爆弾の製造に

使われる化学物質を購入、販売、輸入する又は大量に購入、販

売した犯罪人に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び１００

０万から１億キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１３４条 兵器又は爆発物の窃盗、盗用、強盗 

戦争兵器又は爆発物を窃盗、盗用、強盗した者に対し、

２年から５年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープ

の罰金が科されるものとする。 

常習、組織的に戦争兵器又は爆発物を窃盗、盗用、強

盗する又は大量に窃盗、盗用した犯罪人に対し、５年から１０

年の自由剥奪刑及び１０００万から１億キープの罰金が科され

るものとする。 

 

第１３５条 武器倉庫の破壊 

武器倉庫を破壊、毀棄又は放火する者に対し、８年か

ら２０年の自由剥奪刑及び   ５００万から１億キープの罰

金が科される。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１３６条 国家の兵器又は爆発物の亡失（シアハーイ33） 

                                                
31 訳者注：直訳すると「努力行為」。 
32 ラオス法では、戦争用の兵器と狩猟及び合法的な私的利用のた

めの兵器とを区別している。 

国家の兵器又は爆発物を過失で亡失させる者に対し、

３カ月から３年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び

５００万から５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１３７条 化学兵器に関連する犯罪 

化学兵器は、人間の破滅のために使用される中毒性又

は有毒の物質から成るものである。 

化学兵器生産のため化学物質の生産、購入、販売、引

渡、交換、所持、又は輸送に従事する者に対し、以下のとおり

刑が科されるものとする。 

- ５０００g 以下の場合、５年から６年の自由剥奪

刑及び５００万から６００万キープの罰金が科さ

れるものとする。 

- ５０００g超から１００００gまでの場合に対し、

６年超から８年の自由剥奪刑及び６００万超から

８００万キープの罰金が科されるものとする。 

- １００００g を超える場合に対し、８年超から１

０年の自由剥奪刑及び８００万超から１０００万

キープの罰金が科されるものとする。 

 

化学兵器の生産、販売、購入、引渡し、交換、所持、

輸送に従事する者、又は化学兵器の使用を教唆若しくは推進す

る者に対し、以下のとおり刑が科されるものとする。 

- ５０００g 以下の場合に対し、７年から８年の自

由剥奪刑及び１億から２億キープの罰金が科され

るものとする。 

- ５０００g超から１００００gまでの場合に対し、

８年超から１０年の自由剥奪刑及び ２億超から

３億キープの罰金が科されるものとする。 

- １００００g を超える場合に対し、１０年超から

１２年の自由剥奪刑及び３億超から５億キープの

罰金が科されるものとする。 

化学兵器を使用する者に対し、以下のとおり刑が科さ

れるものとする。 

- 結果として小規模な損害となる場合、１０年から

１５年の自由剥奪刑及び７億から１５億キープの

罰金が科されるものとする。 

- 結果として大損害となる場合、終身の自由剥奪刑

及び２０億から５０億キープまでの罰金が科され

る。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１３８条 無線通信設備の不法な製造及び占有 

法に違反して無線通信設備を製造、占有、又は設置す

る者に対し、６カ月から３年の自由剥奪刑及び５００万から５

０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

33 訳者注：この「シアハーイ」は故障するとも読める。 



 

刑法典 

第１３９条 無許可の自衛隊及び保安隊の設立 

無許可で自衛隊及び保安隊を設立する者に対し、３年

から５年の自由剥奪刑及び １０００万から７０００万キープ

の罰金が科されるものとする。 

 

第２章 

社会の安全及び社会秩序に関する罪 

 

第１４０ 無免許での医療行為 

利益を収める目的で、適法な許認可なく患者を治療す

る者に対し、３００万から１０００万キープの罰金が科される

ものとする。 

犯罪人が患者を身体障害34又は身体不自由にする場合、

その犯罪人に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び１００万

から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

犯罪人が患者を死亡に至らせる場合、その犯罪人に対

し、１カ月から５年の自由剥奪刑及び２００万から５０００万

キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１４１条 禁止されている賭博 

禁止されている賭博をした者に対し、５００万から１

０００万キープの罰金が科されるものとする。 

賭博施設として自らの家屋を使用することに同意する

者、又は主要賭博者の役割を担う者、又は常習的に賭博に従事

する者に対し、３カ月から２年の自由剥奪刑又は自由の剥奪の

ない再教育及び５００万から１５００キープの罰金が科される

ものとする。 

 

 

第１４２条 不良35 

社会生活の規則及び規律に反して、暴力、脅威、攻撃

的（ヤープサー）な言葉又は社会秩序に反するその他活動を利

用する者は、公的批判を受けるものとし、かつ１００万から  

１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

集団的又は常習的に行動する者に対し、３カ月から１

年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び３００万から

１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第１４３条 陸路の交通安全違反 

意図的に道路、交通標識又は信号、防犯カメラ若しく

は距離標識の損壊など交通信号のシステムを損壊する；車両を

運転する者に対し、暴力又は脅威行為を行い、交通事故の原因

を引き起こした者に対し、６カ月から２年の自由剥奪刑及び３

００万から１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷又は身体障害又は後遺

症に至る場合、その犯罪人に対し、２年から５年の自由剥奪刑

及び５００万から２０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

                                                
34 訳者注：身体の一部が切断される等の傷害 

その犯罪が結果として人命の喪失に至る場合、その犯

罪人に対し、６年から１０年の自由剥奪刑及び７００万から３

０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の命の喪失に至る場合、

その犯罪人に対し、８年から １５年の自由剥奪刑及び１００

０万から５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪が過失で行なわれ、損失をもたらした場合、

その犯罪人に対し１００万から ５００万キープの罰金が科さ

れるものとする。 

犯罪が過失で行なわれその結果として重傷、複数の人

の傷害、身体障害又は後遺症に至る場合、その犯罪人に対し、

６カ月から３年の自由剥奪刑及び３００万から１５００万キー

プの罰金が科されるものとする。 

その犯罪が過失で行なわれその結果として人命が失わ

れる場合、その犯罪人に対し、２年から５年の自由剥奪刑及び

２００万から１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪が過失で行なわれその結果として２名以上の

命が失われる場合、その犯罪人に対し、５年から８年の自由剥

奪刑及び５００万から３０００万キープの罰金が科されるもの

とする。 

 

第１４４条 陸路交通の妨害 

法律に反して、陸路交通の妨害となる発掘、穴掘り又

は切断、妨害物の留置、分解、撤回、移動、妨害行為を行う者

に対し、３ヶ月から２年の自由剥奪刑又は自由剥奪のない再教

育及び１００万から５００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

その犯罪が結果として交通事故の原因となった場合、

犯罪人に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び３００万から

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人が重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、犯罪人に対し、２年から５年の自由剥奪刑及び５

００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、犯罪人に

対し、６年から１０年の自由剥奪刑及び７００万から３０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人を死亡させた場合、

犯罪人に対し、８年から１５年の自由剥奪刑及び１０００万か

ら５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１４５条 事故を招く交通規則違反 

交通規制に違反し、それにより他者に事故及び傷害を

生じさせる者に対し、１００万 から５００万キープの罰金が

科されるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、複数の人の傷害、身

体障害又は後遺症に至る場合、その犯罪人に対し、６カ月から

３年の自由剥奪刑及び４００万から１５００万キープの罰金が 

科されるものとする。 

35 訳者注：ヤンキー、チンピラ等 
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その犯罪の結果として人命が失われる場合、その犯罪

人に対し、２年から５年の自由 剥奪刑及び５００万から２０

００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対し、５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科されるものとする。 

 

第１４６条 事故現場からの逃走 

事故を引き起す又は事故と直接関係する者でその現場

から逃走した場合、その者に対し、１年から３年の自由剥奪刑

及び３００万から１０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１４７条 基準を満たさない車両の使用 

基準を満たさない車両を使用し、事故を招き、他人を

障害させた者に対し、３ヶ月から２年の自由剥奪刑及び３００

万から１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、複数の人の傷害、身

体障害又は後遺症に至る場合、 その犯罪人に対し、２年から

５年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が

科されるものとする。 

その犯罪の結果として人命が失われる場合、その犯罪

人に対し、６年から１０年の自由剥奪刑及び７００万から３０

００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対し、８年から 

１５年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰

金が科されるものとする。 

 

第１４８条 運転資格を有さない者への道路上運転の委任（モー

プマーイ） 

運転資格を有さない又は運転免許書を持っていない若

しくは法律上に要件を満たしてない者に、他人の障害をもたら

す交通事故を招く道路上の運転を委任した者に対し、３００万 

から１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、複数の人の傷害、身

体障害又は後遺症に至る場合、その犯罪人に対し、３か月から

２年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が

科されるものとする。 

その犯罪の結果として人命が失われる場合、その犯罪

人に対し、２年から１０年の自由剥奪刑及び７００万から３０

００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対し、３年から 

７年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰金

が科されるものとする。 

 

第１４９条 違法レーシング 

法律に違反して、車、モーターバイク又はその他エン

ジンで動く物のレーシングに参加する者に対し、５００万から

２０００万キープの罰金刑又は自由剥奪のない再教育及び   

３００万から１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として事故をもたらし、人の身体障害

又は後遺症に至る場合、その犯罪人に対し、３か月年から２年

の自由剥奪刑及び７００万から２５００万キープの罰金が科さ

れるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害に至る場合、

その犯罪人に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び１０００

万から３０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として人命が失われる場合、その犯罪

人に対し、３年から６年の自由剥奪刑及び１５００万から５０

００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対し、５年から 

８年の自由剥奪刑及び２０００万から７０００万キープの罰金

が科されるものとする。 

 

第１５０条 違法なレーシングの開催 

法律を違反して、車、モーターバイク又はその他エン

ジンで動く物のレーシングを開催する者に対し、１０００万か

ら５０００万キープの罰金刑又は自由剥奪のない再教育及び  

５００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として事故をもたらし、人の身体障害

又は後遺症に至る場合、その犯罪人に対し、６か月年から３年

の自由剥奪刑及び１０００万から３０００万キープの罰金が  

科されるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又後遺症に

至る場合、その犯罪人に対し、 １年から５年の自由剥奪刑及

び１５００万から５０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

その犯罪の結果として人命が失われる場合、その犯罪

人に対し、５年から７年の自由剥奪刑及び２０００万から７０

００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対し、７年から 

１０年の自由剥奪刑及び３０００万から１億キープの罰金が科

されるものとする。 

 

第１５１条 列車交通に関する規則違反 

列車交通安全に関する規則を違反し、事故を招き、人

の身体傷害又は死亡をもたらした者に対し、６ヶ月から１０年

の自由剥奪刑及び５００万から１億キープの罰金が科せられる

ものとる。 

 

第１５２条 水上交通の安全に関する規則違反 

水上交通安全に関する規則を違反し、事故を招き、人

の身体傷害又は死亡をもたらした者に対し、６ヶ月から１０年



 

刑法典 

の自由剥奪刑及び５００万から１億キープの罰金が科せられる

ものとる。 

 

第１５３条 航空交通の安全に関する規則違反 

航空交通の安全規則を違反し、航空交通事業の指令又

営業し、その結果として他人の身体障害又は死亡又は多大な損

害を発生させる者に対し、６ヶ月から１５年の自由剥奪刑及び  

５００万から１億キープの罰金が科せられるものとる。 

 

第１５４条 飛行機に関する安全基準を満たない装置の使用 

飛行機のエンジン、技術業務36を直接担当する者が、

明らかに安全基準を満たさない飛行機の使用を許可した場合、

その者に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び１０００万から 

５０００万キープの罰金が科せられるものとる。 

その犯罪が結果として他人を重傷又は死亡又は多大な

損害を発生させる場合、その者に対し、２年から１０年の自由

剥奪刑及び２０００万から１億キープの罰金が科せられるもの

とる。 

 

第１５５条 交通事業の保全、修繕又は管理に関する規則違反 

陸路、水上、航空又は列車交通事業を直接担当する者

が該当する事業の規則に違反し、他人を重傷又は死亡又は多大

な損害を発生させる場合、その者に対し、６ヶ月から５年の自

由剥奪刑及び３００万から１５００万キープの罰金が科せられ

るものとる。 

 

第１５６条 船、飛行機、船舶、列車、車、空港、港湾、列車の

駅又は車の駐車駅の安全に対 

      する違反行為 

船、飛行機、船舶、列車、車、空港、港湾、列車の駅

又は車の駐車駅に関する規則の 違反及びそれらの安全に対す

る危険行為を行い、複数の損害をもたらした者に対し、５年か

ら 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金

が科せられるものとる。 

その犯罪の結果として多大な損害をもたらした場合は、

１０年から２０年の自由剥奪刑及び１５００万から５０００万

キープの罰金が科せられる又は終身の自由剥奪刑及び５０００

万から１億５千万キープの罰金が科せられるものとる。 

 

第１５７条 車、船、飛行機のハイジャック 

車、列車、船をハイジャック、抑制又は没収する目的

で武器又は暴力を行使する者に対し、７年から１５年の自由剥

奪刑及び７０００万から３億キープの罰金が科せられるもの  

とする。 

飛行機、船舶をハイジャック、抑制又は没収する目的

で武器又は暴力を行使する者に 対し、１０年から２０年の自

                                                
36 訳者注：点検技術業務 

由剥奪刑及び１億から５億キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪により、人命、健康又は財産に対して多大な

損害をもたらした場合は、終身の自由剥奪刑及び１０億から１

００億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１５８条 飛行機、空港、列車駅、陸路交通ステーション、船

用の港、船舶港湾の破壊行為 

飛行機、空港、列車駅、陸路交通ステーション、船用

の港、船舶港湾、列車を破壊するいかなる行為を行った者に対

し、１０年から２０年の自由剥奪刑及び５億から３０億キープ

の罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、人命、健康又は財産に対して多大な

損害をもたらした場合は、終身の自由剥奪刑及び３０億から２

００億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１５９条 海上海賊行為 

海上又は特定の国の管轄区域にある船舶、飛行装置又

はその他移動手段を攻撃、強盗、それらの物にある資産を破壊

する者に対し、７年から１５年の自由剥奪刑及び７０００万か

ら３億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、人命、健康又は財産に対して多大な

損害をもたらした場合は、終身の自由剥奪刑及び１０億から１

００億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１６０条 飛行機、空港又は航空装置の設置区域への侵入 

武器又は暴力を行使し、飛行機、空港又は航空装置の

設置区域への侵入する者に対し、１０年から２０年の自由剥奪

刑及び１億から５億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、人命、健康又は財産に対して多大な

損害をもたらした場合は、終身の自由剥奪刑及び５億から１０

億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１６１条 飛行機の機内又は空港又は航空装置の設置区域に武

器、爆発物又は危険な化学物    

      質の持込 

飛行機の機内又は空港若しくは航空装置の設置区域に

不適正に武器、危険物又は損害をもたらす可能性な物を持込む

者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び１億から５億キー

プの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、人命、健康又は財産に対して多大な

損害をもたらした場合は、１０年から２０年の自由剥奪刑又は

終身の自由剥奪刑及び５億から１０億キープの罰金が科せられ

るものとする。 
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第１６２条 航空に関する不正情報の宣伝 

旅客運航に関し、飛行機、空港又は航空設備、エアホ

ステス又は地上乗務員、旅客機の乗務員、乗客又は空港内、空

港内の一般利用客、空港付近又は旅客運航の影響を受ける者等

に対する安全及びセキュリティ関係上の脅迫、不正情報を宣伝

する者に対し、１年から５年の 自由剥奪刑及び１０００万か

ら５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により多大な損害をもたらした場合は、５年

から１０年の自由剥奪刑及び  ５０００万から１億キープの

罰金が科せられるものとする。 

 

第１６３条 ラオス人民民主共和国の航空規則に反する飛行機の

操縦 

ラオス人民民主共和国の航空規則に反して、飛行機を

操縦し、ラオス人民民主共和国の出入する者に対し、１０００

万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により多大な損害をもたらした場合は、５０

００万から１億キープの罰金が 科せられるものとする。 

 

第１６４条 コンピュータ不正アクセスの防止措置の公開 

特別の防止措置を許可なく公開し、国家、個人、法人、

組織及び社会への損害をもたらす者に対し、３ヶ月から１年の

自由剥奪刑及び１００万から４００万キープの罰金が科せられ

るものとする。 

 

第１６５条 コンピュータシステムの無許可アクセス 

特別の防止措置を有するコンピュータシステムにアク

セスする又は個人、法人、組織の貿易、金融、秘密及びその他

の情報を盗用する目的で電子装置を使う者に対し、３ヶ月から 

１年の自由剥奪刑及び２００万から５００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第１６６条 画像、動画、音声及びビデオの内容の無許可編集 

コンピュータ上の流通目的で、電子技術又はその他の

手法により、原稿物を新たに作成、追加又は一部修正を加え、

関係する個人、法人及び組織に損害をもたらす者に対し、３ヶ

月から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの

罰金が科せられるものとする。 

 

第１６７条 コンピュータシステム上の情報の無許可傍受 

電子装置を使ってコンピュータシステム上で受信又は

送信中の情報を傍受する者に対し、３ヶ月から３年の自由剥奪

刑及び４００万から２０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

 

第１６８条 ソーシャルネットワーク37上の危害 

                                                
37 訳者中：Social network 
38 訳者中：サイバークライムに使用する犯罪道具 

ソーシャルネットワーク上の危害を行う者に対し、３

ヶ月から３年の自由剥奪刑及び 

４００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１６９条 コンピュータシステム上の猥褻物の頒布 

コンピョターシステムを通じて、人の性器及び人の性

行為を明確に表示する画像、動画、音声及びビデオ等の情報を

頒布する者に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び５００万か

ら ３０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１７０条 コンピュータシステムの妨害 

コンピョターソフトウェア、ヴィルス又はその他のツ

ールを使って、コンピュータシステムの機能を妨害又は破壊す

る、コンピュータシステムの障害及び／又は損壊させる目的で、

送信者の住所又は送信先を表示しない形でコンピュータ情報又

は電子メールを送信する者に 対し、１年から５年の自由剥奪

刑及び５００万から３０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

 

第１７１条 コンピュータのデータ偽造 

意図的に、パソコン又はコンピュータシステム及びそ

の他の電子道具を使って、情報入力、情報変更、電子住所の偽

造又はコンピュータシステム上のデータ削除することにより、

元の情報を変更させる行為、無許可で個人、法人、組織の金融

取引、貿易、秘密及びその他の情報の入力及び変更する行為又

は詐欺目的で偽ウェブサイドの創作行為、コンピュータシステ

ム又はインターネットの利用者を騙して預金口座、クレージッ

トカード、インターネット上の パスワード及びその他情報を

取得する行為を行う者に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び 

５００万から３０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１７２条 コンピュータシステム情報の破損 

パソコンのデータ又はコンピュータシステムのデータ

を破損する又はオリジナル情報より改変する目的で、そのパソ

コンのデータ又はコンピュータシステムのデータを除去、修正

及び／又は変更を行う者に対し、３年から５年の自由剥奪刑及

び１０００万から５０００万  キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第１７３条 コンピュータシステム上の犯罪ツール38に関するビ

ジネス 

コンピュータシステムの犯罪39目的でパソコンソフト

ウェアを特別に開発、生産、輸入、所持、取引、販売、広告、

啓蒙又はそれらのツールの紹介又はコンピュタデータの設計を

行う者に対し、３年から５年の自由剥奪刑及び１０００万から

５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１７４条 情報通信上の犯罪 

39 訳者中：Cyber crime 
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他人の通信システムを妨害、邪魔、侵害、破損、変更、

除去、無許可接続、傍受又は他人の情報の採取する目的で、他

人の通信ネットワークの周波数又は装置に合わせるために、自

らの通信ネットワークの周波数の調整又は装置使用する者に対

し、３ヶ月から６か月の自由剥奪刑及び５０万から５００万キ

ープの罰金が科せられるものとする。 

常習、組織的犯罪の場合、１年から３年の自由剥奪刑

及び１００万から１０００万  キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第１７５条 労働安全衛生及び労働単位における安全に関する規

則違反 

労働安全衛生及び労働単位における安全に関する規則

を違反し、他人の健康又は財産に危険をもたらす者に対し、３

か月から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪のない再教育及び   

１００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として事故の原因となり、人を怪我さ

せた場合、その犯罪人に対して６か月から３年の自由剥奪刑及

び２００万から１５００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して１年から４年の自由剥奪刑及

び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１７６条 少年労働者の採用 

１４歳以上１８歳以下の少年を採用し、重労業務又は

危険業務若しくは危険場所での勤務、労働法及び関連規則が定

める勤務時間以上に仕事させる又は戦争兵士として少年を使用

する者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び３００万から

１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、複数の人を身体傷害

又は他人を身体障害又は後遺症させた場合、その犯罪人に対し

て１年から５年の自由剥奪刑及び７００万から３０００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して５年から１０年の自由剥奪刑及び１０００万から５

０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して８年から 

１５年の自由剥奪刑及び２０００万から１億キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第１７７条 建設に関する規則違反 

建設、修繕、増築、撤回、運輸、建設資材の使用及び

実験、重機又は建設道具の使用及び建設の現場管理に関する規

則を違反し、他人に身体傷害又は他人の財産に対して多大な損

害をもたらした者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び１

００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として事故をもたらした場合、その犯

罪人に対して６か月から３年の自由剥奪刑及び２００万から１

５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して１年から４年の自由剥奪刑及

び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１７８条 放射能の管理に関する規則違反 

放射能物質の生産、修理、供給、使用、メンテナンス、

保管、購入、販売、譲受、交換、所持又は運搬に関する規則を

違反する者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び１００万 

から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として他人の健康又は財産を多大な損

害をもたらした場合、１年から ３年の自由剥奪刑及び２００

万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として事故をもたらし、人を怪我させ

た場合、その犯罪人に対して２年から３年の自由剥奪刑及び３

００万から１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して３年から７年の自由剥奪刑及

び４００万から２５００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して５年から１０年の自由剥奪刑及び５００万から３５

００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して７年から 

１５年の自由剥奪刑及び６００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１７９条 発火性、毒性物質の管理に関する規則 

発火性、毒性物質の生産、保管、運搬、使用又は売買

に関する規則を違反し、多大な損害をもたらした者に対し、３

ヶ月から１年の自由剥奪刑及び１００万から１０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 



 

刑法典 

その犯罪が結果として事故をもたらし、他人を怪我さ

せた場合、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び２００万から１５

００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して１年から４年の自由剥奪刑及

び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１８０条 電力システムの安全使用に関する規則違反 

不正な建設を許可する又は行うこと、これは住宅建設

の安全システム及び爆発、発火につながる電力の需給の設備の

設置、道を切り拓くための森林の放火、電力システムに影響す

る伐採、発掘、穴掘り、杭打又は地下に配線される電線の防備

に固定及び設計されているポイントの近くに住宅を建設した場

合を含む電力システムの安全使用に関する規則違反する者に対

し、３ヶ月から２年の自由剥奪刑及び１００万から１０００万

キープの罰金が科せられるもの  とする。 

その犯罪が結果として事故をもたらし、他人を怪我さ

せた場合、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び２００万から１５

００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して１年から４年の自由剥奪刑及

び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から １０年の自由剥奪刑及び５００

万から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１８１条 治療及び医療サービスに関する規則違反 

治療及び健康診断、製薬、薬の供給、薬販売及び医療

サービスに関する規則を違反し、他人の健康に損害をもたらし

た者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び１００万から  

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して６ヶ月から３年の自由剥奪刑

及び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１８２条 工場内の安全基準違反 

工場内の安全基準を違反し、他人の健康に損害をもた

らす者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び１００万から

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して６ヶ月から３年の自由剥奪刑

及び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるもの  

とする。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１８３条 食品及び安全衛生に関する規則違反 

食品及び安全衛生に関する規則を違反し、他人の健康

に損害をもたらす者に対し、  ３ヶ月から１年の自由剥奪刑

及び１００万から１０００万キープの罰金が科せられるもの  

とする。 

その犯罪が結果として人を重傷、身体障害又は後遺症

させた場合、その犯罪人に対して６ヶ月から３年の自由剥奪刑

及び３００万から２０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

その犯罪が結果として人を死亡させた場合、その犯罪

人に対して２年から５年の自由剥奪刑及び４００万から３５０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して５年から 

１０年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第１８４条 魔術活動 

占い師、降霊術師又はその他、魔術的な活動をし、他

人の信仰を利用し、他人の財産又は健康に損害をもたらす者に

対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪のない再教育

及び１００万から１０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

その犯罪が結果として、多大な損害又は人を身体障害

又は後遺症若しくは死亡させて場合、その犯罪人に対して１年

から５年の自由剥奪刑及び１０００万から３０００万キープの

罰金が科せられるものとする。 

 

第１８５条 少年を犯罪実行の勧誘、強制又は犯罪少年の隠匿 



 

刑法典 

少年を犯罪若しくは不正行為を実行するように勧誘又

は強制する又は犯罪少年を隠匿する者に対し、１年から５年の

自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰金が科せ 

られる者とする。 

 

第１８６条 犯罪組織又は暴力団40の参加 

犯罪組織又は暴力団に加入する者に対し、３年から６

年の自由剥奪刑及び３０００万 から６０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１８７条 虚偽の通報 

特定な業務を執行する目的で実在しない情報を意図的

に警察又は関係関係者に通報する者に対し、３ヶ月から１年の

自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び１００万から５００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３章 

人命、健康、及び名誉に反する犯罪 

 

第１８８条 殺人 

意図的に他者を死亡に至らせる者に対し、10年から 15

年の自由剥奪刑及び５００万から５０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

犯罪人が常習的殺人を犯す、組織的に殺人を犯す、計

画的殺人を犯す、残酷な殺人を犯す、職務履行中の公務員、複

数の人、妊娠中の女性、子供、自分の妻又は夫、近親者、自助

できない者又は弱体状態の者を殺害する、臓器を奪取する目的

で殺人を犯す、別の犯罪を隠匿するために人を殺害する者に対

し、１０年から２０年の自由剥奪刑及び１０００万から１億  

キープの罰金が科されるものとする。更に、かかる者は自宅軟

禁下に置かれるか、終身の自由剥奪刑、又は死刑の対象となる

場合がある。 

その犯罪の予備又は未遂も処罰の対象になるものとす

る。 

 

第１８９条 殺人依頼 

人を殺害する目的で他人に殺人を依頼する者に対し、

１０年から２０年の自由剥奪刑及び１５００万から１億キープ

の罰金が科されるものとする。 

２名以上の殺害を依頼した場合、終身の自由剥奪刑及

び２０００万から２億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備又は未遂も処罰の対象になるものとす

る。 

 

第１９０条 精神的な打撃を受けたことによる殺人 

被害者の違法行為により、重大な精神的打撃を受けたこ

と又は挑発されて精神的に抑制で 

                                                
40 訳者注：特定な区域で住民から日常的にお金を取る。 

きない状態によって故意で人を殺害する者に対し、３年から５

年の自由剥奪刑及び３００万 から１５００万キープの罰金が

科せられるものとする。 

その犯罪が２名以上の人命が失わせた場合、５年から

７年の自由剥奪刑及び５００万 から３０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１９１条 出産間もない新生児の殺害又は遺棄 

出産間もない自分の新生児を如何なる理由で殺害又は

遺棄する母親に対し、２年から５年の自由剥奪刑を科せられる

ものとする。 

出産間もない自分の新生児を２人以上、殺害又は遺棄

した場合、５年から７年の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第１９２条 他人を死亡させた過剰防衛 

過剰防衛し、他人を死亡さた者に対し、１年から３年

の自由剥奪刑及び５００万から １５００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

２名以上を死亡させた場合、３年から７年の自由剥奪

刑及び１０００万から     ５０００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第１９３条 公務の執行時の過失致死 

自らの公務の執行中に法律の範囲を超えた暴力により、

過失で他人を死亡させた者に対し、２年から７年の自由剥奪刑

及び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるもの 

とする。 

２名以上を死亡させた場合又は重大な場合、７年から

１５年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

 

第１９４条 暴行 

他者に意図的に人身被害を生じさせる者に対し、６ヶ

月から３年の自由剥奪刑及び  ３００万から１０００万キー

プの罰金が科されるものとする。 

犯罪が集団で行われる又は重傷に至る場合、その犯罪

人に対し、３年から５年の自由剥奪刑及び１０００万から３０

００万キープの罰金が科されるものとする。 

犯罪が、被害者を身体不自由、後遺症又は死亡に至ら

せる場合、犯罪人に対し、７年 から１０年の自由剥奪刑及び

３０００万から５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第１９５条 公務執行時の他人傷害 

公務の執行中に法律の範囲を超えた暴力を行使し、他

人に傷害を加えた場合、６ヶ月 から２年の自由剥奪刑又は自
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由剥奪しない再教育及び３００万から１０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

２名以上を傷害又は重症に至らせた場合、１年から３

年の自由剥奪刑及び５００万から１５００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

その犯罪により、人身の障害、後遺症又は死亡に至ら

せた場合、３年から５年の自由剥奪刑及び７００万から３００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、２名以上を死亡させた場合、５年か

ら７年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

 

１９６条 他人を傷害させた過剰防衛 

過剰防衛により、他人を傷害した者に対し、自由剥奪

しない再教育及び１００万から ５００万キープの罰金が科せ

られるものとする。 

２名以上の傷害又は重症に至らせた場合、６ヶ月から

２年の自由剥奪刑及び５００万 から１５００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

その犯罪により、人身の障害、後遺症又は死亡に至ら

せた場合、２年から５年の自由剥奪刑及び７００万から３００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、２名以上を死亡させた場合、５年か

ら７年の自由剥奪刑及び    １０００万から５０００万キ

ープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１９７条 他人に自殺させる行為 

自分の保護の下に置かれる者に対し、残酷的行為、継

続的に恐怖を与える行為、不正扱い又は尊厳しないといった自

殺原因となる行為を行う者に対し、３年から７年の自由剥奪刑

及び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

２名以上を自殺させた場合、５年から１５年の自由剥

奪刑及び１０００万から    ５０００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第１９８条 自殺幇助 

他人の自殺への援助、補助、推進、物的又は心理的な

要件を整える者に対し、６ヶ月 から３年の自由剥奪刑又は自

由剥奪しない再教育が科せられるものとする。 

２名以上の自殺幇助を行った場合、２年から７年の自

由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第１９９条 重大危険な病気の拡散 

重大危険病気を感染した者が故意で他人に伝染させる

場合、２年から５年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

重大危険な病気を故意で他人に拡散させる者に対し、

５年から１０年の自由剥奪刑及び 

３０００万から７０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

重大危険な病気を常習的又は集団的に他人に拡散させ

る者に対し、７年から１５年の自由剥奪刑及び５０００万から

７０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、人を重症、身体障害又は後遺症に至

らせた場合、その犯罪に対し、 ２年から５年の自由剥奪刑及

び３００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

 

第２００条 自分の保護下に置かれる他人への傷害 

自分の保護下に置かれる他人に対し、残酷的な行い又

は故意で傷害させる者に対し、 批評又は自由剥奪しない再教

育又は３ヶ月から２年の自由剥奪刑及び５０万キープから１５

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が結果として人を重症、身体障害又は後遺症

に至らせた場合、２年から５年の自由剥奪刑及び３００万から

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２０１条 違法流産 

法律を違反して他人の流産に幇助する者に対し、１年

から３年の自由剥奪刑及び   ５００万から１５００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

他人への流産幇助を常習で行う又はその違法流産によ

り、母体の健康に弱体化させる若しくは死亡に至る場合、その

犯罪に対し、５年から７年の自由剥奪刑及び７００万から  

２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

法律に違反して、自ら流産する又は他人に依頼して流

産させる女性に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び３００

万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２０２条 危機に瀕している者への援助不提供 

生命若しくは健康を脅かす状態にある他者を発見する

が、援助を提供しようと思えばできたにもかかわらず援助しな

い者、又は他の人の援助を要請しない者に対し、３か月から  

１年の自由剥奪刑及び１００万から５００万キープの罰金が科

されるものとする。 

生命若しくは健康を脅かす状態にある人に援助を提供

する義務があるがその援助提供義務を履行しない者に対し、１

年から３年の自由剥奪刑及び３００万から１５００万キープの 

罰金が科されるものとする。 

 

第２０３条 殺人脅迫 

他人を如何なる方法で殺害すると脅迫し、他人にその

脅迫が実現すると信じさせる者に対し、３か月から３年の自由

剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５０万から１５０万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

２名以上を脅迫した場合、職務、役職の権威を利用し

た場合、集団的に行われた場合、２年から５年の自由剥奪刑及
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び３００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

 

第２０４条 死体又は故人の評判に対する中傷 

死体、又は故人の評判、墓地、若しくは塔婆に対しわ

いせつな行為又は言葉を用い、 それにより公衆道徳に影響を

及ぼす者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑又は自由の剥奪

のない再教育及び１００万から５００万キープの罰金が科され

るものとする。 

 

第２０５条 名誉毀損及び誹謗 

書面、口頭、その他方法により他者の名誉を著しく損

なわせる者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑又は自由の剥

奪のない再教育及び１００万から５００万キープの罰金が科さ

れるものとする。 

書面、口頭、その他方法による他者への虚偽の誹謗の

結果、その名誉を著しく損なわせる者に対し、３か月から１年

の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び１００万から  

５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２０６条 他人に対する恥辱 

他人の名誉を侵害し、恥辱する者に対し、批評又は自

由剥奪しない再教育又は３か月 から１年の自由剥奪刑及び１

００万から５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２０７条 侮辱 

他者に対し、書面又は口頭又はわいせつな行為又はわ

いせつな言葉を用い、その他者の名誉を著しく損なわせる者に

対し、３か月から１年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教

育及び１００万から５００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

 

第２０８条 過失致死 

過失で又は不注意で他者を死亡に至らせる者に対し、

６か月から５年の自由剥奪刑及び２００万から１０００万キー

プの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の結果として２名以上の人が死亡する場合、

その犯罪人に対し、３年から  １０年の自由剥奪刑及び１０

００万から３０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２０９条 過失傷害 

過失で又は不注意で、他者に人身被害を生じさせる者

に対し、１００万から５００万 キープの罰金が科されるもの

とする。 

その犯罪が重傷、複数の人の傷害、身体障害又は後遺

症に至る場合、その犯罪人に対し、６か月から３年の自由剥奪

刑及び３００万から１５０万キープの罰金が科されるものとす

る。 

 

第４章 

公民権及び自由に対する犯罪 

 

第２１０条 民族浄化 

国民的、人種的、民族的又は宗教的集団の全部又は一

部を意図的に殺害、破壊行為を行い、その集団の身体的及び精

神的な損害をもたらした又は民族浄化の目的で集団内の出産制

限措置を行う者に対し、１０年から２０年の自由剥奪刑又は修

身の自由剥奪刑及び１０億から １０００億キープの罰金が科

せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２１１条 人質を取ること 

他者を人質として強要、逮捕、勾留して殺すと脅し、

肉体的な嫌がらせをし、又はその勾留を続け、人質にされてい

る人の解放条件として、他の者又は組織などに行動又は非行動

を強要する者に対し、１０年から２０年の自由剥奪刑及び２０

００万から１億５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

飛行機内又は空港内又は２名以上を人質に取り、拷問、

危害を与え又は死亡に至らせる場合、その犯罪人に対し、終身

の自由剥奪刑及び１億５０００万から５億キープの罰金、又は

死刑が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２１２条 拷問 

意図的に、公務執行中又は公務執行中でない場合とを

問わず、他人に対し、その者又は第三者に情報提供又は自白さ

せる目的、同人又は第三者の行為又は同人又は第三者がその行

為を行う疑惑により処罰する目的又は同人又は第三者を脅迫又

は強制する目的で身体又は精神を著しく苦痛又は惨痛をもたら

す行為を行う者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び   

５００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の結果として人を身体障害又は後遺症又は死

亡させた場合、その犯罪人に対して１０年から１５年の自由剥

奪刑及び１５００万から５０００万キープの罰金が科せられる 

ものとする。 

その犯罪が結果として２名以上の人命が失われる場合、

その犯罪人に対して１５年  から２０年の自由剥奪刑及び３

０００万から１億キープの罰金が科せられるものとする。 

適法な処罰又は処罰により偶発的に生じた苦痛又は惨

痛は拷問ではない。 

 

第２１３条 人の売買 

人を売買する者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑

及び３０００万から７０００万 キープの罰金が科せられるも

のとする。 

２名以上の人の売買を行う場合、１０年から２０年の

自由剥奪刑及び５０００万から １億キープの罰金が科せられ

るものとする。 

その買い手も同じ罪で処罰される。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 
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第２１４条 人の臓器又は肉細胞の販売又は盗取 

人の臓器又は肉細胞を販売する者に対し、３年から７

年の自由剥奪刑及び１０００万 から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

人の臓器又は肉細胞を盗み取る者に対し、５年から１

０年の自由剥奪刑及び２０００万から７０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

人の臓器又は肉細胞の販売又は盗取を常習的又は組織

的に行う又は多大な損害を   もたらした者に対し、７年か

ら１２年の自由剥奪刑及び３０００万から１億キープの罰金が 

科せられるものとする。 

買い手、運搬者も同じ罪で処罰されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２１５条 人身売買 

人身売買とは、他人を強制労働、性的搾取、奴隷、売

春させる行為、強制売春、人身の臓器を盗取して販売する及び

その他、法律及び国家の善良な文化に反する行為又は利益を生

み出すその他の目的で、勧誘、案内、詐欺、贈賄、利益提案、

教唆、威力の使用、強制、脅迫、債務による束縛、児童の偽造

扶養、偽造養子入り、偽造婚約、寄贈結婚、堕胎、乞食させる

及びポルノ写真、出演、拡散又はその他の方法により、国内又

は国境を越えて人の募集、誘拐、移動、移転又は引き渡す、受

領すること、居場所又は蔵匿場所を提供することをいう。 

人身売買の犯罪を犯した者に対し、次の場合に応じて

処罰される。 

1. 募集、誘拐の行為の場合、５年から１０年の自由

剥奪刑及び１０００万から１億の罰金が科せられ

るものとする。 

2. 移動、移転又は引き渡す行為の場合、５年から１

２年の自由剥奪刑及び１０００万から７０００万

キープの罰金が科せられるものとする。 

3. 国内又は国境を越えて人の受取、居場所又は蔵匿

場所の提供する行為の場合、５年から１０年の自

由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの

罰金が科せられるものとする。 

18 未満の児童に対し行なわれた行為について本条文の

第１項に定めている何の行為及び目的に該当すれば、例え同意

又は任意があっても、１０年から２０年の自由剥奪刑及び１億 

から５億の罰金が科せられるものとする。 

売春業務を営む犯罪を行う者について、例え同意又は

任意があっても、本条文の第１項に定めている目的で行われた

場合、これが人身売買行為とみなし、その犯罪人に対し、５年 

から１５年の自由剥奪刑及び１０００万から１億キープの罰金

が科せられるものとする。 

犯罪が常習的、組織的で行なわれる場合であって、被

害者が児童であるとき、2 名以上の被害者がいるとき、被害者が

その犯罪人の近親者であるとき、被害者が重傷を負う、人身傷

害、後遺症又は心神喪失者になるとき、その犯罪人に対し、１

５年から２０年の自由剥奪刑 及び１億から５億キープの罰金

を科され、かつその者の財産は没収されるものとする。 

その犯罪が結果として被害者を終身の後遺症、HIV に

感染させた場合、終身の自由剥奪刑及び５億から１０億キープ

の罰金が科せられ、かつその者の財産が没収されるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２１６条 誘拐 

代金と引換として、又はその他の目的で人を誘拐する

者に対し、７年から１５年の自由剥奪刑及び３０００万から１

億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２１７条 不法な逮捕、拘束又は勾留 

他者を不法に逮捕、拘束又は勾留する者に対し、公衆

の前で批評される又は自由   剥奪しない再教育又は１年か

ら３年の自由剥奪刑及び３００万から１５００万キープの罰金

が   科されるものとする。 

その犯罪が組織的、職務の権利乱用、一回以上の複数

回で行われた場合、被害者が１名以上の複数者の場合又は職務

執行中の者に対する場合、その犯罪人に対し、３年から５年の 

自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が科せら

れるものとする。 

 

第２１８条 強制 

自分の希望を達成させるため、暴力又は武器又は脅迫

により、他人の意思に反しかつ 同人への損害をもたらす何ら

かの行為又は行為しないことをさせる目的で、他人に強制する

者に対し、３年から５年の自由剥奪刑及び５００万から２００

０万キープの罰金が科せられる ものとする。 

 

第２１９条 投票権及び選挙権の妨害 

国民議会又は地方の国民議会に投票する又は選出され

るための他者の公民権を、脅威、賄賂又は詐欺行為により妨害

する者に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び５００万から  

１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２２０条 選挙文書の偽造又は廃棄 

選挙文書を偽造若しくは破棄する者、国民議会又は地

方の国民議会の選挙の獲得票又は選挙結果を偽造若しくは破棄

する者に対し、３年から５年の自由剥奪刑及び７００万から  

２０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２２１条 個人の自由の侵害 

合法的な演説、執筆、集会、会合に従事するための、

他人の個人の自由を侵害する者に対し、１年から３年の自由剥

奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び５００万から２０００万 

キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２２２条 住居不法侵入 



 

刑法典 

威力、脅威、偽造文書の使用、役員であることを詐称

又はその他の方法を使って他人の住居の不法侵害を犯す者に対

し、１年から３年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万  

キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２２３条 労働者、社員を違法職務放棄の強制 

自己利益の目的で、労働者、社員に違法な職務放棄の

強制し、損害をもたらした者に対 

し、１０００万から５０００万キープの罰金又は自由剥奪しな

い再教育又は１年から３年の自由剥奪刑及び５００万から１５

００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２２４条 女性差別 

性別を理由に、女性を政治、経済、科学、文化、社会

及び家族的活動において女性を 差別、分離、疎外させる者に

対し、批評又は自由剥奪しない再教育又は１年から３年の自由

剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が科せられる

ものとする。 

 

第２２５条 身体不自由者の差別 

身体不自由を理由に、身体不自由者を政治、経済、科

学、文化、社会及び家族的活動において女性を差別、分離、疎

外させる者に対し、批評又は自由剥奪しない再教育又は３ヶ月 

から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

 

第２２６条 児童差別 

人種、肌色、性別、民族、使用言語、教育、知識・能

力、知能、経済・社会的地位、 健康、体型、身体障害、出身

及びその他の固有性の理由にして、児童、その両親、その保護

者 又はその他の家族メンバーを鑑別、差別、妨害、抑制又は

制限し、児童に正当な権利を受領させない者に対し、１年から

３年の自由剥奪刑及び１００万から３００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第２２７条 少数民族に対する差別 

民族上の理由にして他人を鑑別、差別、何らかな参加

の妨害又は差別扱い行為を行う者に対し、批判又は自由剥奪し

ない再教育又は１年から３年の自由剥奪刑及び３００万から  

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２２８条 不服申立権の侵害 

他人の不服申立行為、不服申立又は不服申立の対象者

に関する解決又は不服申立の審決及び解決権限を有する機関の

決定に従わない目的で、自らの地位、職務、権限を行使する者

に対し、１年から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育

及び３００万から１０００万  キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第２２９条 個人秘密の侵害 

自らの専門的な業務又は職務の執行を通じて知り得た

他者の秘密事項を開示し、それによりその他者に損害を生じさ

せる者に対し、３ヶ月から６ヶ月の自由剥奪刑及び３００万か

ら１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

他者の手紙、電子メール、電報又はその他文書を開け、

又は他者間の電話での会話を 盗聴し、それにより他者に損害

を生じさせる者に対し、３ヶ月から６ヶ月の自由剥奪刑及び  

３００万から１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第５章 

所有権に対する犯罪 

 

第２３０条 強盗 

財産を自分の物にする目的で、他人に暴力的に攻撃す

る又は他人の生命又は健康に直接的な脅威を行使する者に対し、

４年から８年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

犯罪人が強盗を常習的に行う、組織的集団の活動とし

て行なわれる場合、又は他人を重傷若しくは人命の喪失若しく

は重大な損害を生じさせる場合、その犯罪人に対し、８年から  

２０年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰

金が科されるものとする又は 終身の自由剥奪刑及び２０００

万から７０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備又は未遂も処罰の対象になるものとす

る。 

 

第２３１条 窃盗 

他人の資産を不正に自分の物にする者に対し、３ヶ月か

ら３年の自由剥奪刑又は自由剥奪 

しない再教育及び１００万から５００万キープの罰金が科せら

れるものとする。 

犯罪人が塀、ドア、箱、棚及びその他を損壊すること

により窃盗を行なう場合、 その犯罪人に対し、６ヶ月から５

年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

犯罪人が窃盗を常習的に行う場合、組織的集団の活動

として行なわれる場合、又は重大な損害を生じる場合、その犯

罪人に対し、３年から６年の自由剥奪刑及び５００万から 

１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２３２条 強奪 

強奪の方法により、他人の資産を自分の物にする者に

対し、６ヶ月から５年の自由剥奪刑及び３００万から１０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

犯罪人が強奪を常習的に行われる場合、組織的集団の

活動として行なわれる場合、又は他人に重症又は死亡させる又

は多大な損害を生じさせる場合、その犯罪人に対し、３年から 

８年の自由剥奪刑及び１０００万から３０００万キープの罰金

が科されるものとする。 



 

刑法典 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２３３条 詐取 

他人の資産を自分に引渡しをさせる目的で、如何なる

方法で詐欺行為を行う者に対し、３か月から３年の自由剥奪刑

及び５００万から２０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

詐欺が常習的に行われる場合、組織的集団の活動とし

て行なわれる場合、又は多大な損害を生じさせる場合、その犯

罪人に対し、３年から８年の自由剥奪刑及び１０００万から  

５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２３４条 横領 

保管その他の特的な目的で自らに委託された財産を横

領、着服、又は交換するために、信頼を濫用する者に対し、３

か月から３年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープ

の罰金が科されるものとする。 

横領が常習的に行われる場合、組織的集団の活動とし

て行なわれる場合、又は多大な損害を生じさせる場合、その犯

罪人に対し、３年から８年の自由剥奪刑及び１０００万から  

５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２３５条 債務弁済義務の回避 

債務を持った者が、判決前又は判決後に債務返済能力を

回避する目的で、別の債務を増加 

させたことにより返済能力を低下させる又は所有資産を減額す

る又は収入の全部又は一部を減額又は隠匿する又は自分の特定

な財産を隠匿する者に対し、３か月から３年の自由剥奪刑及び

５００万から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２３６条 財産の意図的な破壊又は損壊 

何らかの手段又は何らかの方法により他者の財産を意

図的に破壊又は損壊する者に対し、６か月から３年の自由剥奪

刑及び３００万から１５００万キープの罰金が科されるものと

する。 

犯罪が重大な損害を生じる場合、人の生命又は健康を

脅かす場合、その犯罪人に対し、３年から１０年の自由剥奪刑

及び５００万から１０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２３７条 芸術的価値のある人工物又は建築物の破壊 

塔婆、神聖な場所、その他作品を破壊若しくは損壊す

る者又は寺の中心41を掘削する者、又は仏像その他の神聖な作品

を破壊若しくは売却する者に対し、２年から７年の自由剥奪刑

                                                
41 訳者注：お寺の中にあるメインの建物の中心部に埋められている

物 

及び１０００万から５０００万キープの罰金が科されるものと

する。 

団体の所有か個人かを問わず、芸術的価値のある人工

物若しくは建築物を破壊する者、又は許可なしでその作品を輸

出する者に対し、３年から８年の自由剥奪刑及び２０００万か

ら１億キープが科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２３９条 国家又は団体の財産に対する過失損壊 

過失により国家又は団体の資産に重大又は社会基盤又

は経済基盤に影響を及ぼす場合の軽微な損害を生じさせる者に

対し、３か月から３年の自由剥奪刑及び３００万から１５００

万キープの罰金が科されるものとする。 

第２３９条 国家又は団体の財産の管理における責任の欠如 

国家又は団体の資産を管理する直接の責務を有する者

であって、その管理規則を厳守しないために当該資産に重大な

損害を生じさせる者に対し、６か月から３年の自由剥奪刑及び 

３００万から１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２４０条 財産の不法占有 

自らが取得、拾取、発掘した他人の物又は他人の錯誤

で自分に渡した物を警察に通知しないで、意図的に占有する者

に対し、３か月から２年の自由剥奪刑及び１００万から５００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

その物が高価値である場合又は大量である場合、その

犯罪人に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び３００万から１

０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２４１条 国家又は団体の財産の濫用 

個人的利益のため国家又は団体の財産を濫用し、それ

により国家又は団体に重大な損害を生じさせる者に対し、３か

月から２年の自由剥奪刑及び５００万から１０００万キープの 

罰金が科されるものとする。 

 

第２４２条 財産の強制取得 

財産を強制的に取得する目的で、暴力的な方法又はそ

の他の方法で脅迫する者に対し、２年から５年の自由剥奪刑及

び２０００万から５０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的集団の活動

として行なわれる場合、又は多大な損害を生じさせる場合、そ

の犯罪人に対し、３年から８年の自由剥奪刑及び３０００万か

ら１億キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２４３条 国家資産の管理任務の放棄 

国家資産を直接的に管理する任務を持っている者が、そ

の任務を放棄し、それにより、そ 



 

刑法典 

の資産について損害の発生、資産が破壊される又は損傷する場

合、その犯罪人に対し、１年から５年の自由剥奪刑又は自由剥

奪しない再教育及び５００万から２０００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

重大な損害が発生した場合、２年から７年の自由剥奪

刑及び１０００万から３０００万キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第２４４条 財産の不法隠匿及び不法取引 

他人が強盗、窃盗、強奪、詐欺、横領又はその他、違

法な方法により取得した物であることを知りながら、譲受、買

取、保管、隠匿又は再販売する者に対し、３か月から２年の自

由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が科せられ

るものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的集団の活動

として行なわれる場合、又は多大な損害を生じさせる場合、そ

の犯罪人に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から 

１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２４５条 不注意で発生させた火災による資産亡失 

過失又は不注意で火事をもたらし、他者の家屋、ビル、

建物、倉庫、店舗、又は作物又はその他財産に重大な損害を生

じさせる者に対し、３か月から２年の自由剥奪刑又は自由の剥

奪のない再教育及び５００万から１０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

 

第２４６条 知的財産権の侵害 

他人の知的財産権について侵害、偽造42、虚偽、詐欺、

不正競争を行い、他人に損害をもたらす者に対し、１年から３

年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５００万から 

２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

 

第６章 

婚姻関係及び家族関係に対する違反並びに慣習違反 

 

第２４７条 姦通（ミッサジャーン） 

第三者と性的関係を持つ既婚者に対し、３か月から１

年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び１００万から

１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

姦通の相手は同じ罪で処罰の対象になるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２４８条 強姦 

威力、武装した脅威、薬物、泥酔させる物又はその他

の手段を用いて他人を無力な状態にさせること又はその機会を

使ってその者の意思に反して性交する者に対し、４年から６年

                                                
42 訳者注：模倣品の作成・生産と思われる。 

の 自由剥奪刑及び５００万から３０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

強姦の被害者が、１５歳から１８歳以下の女性であり、

その犯罪人の管理下又はその 犯罪人の患者である場合、その

犯罪人に対し、６年から１０年の自由剥奪刑及び７００万  

から５０００万キープの罰金が科されるものとする。 

複数の者による交代強姦、１５歳未満の少年の強姦、

女性を強姦中の暴行又は強姦に より、その被害者女性が後遺

症若しくは死亡に至る場合、その犯罪人に対し、１０年から  

２０年の自由剥奪刑及び１０００万から７０００万キープの罰

金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２４９条 強姦後の殺害 

人を強姦した後に殺害する者に対し、１５年から２０

年の自由剥奪刑又は終身の自由剥奪刑及び１０００万から１億

キープの罰金が科せられる又は死刑が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２５０条 児童強姦 

姦詐、詐術、勧誘、買収、賄賂又はその他の方法によ

り、児童を同意又は追従させ、 １５歳から１８歳未満の女子

又は男子と性交する者に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び 

３００万から５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

報酬の支払い又は特定な利益を代償にして１２歳から

１５歳までの女子又は男子と性交する者に対し、３年から５年

の自由剥奪刑及び５００万から７００万キープの罰金が    

科せられるものとする。 

如何なる経緯により、１２歳以下の女子又は男子と性

交する行為は児童強姦とみなす。そして、１０年から１５年の

自由剥奪刑及び７００万から１５００万キープの罰金が科せら

れるものとする。 

売春させる目的で、１８歳の少年を提案、受け取り、

あっせん又は提供する者には犯罪行為を行うと規定し、この法

典の第２５４条に従って処罰されるものとする。 

 

第２５１条 性交目的の悪巧 

自分の管理下の者又は止むを得ない状況にある者に悪

巧みを行い、本人の意思に反して、自分又は他人と性交させる

行為を行う者に対し、２年から５年の自由剥奪刑及び５００万

から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が１２歳から１８歳までの少年を相手に行わ

れた場合、５年から１０年の自由剥奪刑及び１０００万から５

０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が１２歳以下を相手にして行われた場合、如

何なる経緯であっても、児童強姦とみなし、１０年から２０年

の自由剥奪刑及び１５００万から７０００万キープが科せられ

るものとする。 

 



 

刑法典 

第２５２条 妻の強制性交 

妻の意思に反する又は性交できない状態において暴力、

強制、脅迫し、自分と性交させる者に対し、３ヶ月から１年の

自由剥奪刑及び５０万から３００万キープの罰金が科せられる

ものとする。 

その強制性交により、相手を重症に至った場合、１年

から５年の自由剥奪刑及び   １００万から５００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

 

第２５３条 売春の強要 

他者に売春を強要する者に対し、５年から１０年の自

由剥奪刑及び２０００万から１億キープの罰金が科されるもの

とする。 

１８歳未満である者に売春を強要する者に対し、１０

年から２０年の自由剥奪刑及び ３０００万から１億５０００

万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２５４条 他人の売春行為43 

他人の売春行為により、如何なる形で収入を得る者に

対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び１０００万から２００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

他人の売春行為を常習的に行わせる又は自分の管理下

の者に強制し売春させる場合、 その犯罪人に対し、３年から

７年の自由剥奪刑及び２０００万から１億キープの罰金が科せ

られるものとする。 

 

第２５５条 近親相姦 

親、縁組による親、継親、男性側の祖父母、女性側の

祖父母、実子、養子、継子、直径の孫又は自分の実の兄弟姉妹

を相手方として性交を行なう者に対し、６ヶ月から５年の自由

剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が科されるも

のとする。 

近親相姦の相手方に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪

刑及び１００万から５００万  キープの罰金が科されるもの

とする。 

 

第２５６条 児童のポルノの公示 

児童の猥褻に関する書物、写真、ビデオ画像、ビデオ

CD、DVD 及びその他の媒体を生産、販売、拡散、輸入、輸出、

展示又は販売する者に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び       

３００万から１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２５７条 児童ポルノの所持 

児童の猥褻に関する書物、写真、ビデオ画像、ビデオ

CD、DVD及びその他の媒体を所持す 

る者に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び１００万から３０

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

                                                
43 訳者注：売春事業の経営 

第２５８条 社会的不品行（カーンタム・ラーモック） 

大衆の構成員の面前で又は公的な場所において、性交

行為を行なう者又は自らの性器を露出する者に対し、３ヶ月か

ら１年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び１００万 

から５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２５９条 わいせつ行為（カーンタム・アーナージャーン） 

他者の意思に反してその者の性的な恥辱を行う者に対

し、３ヶ月から２年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育

及び３００万から１０００万キープの罰金が科されるものとる。 

児童に対しわいせつな行為を行う場合、その犯罪に対

し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑 及び５００万から２０００

万キープの罰金を科せられるものとする。 

 

第２６０条 売春行為 

金品を対価にして他人との性交を職業とする者に対し、

３ヶ月から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５

０万から３００万キープの罰金が科せられるものとする。 

売春行為を援助又は利便を提供する者に対し、３ヶ月

から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５００万

から１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

売春の買い手も同じ罪で処罰されるものとする。 

 

２６１条 子供、父母又は夫妻の扶養義務の不履行 

自分の１８歳未満の子供、扶養の必要のある父母、後

遺症を抱えている又は病弱している夫又は妻を扶養しない者に

対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪をしない再教

育及び１００万から５００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

 

第２６２条 児童44を相手にする性的観光 

ある国から別の国に又はある場所から別の場所に移動

し、児童との関係を構築、児童 と何らかの活動を共同する又

はその他の方法により、児童に対し性的侵害を行う者に対し、

１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

児童を相手に性的観光者に向けてあっせん、広告、便

宜を提供する者に対し、６ヶ月 から２年の自由剥奪刑及び２

００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２６３条 女性及び児童の虐待 

蹴り付ける、殴打、束縛、拘禁する、食べさせない、

過剰労働をさせる、浮気する、 性的ハラスメントなどの方法

により、女性の身体又は精神的に虐待を行う者に対し、６ヶ月 

から３年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

44 注：ここでの児童という用語はラオス語では「デック」を使用す

る。 



 

刑法典 

その犯罪が児童を相手に行われた場合、その犯罪人に

対し、１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から１５００万

キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２６４条 児童の個人の経歴の公示 

少年被害者、少年の被疑者、少年の被告人又は少年の

犯罪人又は少年の証人の個人の 経歴について公示する者に対

し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及

び３００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

第２６５条 児童の遺棄 

児童を意図的に放棄する者に対し、６ヶ月から２年の

自由剥奪刑及び５００万から  ２０００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

その遺棄が児童を身体障害、後遺症又は死亡に至らせ

る場合、その犯罪人に対し、３年から７年の自由剥奪刑及び７

００万から３０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２６６条 修道僧、見習い僧が行なう性的行為 

女性又は男性又は同性と性的行為を行なう修道僧45又

は見習い僧に対し、６ヶ月から ３年の自由剥奪刑及び３００

万から１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

任意で修道僧又は見習い僧と性的行為を行なう女性又

は男性に対し、同じ罪で刑が  科されるものとする。 

 

第２６７条 国家の善良文化に反する物の公示 

猥褻書物、画像、ビデオ映像及びその他猥褻物又はそ

の他、国家の善良文化に反する 物を生産又は販売若しくは直

接的或いは間接的に公示する者に対し、３ヶ月から１年の自由

剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が科せられる

ものとする。 

 

第２６８条 結婚又は離婚の強制及び結婚又は離婚の妨害 

自分の保護下にいる立場の者を結婚、離婚するように

強制する又はその者の結婚又は 離婚を妨害する者に対し、２

００万から５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

暴力を加える又は精神的な脅威により自分の保護下に

いる立場の者を結婚、離婚する ように強制する又はその者の

結婚又は離婚を妨害する者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪

刑又は自由剥奪しない再教育及び３００万から５００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

１８歳未満の児童に対し結婚の強制が行われた場合、

１年から３年の自由剥奪刑   及び４００万から１５００万

キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２６９条 未成年者との婚姻 

                                                
45訳者注：ラオス語には、年輩のお坊さん、若いお坊さん（オレン

ジ色の衣を身に付ける）、男性及び女性仏教の修行者（白い衣を身

に付ける） 

１８歳未満の未成年者を相手に結婚する者に対し、３

ヶ月から１年の自由剥奪刑及び  ２００万から５００万キープの

罰金が科せられるものとする。 

１８歳未満の未成年者に対し結婚の許可をする者にも

同じ罪で刑が科されるものとする。 

 

第２７０条 近親者に対する不適切な行い 

父親方の祖父母、母親方の祖父母、父母、夫、妻、子

供、孫又は自分の扶養者に対して不適切な行い又は拷問し、そ

の者の名誉、善良な文化に多大な損害をもたらす場合、その犯

罪人に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない

再教育及び１００万から５００万キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第７章 

経済の管理体制に対する犯罪 

 

第２７１条 市場の騒乱 

取引されている株式の価格又は株数への悪影響を引き

起こす行為を行う者に対し、  ６ヶ月から３年の自由剥奪刑

及び３億から５億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる、組織的に行われる又は

多大な損害をもたらした場合、 その犯罪人に対し、５年から

７年の自由剥奪刑及び５億から７億キープの罰金が科せられる。 

そして、その犯罪人の財産が没収されるものとする。 

その犯罪の予備又は未遂も処罰の対象になるものとす

る。 

 

第２７２条 インサイダー取引 

自分又は他人の利益を得る目的で、自分又は他人の名

義として株式の取引を行うために、内部の情報を提供、使用、

受取、開示又は公示する者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪

刑及び３００万から５００万キープの罰金が科せられるそして

その犯罪人の財産が没収されるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる、組織的に行われる又は

多大な損害をもたらした場合、その犯罪人に対し、５年から７

年の自由剥奪刑及び５億から７億キープの罰金が科せられる。 

そして、その犯罪人の財産が没収されるものとする。 

その犯罪の予備又は未遂も処罰の対象になるものとす

る。 

 

第２７３条 顧客に対する株式の購入・売却の教唆 

自己利益の目的で、顧客に対し、合理的でない株式の

購入・売却するように教唆する 又は当該株式の購入・売却に

ついて報酬を提供すると約束する者に対し、３か月から１年の 

自由剥奪刑及び３０００万から５０００万キープの罰金が科せ

られるものとする。 



 

刑法典 

 

第２７４条 事実と異なる株式市場に関する情報の作成及び提供 

事実と異なる株式市場に関する情報を作成及び提供し、

投資家の決断に悪影響を及ぼし、株式市場の不安定を引き起こ

す者に対し、６か月から３年の自由剥奪刑及び３億から５億  

キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２７５条 健康に有害な消費財及び医薬品の生産及び販売 

過失で、品質基準を満たない、品質劣化、使用期限が

切れた物又は健康に悪影響を及ぼす残留物のある食品、肉、魚、

果物、野菜又はその他の消費物若しくは薬、化粧品といった 

飲料、食料を生産、販売又は供給する者に対し、７００万から

１５００万キープの罰金が  科せられるものとする。 

その犯罪が意図的である場合又は多大な損害をもたら

した場合、その犯罪人に対し  ３ヶ月から３年の自由剥奪刑

及び５００万から１０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

 

第２７６条 禁制品の生産、運搬、輸入、販売又は交換 

禁制品を生産、運搬、輸入、販売又は交換する者に対し、

３か月から２年の自由剥奪刑  

及び５００万から１５００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

その犯罪が常習的に行われる、組織的に行われる又は

多大な損害をもたらした場合、 その犯罪人に対し、１年から

３年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第２７７条 商品又はサービスの便乗値上げ 

地域で干ばつ、洪水、又は困難な状況の期間中に商品

又はサービスの便乗値上げ、又は商品の過剰値上の販売をする

者に対し、６か月から２年の自由剥奪刑及び３００万から   

１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２７８条 商品の買占め売惜しみ 

経済又は人々の生活に不安定を引き起こす目的で、商

品の買占め、自分の企業、会社、店舗又はその他の場所に商品

を隠匿する者に対し、１年から４年の自由剥奪刑及び１０００

万から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２７９条 国家又は団体の商品の不法販売 

国家又は団体の小売店で商品を販売する責務を負う者

であって、強欲からかかる商品を不法に販売する者に対し、６

か月から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープ

の罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２８０条 目盛り又は重量の改ざん 

商品の販売又は交換する際に、目盛り及び重量を不正

に変更する者又は商品若しくは 金銭を増やすため標準以下の

目盛り及び重量を利用する者に対し、６か月から２年の自由剥

奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金が科されるもの

とする。 

 

第２８１条 銀行小切手の改ざん、銀行小切手又はその他債券の

不正使用 

銀行での換金、商品との交換目的で、記載事項の変更

若しくは追加又はその他の方法 により、小切手又はその他の

債券を改ざんする者に対し、６か月から３年の自由剥奪刑及び  

５００万から２０００万キープの罰金が科されるものとする。 

不渡り小切手若しくは預金口座残高を超える小切手を

使用する者、又は小切手の不正 な販売及び交換に従事する者

に対し、６か月から３年の自由剥奪刑及び及び５００万から２

０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第２８２条 紙幣又は貨幣の損壊 

紙幣又は貨幣を切断、穴開け、破る、描き、線を引く、

落書き、印刷、判子押し、  シールの貼り付けなどの方法に

より、紙幣又は貨幣を損壊し、流通する紙幣又は貨幣を破損 

させる者に対し、６か月から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪し

ない再教育及び５００万から    ２０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第２８３条 国家の税務体制に関する規則違反 

国家に対する納税義務の回避、納税義務の隠匿又は不

適正の支払う方法により、輸出・輸入税、税金、資源の使用料

及び手数料などの国家の税務体制に関する規則を違反する者に 

対し、３か月から５年の自由剥奪刑及び５００万から２０００

万キープの罰金が科せられる ものとする。 

 

第２８４条 商品の違法輸入又は輸出 

国家の関係機関からの認可を得ずに、商品を密輸する

ことにより、法律に反して商品を輸入又は輸出を行う者に対し、

３か月から３年の自由剥奪刑及び１００万から１０００万   

キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合、１年から５年の自由剥奪刑及び３００万から２０００万

キープが科せられるものとする。 

 

第２８５条 外貨管理に関する規則違反 

以下のいずれの場合に、外貨管理に関する規則を常習

的に違反する者は、 

1. 外貨で広告又は単価及びその他の費用の表示； 

2. 外貨で商品代、サービス料の支払い、債務返済、

給料の支払い、国家の義務への納金を行うこと； 

3. 許可を受けずに外貨に関する事業又は両替事業を

行うこと； 

4. 商業銀行、両替所又は関係するサービス営業所に

より、両替レートの不正な定め、表示又は履行； 



 

刑法典 

5. ラオスの中央銀行からの許可を得ずに外国での預

金口座の開設； 

6. ラオスの中央銀行に対し、外貨での収入、支出を

申告しないこと； 

7. 許可を得ずに、外国との貿易において融資する又

は融資を受ける及び商業目的の融資業務を行うこ

と； 

8. 通関職員を申告しない又はラオスの中央銀行から

の許可を得ない場合で、定められる限度額を超え

て、外貨、ラオスのキープ通貨をラオスから持出

す又はラオスへの持込むこと；これらの行為を行

う者に対し、６か月から２年の自由剥奪刑及び 

３００万から１０００万キープの罰金が科せられ

るものとする。 

 

第２８６条 法律に反して商品をラオス人民民主共和国への通過 

法律に反して、商品をラオス人民民主共和国の領土を

通過する者に対し、３か月から 

１年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が

科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は商品を大量に運搬した 場合、その犯罪人に対し、１

年から３年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの 

罰金が科せられるものとする。 

 

第２８７条 法律に反して外貨をラオス人民民主共和国の領土を

通過 

法律に反して、ラオス人民民主共和国の領土を通過し

て外貨の運送を行う者に対し、 ６か月から２年の自由剥奪刑

及び３００万から１０００万キープの罰金が科せられるものと 

する。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は外貨を大量に運送した場合、その犯罪人に対し、２年

から５年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

 

第２８８条 模倣商品の生産、販売 

偽造又は模倣商品の生産、販売を行う者に対し、３か

月から２年の自由剥奪刑及び  ５００万から１０００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、その犯罪人に対し、１

年から３年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

 

第２８９条 品質に関する偽造、虚偽及び詐欺 

製品、商品、サービスの品質及び環境について偽造、

虚偽及び詐欺行為を行い、他人に危険をもたらす者に対し、３

か月から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、他人を重症、身体障害、後遺症に至

らせる又は死亡させる場合、３年から１０年の自由剥奪刑及び

５０００万から１億５０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

２名以上の人命が失われた場合、５年から２０年の自

由剥奪刑及び１億から１０億  キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第２９０条 偽造の食品、食料、医療薬、予防薬の生産又は販売 

偽造品又は模倣の食品、食料、医療薬、予防薬を生産

又は販売する者に対し、６か月 から３年の自由剥奪刑及び３

００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合、身体障害、後遺症に至らせる又は死亡させる場合、３年

から８年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの 

罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２９１条 動物の飼育用品、肥料、動物の予防薬、動物治療

薬、害虫薬剤、各種の直物の偽造品の生産又は販売 

動物飼育用の商品、肥料、動物の予防薬、動物治療薬、

害虫薬剤、各種の植物の偽造品又は模倣品を生産又は販売する

者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び５００万から  

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、１年から３年の自由剥

奪刑及び７００万から１５００万キープの罰金が科せられるも

のとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２９２条 病気動物及び病気した動物の製品の販売又は隠匿 

病気した動物及び病気した動物の製品を意図的に、販

売又は隠匿する者に対し、６か月から３年の自由剥奪刑及び３

００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が多大な損害をもたらした場合、その犯罪人

に対し、３年から７年の自由剥奪刑及び１０００万から３００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２９３条 無許可で禁制植物、禁制製品及び禁制物品の移送 

国家の関係機関の許可を得ずに、害虫による伝染区域

から禁制された植物、製品及び物品を意図的に、別の場所への

移送する者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び５００万

から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が多大な損害をもたらした場合、その犯罪人

に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び７００万から１５００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 
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第２９４条 禁制の植物、植物製品又は物品を無許可でラオス人

民民主共和国への密輸出入 又は通過 

害虫病に感染した又は植物、人間、動物及び環境衛生

に対して危険のある禁制の植物、植物製品又は物品を国家の関

係機関から許可を得ずに、ラオス人民民主共和国への密輸出入 

する又は通過する者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び

５００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が多大な損害をもたらした場合、その犯罪人

に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び７００万から１５００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２９５条 禁制植物、植物製品又は物品の販売、配布又は保管 

害虫病に感染した禁制植物、植物製品又は物品を販売、

配布又は保管し、多大な損害をもたらす者に対し、３か月から

１年の自由剥奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金が

科せられるものとする。 

その犯罪が多大な損害をもたらした場合、その犯罪人

に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び１０００万から３００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２９６条 禁制害虫の輸入、増殖又は所持 

禁制害虫を輸入、増殖又は所持する者に対し、３か月

から１年の自由剥奪刑及び   １０００万から３０００万キ

ープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第２９７条 違法営業 

企業登録をしない又は自己の企業目的に適合しない事

業を営む者に対し、３か月から １年の自由剥奪刑及び５００

万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２９８条 高額金利の設定 

関係機関からの許可を得ずに、貸金を事業として営み、

貸金の金利を年間３６％以上算定する者に対し、３か月から１

年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５００万から 

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第２９９条 国家の経済管理体制の規則違反 

意図的に、国家の経済管理体制を違反に該当する権限、

任務、職務を不正に行使する又は法律が定める範囲を超えて権

限、任務、職務を濫用し、多大な損害をもたらす者に対し、 

６か月から３年の自由剥奪刑及び５００万から３０００万キー

プの罰金が科せられるもの  とする。 

 

第３００条 経済管理に関する不正報告 

事実と異なる情報又は書類を提供することにより、経

済管理に関する不正報告を行い、国家の経済・社会の発展に多

大な損害をもたらす者に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び 

５００万から３０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３０１条 経理規則の違反 

商業銀行又は他の金融機関の役員（プーボリハーン）

又は他の者が、意図的に不正な元帳を作成又は記録する、商業

銀行又は他の金融機関又は顧客の講座を偽造又は損壊する場合、

３か月から１年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キー

プの罰金が科せられるものと する。 

その犯罪が多大な損害をもたらした場合、１年から５

年の自由剥奪刑及び１０００万 から１億キープの罰金が科せ

られるものとする。 

 

第３０２条 経理に関する虚偽情報の提供 

商業銀行が融資決定を行う際に重要な根拠となる経理

情報の虚偽報告又は虚偽情報を 提供する者に対し、１年から

５年の自由剥奪刑及び１０００万から１億キープの罰金が科せ

られるものとする。 

 

第３０３条 ビジネス競争上の倫理違反 

ビジネスについて誤解させる、秘密の侵害、事業を行

うような強制、他者名誉の評判を低下させる、事業の妨害、事

実を異なる広告、不正な販売方法の促進、事業団体による差別 

又はビジネス競争目的で協議により競争を制限する、市場の占

有及び独占を悪用する又は  ビジネス競争を制限する目的で

団体の結成又は法律及び関係規則に定めるその他の行為により、

ビジネス競争上の倫理違反する者に対し、１００万から２００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は１０億キープ以上の損害をもたらした場合、３か月か

ら２年の自由剥奪刑及び１０００万から１億キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第３０４条 保険事業に関する不正競争 

保険事業について不正競争を行い、他人に損害をもた

らす者に対し、３か月から２年の自由剥奪刑及び１００万から

２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３０５条 事実以上の過剰宣伝 

商品又はサービスを意図的に、事実以上に過剰宣伝又

は不適切な宣伝を行い、多大な損害をもたらす者に対し、３か

月から３年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの 

罰金が科せられる者とする。 

 

第３０６条 寄付金及び寄付品に関する規則違反 

権限、任務、職務を不正に行使する又は法律が定めて

いる権限、任務以上に行使する  

ことにより、寄付金及び寄付品に関する規則違反し、多大な損

害をもたらす者に対し、３か月から３年の自由剥奪刑又は自由
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剥奪しない再教育及び５００万から１０００万キープの罰金が

科せられるものとする。 

 

第３０７条 産業財産及び新しい植物品種保護の認可に関する規

則違反 

産業財産及び植物の新品種保護の認可を触接的に担当

する者が、産業財産及び植物の 新品種保護の認可に関する法

律及び規則を違反する又は法律が定める以上に権限、任務を使

用し、多大な損害をもたらす場合、その者に対し、６ヶ月から

２年の自由剥奪刑及び５００万 から１０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第３０８条 天然資源の探査、調査及び発掘に関する規則違反 

天然資源の探査、調査及び発掘に関する規則を反し、

損害をもたらす者に対し、１年 から３年の自由剥奪刑及び２

０００万から１億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、２年から５年の自由剥

奪刑及び５０００万から２億キープの罰金が科せられるもの  

とする。 

 

第３０９条 土地使用に関する規則違反 

土地の先取及び占有又は土地使用権の譲渡の方法によ

り、土地使用の規則を違反する 又は土地の管理・使用に関す

る規則を違反して土地を使用し、損害をもたらす者に対し、  

６ヶ月から２年の自由剥奪刑及び５００万から１０００万キー

プの罰金が科せられる者とする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、１年から５年の自由剥

奪刑及び１０００万から３０００万キープの罰金が科せられる 

ものとする。 

 

第３１０条 土地管理の規則違反 

土地使用権を譲渡、コンセッション、移転又は変更す

る目的で、便乗行為又は権限及び任務を不正に使用する又は法

律の定める以上に使用する者に対し、６ヶ月から２年の自由剥

奪刑及び５００万から１５００万キープの罰金が科せられるも

のとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、１年から７年の自由剥

奪刑及び１０００万から３０００万キープの罰金が科せられる

ものとする。 

 

第３１１条 森林の開拓及び保護に関する規則違反 

森林資源の調査、開拓、丸太、根、表面がブツブツの

根、製材した木、加工木を違法に運送又は売買することにより、

森林資源の開拓及び保護規則を違反する者に対し、６ヶ月  

から２年の自由剥奪刑及び１０００万から５０００万キープの

罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、１年から５年の自由剥

奪刑及び５０００万から１億キープの罰金が科せられるものと

する。 

 

第３１２条 森林の管理に関する規則違反 

森林又は森林土地の区域の特定、森林の譲渡、移転、

開拓、伐採、放火する又は木材品及び森林の幸の違法運送又は

樹木の計測、スタンプに関する規則を違反する目的で、便乗行

為又は権限及び任務を不正に使用する又は法律の定めを超える

範囲で使用することにより、森林の管理に関する規則を違反す

る者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び１０００万から 

３０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、組織的に行われる

場合又は多大な損害をもたらした場合、３年から７年の自由剥

奪刑及び３０００万から１億キープの罰金が科せられるもの  

とする。 

 

第３１３条 電力又は水道の供給に関する規則違反 

電力又は水道の供給の直接担当する任務のある者が、

理由のない又は２４時間前に通知しない場合で電力又は水道の

供給の切断、理由がなく電力又は水道の供給を拒否する、非継

続的又は不安全な供給、電力又は水道の消費者の月刊の消費量

の不正測定、電力又は水道に関する問題の解決を申告又は要請

の２４時間以内に行わない行為により、電力又は水道の供給に

関する規則を違反する場合、その者に対し、３ヶ月から１年の

自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び３００万から１００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第８章 

麻薬に関する犯罪 

 

第３１４条 ヘロイン、モルヒネ又はコカインの生産、取引、販

売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和国を通過

させる行為 

１００g 以下のヘロイン、モルヒネ又はコカインを生

産、取引、販売、運搬、所持  又は輸入、輸出又はラオス人

民民主共和国を通過させる者に対し、１０年から１５年の自由

剥奪刑及び５０００万から１億キープの罰金が科せられるもの

とする。 

常習的又は組織的にヘロイン、モルヒネ又はコカイン

を生産、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人

民民主共和国を通過させる者、又はヘロイン、モルヒネ又は   

コカインを１００g から３００g を所持する者に対し、１５年か

ら２０年の自由剥奪刑及び１億から５億キープの罰金が科せら

れる。そして、その者の財産は没収されるものとする。 

３００g から５００g のヘロイン、モルヒネ又はコカイ

ンを生産、取引、販売、運搬、 所持又は輸入、輸出又はラオ

ス人民民主共和国を通過させる者に対し、終身の自由剥奪刑及
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び  ５億から１０億キープの罰金が科せられる。そして、そ

の者の財産が没収されるものとする。 

５００g 以上のヘロイン、モルヒネ又はコカインを生

産、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民

主共和国を通過させる者に対し、死刑が科せられる及びその者

の財産が没収されるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

第３１５条 メチレンジオキシメタンフェタミン46（ヤーイー）、

メタンフェタミン47 （ヤーバー、ヤーアイス）又はその他向精

神薬の生産、加工、取引、販売、 

      運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和

国を通過させる行為 

１００g 以下のメチレンジオキシメタンフェタミン

（ヤーイー）、メタンフェタミン     （ヤーバー、ヤー

アイス）又はその他,向精神薬を生産、加工、取引、販売、運搬、

所持又は 輸入、輸出又はラオス人民民主共和国を通過させる

者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑 及び１０００万から

１億キープの罰金が科せられるものとする。 

常習的又は組織的にメチレンジオキシメタンフェタミ

ン、メタンフェタミン又はその他、向精神薬を生産、加工、取

引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和

国を通過させる者、又はメチレンジオキシメタンフェタミン、

メタンフェタミンを１００g 

から５００g を所持する者に対し、１０年から２０年の自由剥奪

刑及び１億から５億キープの 罰金が科せられる。そして、そ

の者の財産は没収されるものとする。 

５００g から３kg のメチレンジオキシメタンフェタミ

ン、メタンフェタミン又はその他、向精神薬を生産、加工、取

引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和

国を通過させる者に対し、終身の自由剥奪刑及び５億から１０

億キープの罰金が科せられる。  そして、その者の財産は没

収されるものとする。 

３kg 以上のメチレンジオキシメタンフェタミン、メタ

ンフェタミン又はその他、向精神薬を生産、加工、取引、販売、

運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和国を   

通過させる者に対し、死刑が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３１６条 麻薬生産目的で前駆物質の生産、加工、取引、販売、

運搬、所持又は輸入、輸出 

      又はラオス人民民主共和国を通過させる行為 

麻薬生産のため、５００g 以下の前駆物質を生産、加

工、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民

主共和国を通過させる者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑 

及び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

                                                
46 訳者注：MDMA （Methylenedioxymethamphetamine)  

47 訳者注：Methamphetamine 

麻薬生産のため、常習的又は組織的に前駆物質を生産、

加工、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民

民主共和国を通過させる者、又は麻薬生産のため、５００g から

１kg の前駆物質を所持する者に対し、２０００万から１億キー

プの罰金が科せられる。そしてその者の財産は没収されるもの

とする。 

麻薬生産のため、1kg から１０kg の前駆物質を生産、

加工、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民

民主共和国を通過させる者に対し、終身の自由剥奪刑及び１億 

から５億キープの罰金が科せられる。そしてその者の財産が没

収されるものとする。 

麻薬生産のため、１０kg 以上の前駆物質を生産、加工、

取引、販売、運搬、所持又は 輸入、輸出又はラオス人民民主

共和国を通過させる者に対し、死刑が科せられるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３１７条 アヘンの栽培、生産、加工、取引、販売、運搬、所

持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和国を通過させる行為 

取引用で１kg 以下のアヘンを生産、加工、取引、販売、

運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和国を通過さ

せる者に対し、２年から１０年の自由剥奪刑及び１００万から

１０００万キープの罰金が科せられる。そして、その者の財産

は没収されるものとする。 

常習的又は組織的により、取引用でアヘンを生産、加

工、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民

主共和国を通過させる者又はアヘン１kg から３kg を所持する者

に対し、１０年から１５年の自由剥奪刑及び１０００万から２

０００万キープの罰金が科せられる。そしてその者の財産は没

収されるものとする。 

常習的又は組織的により、取引用でアヘンを生産、加

工、取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民

主共和国を通過させる者又はアヘン３kg から５kg を所持する者

に対し、１５年から２０年の自由剥奪刑及び２０００万から４

０００万キープの罰金が    科せられる。そしてその者の

財産は没収されるものとする。 

取引用で５kg 以上のアヘンを生産、加工、取引、販売、

運搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和国を通過さ

せる者に対し、終身の自由剥奪刑及び４０００万から１億  

キープの罰金が科せられる。そして、その者の財産は没収され

るものとする。 

一回目の犯罪としてアヘンを栽培する者に対し、１０

０万から５００万キープの罰金が科せられる。そして、その栽

培したアヘンは廃棄処分48の対象とする。 

第二回目以降のアヘンを栽培する者に対し、１年から

３年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が

科せられる。そして、その栽培したアヘンは廃棄処分の対象と 

する。 

 
48 訳者注：廃棄される。 
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第一回目の犯罪としてアヘンの種子を所持する者に対

し、批評される及び１０万から ５０万キープの罰金が科せら

れるものとする。そして、そのアヘンの種子は廃棄処分の対象

とする。 

第二回目の犯罪としてアヘンの種子を所持する者に対

し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び５０万から５００万キー

プの罰金が科せられるものとする。そして、そのアヘンの種子

は廃棄処分の対象とする。 

第一回目の犯罪として、アヘンの種を取引又は所持す

る者に対し、批評される及び１０万から５０万キープの罰金が

科せられる。そして、そのアヘンの種は廃棄処分の対象とする。 

二回目以降のアヘンの種を取引又は所持する者に対し、

３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び５０万から３００万キープの

罰金が科せられる。そして、そのアヘンの種は廃棄処分の対象

とする。 

 

第３１８条 大麻の栽培、生産、加工、取引、販売、運搬、所持

又は輸入、輸出又は大麻、大麻の種子ラオス人民民主共和国を通

過させる行為 

取引用で１kg から１０kg の原料大麻を栽培する者に対

し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び５０万から５００万キー

プの罰金が科せられる。 

取引用で、１０kg 以上の乾燥大麻を栽培する者に対し、

１年から３年の自由剥奪刑  及び  ５００万から２０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

取引用で、5kg から１０kg の乾燥大麻を生産、取引、

販売、運搬、所持又は輸入、輸出又は乾燥大麻をラオス人民民

主共和国を通過させる者に対し、３年から７年の自由剥奪刑及

び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

取引用で、5kg以下の乾燥大麻を生産、取引、販売、運

搬、所持又は輸入、輸出又は乾燥大麻をラオス人民民主共和国

を通過させる者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び  

１００万から５００万キープの罰金が科せられるものとする49。 

常習的又は組織的により、取引用で、乾燥大麻を生産、

取引、販売、運搬、所持又は輸入、輸出又は乾燥大麻をラオス

人民民主共和国を通過させる者、又は乾燥大麻を１０kg 以上 

所持する者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び２０００

万から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

取引用で、１０kg 以上の大麻の種子を取引、販売、運

搬、所持又は輸入、輸出又は大麻の種子をラオス人民民主共和

国を通過させる者に対し、１年から３年の自由剥奪刑及び   

３００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

大麻樹脂(Tetrahydrocannabinol、Hashish）及び大麻樹

脂の有効成分について： 

- ０．３gから５０gの数量の場合、２年から４年の

自由剥奪刑及び５００万から 

                                                
49 訳者注：この項は前項の先に置くべき 

９００万キープの罰金が科せられるものとする。 

- ５０gから１００gの数量の場合、５年から７年の

自由剥奪刑及び１０００万から 

２９００万キープの罰金が科せられる。そして、

財産が没収されるものとする。 

- １００gから２００gの数量の場合、１０年から１

４年の自由剥奪刑及び３０００万から５９００万

キープの罰金が科せられる。そして、財産が没収

されるものとする。 

- ２００gから５００gの数量の場合、１５年から２

０年の自由剥奪刑及び６０００万から９９００万

キープの罰金が科せられる。そして、財産が没収

されるものとする。 

- ５００g 以上の数量の場合、終身の自由剥奪刑及

び１億から２億キープの罰金が科せられる。そし

て、財産が没収されるものとする。 

 

第３１９条 合成50麻薬の生産、加工、取引、販売、運搬、所持

又は輸入、輸出又は合成麻薬をラオス人民民主共和国を通過させ

る行為 

合成麻薬を生産、加工、取引、販売、運搬、所持又は

輸入、輸出又は合成麻薬をラオス人民民主共和国を通過させる

者に対し、以下の場合に応じて処分される： 

- 鑑定後、薬物の成分が他の成分と混合されている

と分かった場合、薬物の重量及びこの刑法典の第

３１４条、３１５条、３１６条、３１７条及び３

１８条に定めている薬物の種類に基づき刑が科せ

れるものとする。 

- 鑑定後、薬物の成分がそれに混合していないと分

かった場合、生産、加工、買う、売る、販売、運

搬、所持又は輸入、輸出又はラオス人民民主共和

国を通過させる 者に対し、３年から５年の自由

剥奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第３２０条 摂取又は摂取目的の「薬物の」所持 

０．２g 以下のヘロイン、モルヒネ又はコカイン又は

０．３g 以下のメチレンジオキシメタンフェタミン（ヤーイー）、

メタンフェタミン（ヤーバー、ヤーアイス）又は０．５g 以下の

アヘン又は５g 以下の乾燥大麻又は０．５g 以下の他向精神薬又

は５g 以下の薬物成分のある  植物を摂取又は摂取目的の所持

する者は、被害者とみなされ、各場合に応じて治療に送られる 

ものとする。 

摂取目的で、０．２g から２g のヘロイン、モルヒネ又

はコカインを所持する者に対し、３年から７年の自由剥奪刑及

び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

50 訳者注：ラオス語原稿を直訳すると「偽」麻薬と書かれている。 
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摂取目的で、０．３g から３g のメチレンジオキシメタ

ンフェタミン（ヤーイー）、  メタンフェタミン（ヤーバー、

ヤーアイス）を所持する者に対し、２年から５年の自由剥奪刑

及び１０００万から５０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

喫煙目的で、０．５g から５g のアヘンを所持する者に

対し、５００万から２０００万 キープの罰金が科せられるも

のとする。 

喫煙目的で、５g から１０g の乾燥大麻を所持する者に

対し、６ヶ月から２年の自由剥奪刑及び５００万から２０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

摂取目的で、その他向精神薬を０．５g から５g 所持す

る者に対し、３ヶ月から１年の 自由剥奪刑及び５００万から

２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

摂取目的で、５g から１０g の薬物成分のある植物を所

持する者に対し、１ヶ月から  ６ヶ月の自由剥奪刑及び５０

０万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

アヘン喫煙のためのサービスを提供する者に対し、３

年から１０年の自由剥奪刑及び ５００万から２０００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

大麻喫煙のためのサービスを提供する者に対し、３ヶ

月から５年の自由剥奪刑及び  １００万から５００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

 

第３２１条 薬物再摂取 

治療を経た薬物依存者が再摂取する場合、次の通り、

行うとする： 

- 第１回目の治療を経て、薬物治療センター責任者

により書面の認定証をもらったが、再び摂取する

者に対し、批評処分及び１０万から３０万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

- 第２回目の治療を経て、薬物治療センター責任者

により書面の認定証をもらったが、再び摂取する

者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び３０

万から５０万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

- 第３回目からそれ以降の治療を経て、薬物治療セ

ンター責任者により書面の認定証をもらったが、

再び摂取する者に対し、１年から３年の自由剥奪

刑及び５０万から５００万キープの罰金が科せら

れるものとする。 

 

第３２２条 麻薬の窃盗、詐取、横領又は強盗 

麻薬を窃盗、詐取、横領又は強盗する者に対し、２年

から５年の自由剥奪刑及び   ５００万から５０００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

その麻薬を窃盗、詐取、横領又は強盗することを常習

的、組織的に行う者又は麻薬を大量に窃盗、横領又は強盗する

者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑及び１０００万から１

億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３２３条 麻薬を生産するための機械、設備、道具の所持 

各種の薬物を生産するための機械、設備、道具を所持

する者に対し、６ヶ月から２年の自由剥奪刑及び２００万から

５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的行う又は大量に行う場合、２年から

５年の自由剥奪刑及び５００万  から１０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

 

第３２４条 他人を薬物摂取するように強制又は勧誘行為 

暴力、武器の使用、脅迫、誘動、扇動又は特定な利益

の提供又はその他の方法により、他人を薬物摂取するように、

その者の意思に反して強制又は勧誘し、強制される者又は   

勧誘される者への損害をもたらす場合、２年から７年の自由剥

奪刑及び３００万から    １０００万キープの罰金が科せ

られるものとする。 

犯罪人がその犯罪を常習的又は組織的に行う場合、少

年、妊婦、複数人に対して行う場合、重大な危険を持つ病気を

もたらす場合、その犯罪人に対し、５年から１０年の自由剥奪

刑及び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

その犯罪により、身体障害又は死亡を至らせる場合、

１０年から２０年の自由剥奪刑 及び７００万から３０００万

キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、２名以上を身体障害、後遺症又は死

亡を至らせる場合、その犯罪人に対し、終身の自由剥奪刑及び

１０００万から５０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

 

第３２５条 麻薬又は麻薬生成するための化学物質の管理、使用

に関する規則違反 

麻薬又は麻薬生成するための化学物質の保管、管理、

運送、運搬又は実験、研究のために使用する責任者が、麻薬又

は麻薬生成するための化学物質の管理、使用に関する規則を  

違反する場合、その犯罪人にに対し、２年から７年の自由剥奪

刑及び３００万から１０００万   キープの罰金が科せられ

るものとする。 

その犯罪人が常習的又は組織的にその犯罪を行う場合

又は多大な損害をもたらした場合、５年から１０年の自由剥奪

刑及び５００万から２０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

 

第９章 

天然資源及び環境に関する犯罪 

 

第３２６条 法律に違反して保護樹木、森林の伐採、森林放火及

び森の自然物の発掘 

法律及び森林に関する規則に違反し、樹木、森林の伐

採、森林放火又はその他の方法により、森林破壊若しくは法律
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及び規則に違反して森の自然物の発掘を行い、５００万キープ

以上の損害をもたらしす者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪

刑及び損害額の２倍の罰金が  科せられる。そして、原状回

復処分が科せられるものとする。 

その犯罪を常習的、組織的で行う又は多大な損害をも

たらす場合、その犯罪人に対し、２年から５年の自由剥奪刑及

び損害額の３倍の罰金が科せられる。そして、原状回復処分が 

科せられるものとする。 

 

第３２７条 保護対象及び絶滅危機に位置付けられる特別の樹木

及びその根っこの違法伐採、 

      違法売買又は違法運送 

保護対象及び絶滅危機に位置付けられる特別の樹木及

びその根っ子を無許可で伐採、 売買又は運送し、５００万キ

ープ以上の損害をもたらす者に対し、６ヶ月から１年の自由剥

奪刑及び１０億から２５億キープの罰金が科せられ、原状回復

処分が科せられるものとする。 

その犯罪人が第２回目としての犯罪である場合又は常

習的に犯罪を行う場合、その犯罪人に対し、２年から５年の自

由剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が科せられる。そして、原状 

回復処分が科せられるものとする。 

 

第３２８条 権限、任務のない者に丸太に印をつけるための専用

掛矢の譲渡し、権限及び任務を超えて天然の森林の開発許可、樹

木の開拓51許可 

権限、任務のない者に丸太に印をつけるための専用掛

矢を譲渡し、権限及び任務を  超えて天然の森林の開発許可、

樹木の開拓許可を行う者に対し、１年から３年の自由剥奪刑 

及び当時の市場価格基準の損害額の２倍の罰金が科せられるも

のとする。 

 

第３２９条 樹木、樹木の根っ子及び森林の自然物の開拓、売買、

運送、加工及び販売に      

      関する専用掛矢及び書類の偽造行為 

樹木、樹木の根っ子及び森林の自然物の開拓、売買、

運送、加工及び販売に関する専用掛矢及び書類を偽造する者に

対し、１年から３年の自由剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が  

科せられるものとする。 

 

第３３０条 収穫物の破壊 

国家、団体、社会組織、又は個人の所有である収穫物

を破壊する者に対し、１００万 から５００万キープの罰金が

科されるものとする。 

その犯罪が重大な損害となる場合、その犯罪人に対し、

３か月から２年の自由剥奪刑 及び３００万から１０００万キ

ープの罰金が科されるものとする。 

 

第３３１条 違法な狩猟 

                                                
51 訳者注：ここでの開拓とは木を伐採したり、運んだり、森林の状

態を変えること。 

保護種の狩猟、妊娠中の動物、制限シーズン中若しく

は禁止場所での狩猟、禁止された猟具及びその他方法により、

狩猟規則に反して狩猟をする者に対し、３か月から２年の自由

剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金が科されるも

のとする。 

その犯罪を常習的、組織的で行われる場合又は５００

０万キープ以上の損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、２

年から５年の自由剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が科せられる 

ものとする。 

 

第３３２条 違法な漁業 

爆発物、毒、化学薬品、感電又はその他禁止された漁

具を使うなど、漁業規則に反し、漁又はその他の水生動物を捕

獲する者に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び３００万か

ら１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪により、１００万から１５００万キープの損

害をもたらす場合、その犯罪人に対し、３か月から２年の自由

剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が科せられるものとする。 

その犯罪を常習的、組織的で行われる場合又は５００

０万キープ以上の損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、２

年から５年の自由剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が科せられる 

ものとする。 

 

第３３３条 水生動物及び野生動物の住処及び食料源の侵害 

水生動物及び野生動物の住処及び食料源を侵害する者

に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び３００万から１００

０万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪を常習的、組織的に行われる場合又は５００

０万キープ以上の損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、２

年から５年の自由剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が科せられる 

ものとする。 

 

 

第３３４条 保護種の水生動物及びや野生動物の取引又は所持 

取引用又は所持目的で保護種の水生動物及び野生動物

の生きた状態、その死骸又は  その一部及びその臓器を違法

入手する者に対し、３か月から５年の自由剥奪刑及び３００万

から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３３５条 水生動物及び野生動物の輸入、輸出、通過又は運送

行為 

法律及び絶滅危機の野生動物及び植物の保護条約に関

する規則に違反し、水生動物及び野生動物及びその一部、臓器

及びその商品を輸入、輸出、通過又は運送する者に対し、３か

月から５年の自由剥奪刑及び損害額の２倍の罰金が科せられる

ものとする。 

その犯罪を常習的、組織的に行われる場合又は５００

０万キープ以上の損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、５
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年から１０年の自由剥奪刑及び損害額の３倍の罰金が科せられ

るものとする。 

 

第３３６条 水生動物資源の破壊 

毒性物質、爆発物、化学物質、電力又は禁じられる漁

業方法、水生動物から作られた利用道具を使う者又は水生動物

を破壊し、損害をもたらす者に対し、６ヶ月から３年の自由剥

奪刑又は自由剥奪しない再教育及び１０００万から５０００万

キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３３７条 高価値及び珍しい野生動物保護に関する規則違反 

法律に違反し、高価値及び珍しい野生動物を狩り、捕

獲、拘束、殺害、運搬又は取引 を行う又はその動物から作ら

れた商品の取引をする者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑 

又は自由剥奪しない再教育及び１０００万から５０００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

 

第３３８条 土地の違法開拓 

法律及び規則に反して、保護区域の森林、熱帯雨林、

水源の森、鉱物区域、文化的・ 遺跡的区域、神聖の森52、自然

観光区域、歴史的な区域及び国家保護区域の土地を開拓し、国

家、集団財産への損害又は環境への悪影響をもたらす者に対し、

１年から３年の自由剥奪刑及び 損害額の２倍の罰金が科せら

れる。そして、当該土地が没収されるものとする。 

その犯罪が常習的、組織的に行われる場合又は５００

０万キープ以上の損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、３

年から５年の自由剥奪刑及び損害額の３倍の罰金が科せられる。

そして、当該土地は没収されるものとする。 

 

第３３９条 鉱物源の破壊 

数量的・質的について認証のある天然の鉱物資源の集

まるところである鉱物源を破壊する者に対し、６ヶ月から３年

の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び１０００万から  

５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪により、多大な損害をもたらす場合、３年か

ら５年の自由剥奪刑及び    ５０００万から１億キープの

罰金が科せられるものとする。 

 

第３４０条 鉱物資源の違法採掘 

法律に違反し、高価な金属、ミネラル、石などの鉱物

資源を採掘する者に対し、   ５００万から１５００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪を常習的、組織的に行われる場合又は５００

０万キープ以上の損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、２

年から５年の自由剥奪刑及び７００万から２０００万キープの 

罰金が科せられるものとする。 

 

第３４１条 水及び水資源の無許可での調査、開拓、使用 

                                                
52 訳者注：キリスト教徒のお墓のある区域。 

地上、地下水及び水資源を無許可で調査、開拓、使用

する者に対し、７００万から  ２０００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

その犯罪により、多大な損害をもたらす場合、３か月

から２年の自由剥奪刑     及び１０００万から５０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３４２条 天気予報、地震予報施設の設置に関する規則違反 

天気予報及び地震予報施設の設置、情報取集に関する

規則を違反する者に対し、１年 から３年の自由剥奪刑及び２

０００万から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３４３条 天気予報、地震予報業務に関する犯罪行為 

天気及び地震予報に関する規則を違反し、天気及び地

震予報業務について虚偽な情報を発信する者に対し、３ヶ月か

ら１年の自由剥奪刑及び３００万から１５００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

 

第３４４条 天気予報及び地震予報設備の損壊 

天気予報及び地震予報の用務設備を損壊し、５００万

キープ以上の損害をもたらす者に対し、３ヶ月から１年の自由

剥奪刑及び実費の損害額の２倍の罰金が科せられるものとする。 

 

第３４５条 国家環境基準の違反行為 

飲水、地上水、地下水、住居用土地、農業用土地、空

気、音量等の基準を最高制限標準又は通常標準を超えて国家の

環境基準の規制を違反する者に対し、５０００万から１億キー

プの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合又はた多大な損害を

もたらす場合、その犯罪人に対し、３年から５年の自由剥奪刑

及び１億から５億キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３４６条 大気汚染 

煙、粉塵、毒性物質又は放射線若しくはその他大気に

危険な要素を持つ物を規制基準の割合を超えて浮遊させ、重大

な公害をもたらす者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び 

５００万から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３４７条 土壌汚染 

規制基準を超えて、土壌に廃棄物又はゴミを遺棄、埋

込をする者又は有毒物質の流込み、重大な損害をもたらす者に

対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育

及び５００万から５０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

 

第３４８条 水質汚濁 

汚水、油水、脂、有毒性の化学物質、規制基準を超え

た放射能物質、ゴミ、植物及び動物の残害、細菌、ミクロ細菌、
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伝染病を伝染する微生物、危険な病気又はその他危険な要素の

ある物を水源に流し、多大な損害をもたらす者に対し、６ヶ月

から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５００万

から５０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３４９条 規制基準違反の騒音 

国家の環境及び公害対策基準を超えて、音、光、色、

臭、振動及び熱度といった公害規制基準を違反し、人、動物、

植物の生命、健康及びその他環境及び生態系に対して損害を  

もたらす者に対し、５０００万から１億キープの罰金が科せら

れるものとする。 

 

第３５０条 古い又は環境保護基準を満たない技術、機械、設備、

道具の輸入 

古い技術、機械、設備、放射能物質、有毒物質、道具

又は環境保護基準を満たない道具の輸入又は輸入許可を申請し、

重大な損害をもたらす者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑

及び５００万から５０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

 

第３５１条 化学物質及び廃棄物の規制違反 

生産過程、事業活動及びサービス事業における危険な

化学物質の使用に関する管理規制及び規則を違反する者又は有

毒性のある化学物質及び化学物質の廃棄物の保管、廃棄及び処

分に関する規制の規則を違反し、損害をもたらす者に対し、５

０００万から１億キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合又は多大な損害をも

たらす場合、３年から５年の自由剥奪刑及び１億から５億キー

プの罰金が科せられるものとする。 

 

第３５２条 原状回復処分の不履行 

裁判所判決に下された原状回復処分を履行しない者に

対し、１年から５年の自由剥奪刑及び６００万から１億キープ

の罰金が科せられるものとする。 

 

第３５３条 動物の虐待 

動物を水又は食料を与えない状態での拘束、動物を休

ませない過剰労働、残酷的な暴行、過剰的な密集した状態での

運搬及び運送、動物の残酷的な殺害又は毒物による殺害等、動

物に対して虐待行為を行う者に対し、自由剥奪しない再教育又

は５０万から３００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、その犯罪人に対し、

３か月から１年の自由剥奪刑 及び３００万から１０００万キ

ープの罰金が科せられるものとする。 

 

 

第１０章 

汚職行為 

 

第３５４条 汚職行為 

汚職行為とは指導立場の公務員、幹部公務員、専門公

務員、企業の職員、国家公務員、軍人、警察、村長及び公的に

任命された者そして外国の職員、国際機関の職員のなされる行

為である。 

汚職は次の犯罪行為からなる： 

1. 国家又は共同財産の横領； 

2. 国家又は共同財産の詐取； 

3. 贈賄； 

4. 収賄； 

5. 国家、共同又は個人財産を取得目的で職位、権限、

任務の濫用； 

6. 国家又は共同財産の悪用； 

7. 国家、共同又は個人財産を取得目的で職位、権限、

任務の過用； 

8. 建設の技術基準、設計基準、計算基準及びその他

の基準の詐欺、偽造； 

9. 入札又はコンセッションの不正行為； 

10. 書類の偽造又は偽造書類の使用； 

11. 個人的便益を目的した秘密の開示； 

12. 文書類の差し控え又は遅延 

 

第３５５条 国家又は共同財産の横領 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が保管、

移送、建設、修繕する又はその他の目的で委託された国家又は

共同財産を取得目的で、自分の信用を悪用し、その財産を詐取、

引取又は交換することにより、国家又は共同財産の横領の汚職

行為を行う者に対し、次の損害金額に応じて処罰されるものと

する： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 
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8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする； 

その犯罪が常習的又は組織的に行われる場合、本条の

第１項に定められている各金額に対する法定刑の自由剥奪刑及

び罰金の２倍以上が科せられる。そして、その者の資産が   

没収されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３５６条 国家又は共同財産の詐取 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が国家

又は共同財産を取得するために、国家又は共同財産に対する責

任者又はその他の者に対し、自分にその財産を引き渡すよう瞞

着、欺瞞を行うことにより、国家又は共同財産の詐欺の汚職行

為を行う者に対し、次の損害金額に応じて処罰されるものとす

る： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする； 

その犯罪が常習的又は組織的に行われる場合、本条の

第１項に定められている各金額に対する法定刑の自由剥奪刑及

び罰金の２倍以上が科せられる。そして、その者の資産が   

没収されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３５７条 贈賄 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、贈

賄者の目的及び利益のために、 自ら又は第三者を介して職員

に対し、そも業務履行、差別的な履行又は業務放棄するよう直

接又は間接的に金銭、物品又は特定な利益を提案、譲渡し又は

引渡す約束をすることにより、  贈賄の汚職行為を行う者に

対し、次の損害金額に応じて処罰されるものとする： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 
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10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする； 

 

第３５８条 収賄 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、贈

賄者から直接的又は間接的に金銭、物品又は特定な利益を受取

り、請求、要求する又は受取りの約束をして、贈賄者の目的及

び利益のために、自分の業務を履行又は差別的に業務の履行又

は業務放棄することにより、   収賄の汚職行為を行う者に

対し、次の損害金額に応じて処罰されるものとする： 

 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする。 

 

第３５９条 国家、共同又は個人財産を取得目的で職位、権限、

任務の濫用 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

分、家族、親族又はその仲間のための利益のために自分の職位、

権限、任務を濫用し、国家、共同の利益又は国民の正統な権

利・利益に対して損害をもたらすという国家、共同又は個人財

産を取得目的で職位、権限、 任務の濫用の汚職行為を行う者

に対し、次の損害金額に応じて処罰されるものとする： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の  罰金が科せられ

るものとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする。 

 

第３６０条 国家又は共同財産の悪用 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

分の利益のために、国家又は共同財産を使用し、国家又は共同

の利益に対して損害をもたらすという国家又は共同財産の悪用

の汚職行為を行う者に対し、次の損害金額に応じて処罰される

ものとする： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 



 

刑法典 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする。 

 

第３６１条 国家、共同又は個人財産を取得目的で職位、権限、

任務の過用 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

分、家族、親族又はその仲間のための利益のために、意図的に

規則、法律が定める以上に自分の職位、権限、任務を過用し、

国家、共同又は個人の財産を取得し、国家、共同の利益又は国

民の正統な権利・利益に対して損害をもたらすという国家、共

同又は個人財産を取得目的で職位、権限、任務の過用の汚職行

為を行う者に対し、次の損害金額に応じて処罰されるものとす

る： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする。 

 

第３６２条 建設の技術・設計基準の詐欺、偽造 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

己利益の目的で、建設、修理、飾付け、設置及びその他の業務

等といった特定なプロジェクトのオーナーと請負人並びにその

他、事業の関係者との間で、調査、設計、計算及びその他の業

務技術の詐欺、偽造を行うことにより、建設の技術・設計基準

の基準の詐欺、偽造の汚職行為を行い、国家、社会又は国民の

正当な権利及び利益を侵害し、５００万から５０００万キープ

の損害をもたらす者に対し、１年 から４年の自由剥奪刑及び

損害額の１％が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合又は５０００万から

７億キープの損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、４年か

ら１４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする。 

その犯罪が常習的、組織的に行われ、７億から２０億

キープの損害をもたらす場合、 その犯罪人に対し、１４年か

ら２０年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする。 

その犯罪行為により、２０億キープ以上の損害をもた

らす場合、修身の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする。 

 

第３６３条 入札又はコンセッションの不正行為 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

己利益の目的で、国家の特定な 事業の入札又はコンセッショ

ンにおける落札に有利な条件を確保するために、国家の職員と 



 

刑法典 

請負会社及びその他の関係者との間の合意により、入札又はコ

ンセッションの不正の汚職行為を行い、国家、社会又は国民の

正当な権利及び利益を侵害し、５００万から５０００万キープ

の損害をもたらす者に対し、１年から４年の自由剥奪刑及び損

害額の１％が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合又は５０００万から

７億キープの損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、４年か

ら１４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする。 

その犯罪が常習的、組織的に行われ、７億から２０億

キープの損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、１４年から

２０年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする。 

その犯罪行為により、２０億キープ以上の損害をもた

らす場合、終身の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする。 

 

第３６４条 書類の偽造又は偽造書類の使用 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

己利益のために、署名、印鑑の 偽造、書類の記載内容の一部

削除又は追加又は偽造書類と知りながら使用することにより、

書類の偽造又は偽造書類の使用の汚職行為を行い、国家、社会

又は国民の正当な権利及び利益に 対する損害をもたらす者に

対し、次の損害金額に応じて処罰されるものとする： 

1. ２０００万キープ以下の場合、１年から２年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

2. ２０００万から５０００万キープの場合、２年か

ら４年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科

せられるものとする； 

3. ５０００万から１億キープの場合、４年から６年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

4. １億から３億キープの場合、６年から８年の自由

剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるもの

とする； 

5. ３億から５億キープの場合、８年から１０年の自

由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられるも

のとする； 

6. ５億から６億キープの場合、１０年から１２年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

7. ６億から７億キープの場合、１２年から１４年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

8. ７億から８億キープの場合、１４年から１６年の

自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられる

ものとする； 

9. ８億から１０億キープの場合、１６年から１８年

の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せられ

るものとする； 

10. １０億から２０億キープの場合、１８年から２０

年の自由剥奪刑及び損害額の１％の罰金が科せら

れるものとする； 

11. ２０億キープ以上の場合、終身の自由剥奪刑及び

損害額の１％の罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合、本条の第１項に定

められている各金額に対する法定刑の自由剥奪刑及び罰金の２

倍以上が科せられる。 

 

第３６５条 個人的便益を目的とした秘密の開示 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、自

己利益のために、秘密書類又は 秘密情報の開示、開示を禁じ

られた国家又は公的な合意を開示することにより、個人的便益

を目的とした秘密の開示の汚職行為を行う者に対し、１年から

３年の自由剥奪刑及び２００万  から１０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

その犯罪が常習的に行われる場合又は多大な損害をも

たらす場合、その犯罪人に対し、３年から７年の自由剥奪刑及

び１０００万から５０００万キープの罰金が科せられるものと

する。 

 

第３６６条 文書類の差し控え又は遅延 

この刑法典の第３５４条に定められている職員が、職

位、権限、任務のある者により、書類の処理の差し控える、遅

延させる、延滞させる等文書類の差し控え又は遅延させる汚職

行為を行い、国家、社会又は国民の正当な権利及び利益に対す

る損害をもたらす者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び

１００万から５００万キープの罰金が科せられるもの とする。 

その犯罪が常習的に行われる場合又は多大な損害をも

たらす場合、その犯罪人に対し、１年から５年の自由剥奪刑及

び５００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとす

る。 

第１１章 

責務に関する犯罪 

 

第３６７条 責務の放棄 

自らの責務を意図的に放棄し、それにより国家又は社

会の活動に悪影響を及ぼす公務員に対し、６ヶ月から３年の自

由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び１００万から    

１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第３６８条 責務履行における過失 

指定された職務を履行しない又は指定職務を怠慢に履

行する、責任の欠如で職務を履行し、それにより、国家又は社

会又は国民の権利及び利益に対して損害をもたらす公務員に対

し、３か月から３年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育

及び１００万から５００万キープの罰金が科されるものとする。 



 

刑法典 

 

第３６９条 職員53への贈賄及び贈賄斡旋行為 

職員に対し贈賄する又は贈賄する約束をする者に対し、

６か月から２年の自由剥奪刑及び賄賂の金銭の額又は贈賄額に

同等する額の罰金が科せられるものとする。 

その賄賂が多額である場合、３年から５年の自由剥奪

刑及び賄賂の金銭の額又は贈賄額の２倍で罰金が科せられるも

のとする。 

収賄及び贈賄の斡旋人に対し、６か月から２年の自由

剥奪刑及び賄賂の金銭の額又は贈賄額に同等する額の罰金が科

せられるものとする。 

強制、脅迫されたことにより、贈賄した者が、その贈

賄行為を行った後、誠実に警察に通報する場合、その者は贈賄

罪としての犯罪人ではないとみなす。 

収賄した者が関係機関に誠実に通知し、収賄した金銭

又は物品の全部を機関に返還する場合、その者は収賄罪の犯罪

人でないとみなす。 

 

第１２章 

行政及び司法の規制違反 

 

 

第３７０条 職員（ジャオナーティー）に偽称 

自己利益の活動のために職員54として偽称し、国家、

社会の平穏又は秩序に対して損害をもたらす者に対し、３ヶ月

から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰

金が科せられるものとする。 

その犯罪により、多大な損害をもたらす場合、１年か

ら５年の自由剥奪刑及び    ５００万から１５００万キー

プの罰金が科せられるものとする。 

 

 

第３７１条 職員の責務履行の妨害 

職員（ジャオナーティー）に対しその公務又は社会義

務の履行を妨害するために脅す 又は威力を使う者に対し、３

ヶ月から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープ

の罰金が科されるものとする。 

その暴力により職員が負傷する場合、その犯罪人に対

し、２年から５年の自由剥奪刑 及び７００万から２０００万

キープの罰金が科されるものとする。 

その暴力により、職員の身体障害又は生命の喪失に至

る場合、その犯罪人に対し、  ５年から２０年の自由剥奪刑

及び７００万から２０００万キープの罰金が科される又は終身

の自由剥奪刑が科されるものとする。 

 

 

第３７２条 職員（ジャオナーティー）の中傷 

                                                
53 訳者注：国家公務員の意味に近い。 

職員に対しそれらの評判及び名誉を傷つけるため又は

当該職員における住民の信頼を損なうために、わいせつな行為

若しくは言葉又は不実の主張を用いる者に対し、３ヶ月から  

２年の自由剥奪刑及び１００万から５００万キープの罰金が科

されるものとする。 

 

第３７３条 文書及び印章の破壊、隠匿 

公文書又は公印を破壊又は隠匿し、それによりそれら

を損失させる又は使用不適にする者に対し、３か月から１年の

自由剥奪刑及び１００万から１０００万キープの罰金が科され

るものとする。 

その文書が重要な文書であり、その犯罪により、重大

な損害をもたらす場合、その犯罪人に対し、１年から５年の自

由剥奪刑及び３００万から２０００万キープの罰金が科される 

ものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３７４条 書類の偽造又は偽造書類の使用 

文書、署名、若しくは印章を偽造する者、又は文書に

つき言葉を削除若しくは追加する者に対し、３か月から２年の

自由剥奪刑及び１００万から５００万キープの罰金が科される 

ものとする。 

偽造文書を知りながら使用する者に対し、３か月から

２年の自由剥奪刑及び３００万 から１０００万キープの罰金

が科されるものとする。 

文書の偽造又は偽造文書の使用により重大な損害が生

じる場合、その犯罪人に対し、 ２年から５年の自由剥奪刑及

び７００万から２０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第３７５条 無許可の叙任 

行政当局からの許可のない修道僧又は見習い僧又は僧

侶の叙任に対し、３か月から１年の自由剥奪刑及び１００万か

ら５００万キープの罰金が科されるものとする。 

許可なく叙任を行なう修道僧に対し、同じ罪で刑が科

されるものとする。 

 

第３７６条 不実の主張 

他人を裁判所訴訟手続又は逮捕をするために、当局へ

不実の主張を意図的に届け出る 者に対し、１年から３年の自

由剥奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金が科される

ものとする。 

 

第３７７条 供述の拒否 

被害者、民事原告、民事責任者、証人が特定な利益の

ために、警察、裁判所に対し供述を拒む場合、その者に対し、

１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から１０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

54 訳者注：警察の意味に近い。 
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被害者、民事原告、民事責任者、証人が供述を拒否す

ることを条件に、金銭、物品又は特定な利益の提供を約束する

者に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び７００万から    

１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３７８条 理由のない鑑定、意見の提出又は通訳業務の拒否 

専門家、熟練者、通訳人が特定な利益のために、警察

又は裁判所に対し、鑑定、意見の提出又は通訳業務を理由なく

拒否する場合、１年から５年の自由剥奪刑及び５００万から  

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

専門家、熟練者、通訳人に対し、その鑑定、意見の提

出又は通訳業務を理由のない拒否するために、金銭、物品又は

特定な利益の提供を約束する者に対し、１年から５年の自由剥

奪刑及び７００万から１５００万キープの罰金が科せられるも

のとする。 

 

第３７９条 虚偽の証言 

利得のため警察（ジャオナーティー）又は裁判所に対

し虚偽の証言、意見、又は真実に適さない通訳を行う、被害者、

証人、専門家、熟練者、翻訳者に対し、１年から５年の自由剥

奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金が科されるもの

とする。 

上記のいずれかの者に対しその虚偽の証言、意見若し

くは翻訳のため尽くすために金銭若しくは物品での給付を提供

することに同意する者に対し、１年から５年の自由剥奪刑   

及び７００万から１５００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

 

第３８０条 犯罪の隠匿 

他者が犯した犯罪を知っている又は目撃したが、かか

る犯罪を警察（ジャオナーティー）に報告しない者に対し、３

か月から２年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない再教育及び    

５００万から１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

犯罪人を把握できたが、警察に通報しないそして、そ

の犯罪人が新たな犯罪を行う準備又は新たな犯罪を行ったこと

を知りながら警察に通報しない者に対し、２年から５年の自由

剥奪刑及び７００万から１５００万キープの罰金が科せられる

ものとする。 

 

第３８１条 犯罪人の隠匿 

犯罪人を事件手続又は逮捕から逃れさせるために、犯罪

人との間で予め合意し、その犯罪人 

を隠匿又は援助を提供する者に対し、３か月から５年の自由剥

奪刑又は自由剥奪しない再教育及び５００万から１０００万キ

ープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３８２条 犯罪人を事件手続き又は逮捕から逃れるための援助 

脅迫、暴力又は職位の使用により、犯罪人を事件手続又

は逮捕から逃れさせるために、援助となる行為を行なう

者に対し、２年から７年の自由剥奪刑及び７００万から

１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３８３条 証拠隠滅 

証拠の痕跡を隠滅する者、又は犯罪の証拠となる文書

若しくは資料を隠匿する者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪

刑又は自由の剥奪のない再教育及び３００万から１０００万キ

ープの罰金が科されるものとする。 

その犯罪の未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第３８４条 証拠品の盗用 

証拠品となる資産又は物品の保全について責任を負っ

ているが、法律に違反して、その証拠品を売却、隠匿、質権の

設定、使用、交換又は亡失（シアハーイ）若しくはその他を行

なう者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑又は自由の剥奪の

ない再教育及び５００万から  １０００万キープの罰金が科

されるものとする。 

その証拠品が高価な資産又は高価又は危険な物品であ

る場合、その犯罪人に対し、２年から５年の自由剥奪刑及び１

０００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３８５条 刑事施設又は矯正センターからの逃亡 

事件手続の進行中又は服役中に刑事施設又は矯正セン

ターから逃亡する被疑者、受刑者に対し、６ヶ月から３年の自

由剥奪刑及び１００万から５００万キープの罰金が科されるも

のとする。 

刑事施設又は矯正センターからのかかる逃亡が、職員

に対する威力を使って行なわれる場合、その犯罪人に対し、３

年から５年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの 

罰金が科されるものとする。 

 

第３８６条 刑事施設又は矯正センターにおける騒動 

刑事施設又は矯正センターにおいて騒動、混乱の教唆、

秩序違反に従事する者に対し、３ヶ月から３年の自由剥奪刑及

び３００万から１０００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第３８７条 被疑者又は囚人の暴力行為及び拷問 

逮捕、事件手続中又は服役中の被疑者又は受刑者に、

暴力及び拷問又は法に反する手段若しくはその他行為を用いる

者に対し、３か月から３年の自由剥奪刑又は自由の剥奪のない 

再教育及び３００万から１０００万キープの罰金が科されるも

のとする。 

 

第３８８条 容疑者又は受刑者の逃亡の見逃し 

被疑者又は受刑者を、それらが看守下若しくは保護下

にある期間中、又は被疑者若しくは受刑者の移送中、過失又は

不注意で逃亡させる者に対し、３か月から２年の自由剥奪刑及

び ５００万から１０００万キープの罰金が科されるものとす

る。 
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犯罪人が被疑者又は受刑者を意図的に逃亡させる場合、

その犯罪人に対し、３年から ７年の自由剥奪刑及び７００万

から１５００万キープの罰金が科されるものとする。 

 

第３８９条 裁判所の決定（カムトクロン）の不執行 

裁判所の命令、審決、一審判決、上訴審判決55又は裁

判所の召喚状に従わない者に対し、３ヶ月から２年の自由剥奪

刑及び１００万から５００万キープの罰金が科されるものとす

る。 

 

第３９０条 違法な決定（カーントクロン） 

権限のある者が、法律に適しない行為であることを分

かりながら、捜査、起訴、命令の発付、決定、第一審判決（カ

ムタッシン）、上告審の判決（カムピパクサー）及び判決執行

に関する決定となる書類について決定又は発付し、国家、共同

の権利・利益及び国民の正当な権利・利益に対して損害をもた

らす者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び３００万から 

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪人が多大な損害をもたらす場合、２年から７

年の自由剥奪刑及び５００万から１５００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第３９１条 司法役員、職員の違法行為の強制 

司法役員、職員に事件の捜査、起訴、審議、判決又は

判決執行の業務において違法行為を行なうように職位、権限又

は暴力を使用する者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び  

３００万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪人が多大な損害をもたらす場合、２年から７

年の自由剥奪刑及び５００万から１５００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第３９２条 他人に供述の強制及び偽造証拠の提供 

捜査、起訴、審理において他人に質問の回答をするた

めに強制、計略、策略方法を使う者又は偽造証拠を提供する者

に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑及び３００万から    

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪人が多大な損害をもたらす場合、２年から７

年の自由剥奪刑及び７００万から２０００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

第３９３条 事件手続きの遅延 

関係職員による事件手続きの進行を遅延させる者に対

し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万

キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪人が多大な損害をもたらす場合、１年から２

年の自由剥奪刑及び５００万から１５００万キープの罰金が科

せられるものとする。 

 

                                                
55 訳者中：控訴審、破棄審判決の意味。 

第３９４条 事件ファイルの偽造 

特定な事件において捜査官、検察官、書記官、裁判官、

司法職員、弁護人（プーポクポン）、犯罪人又は事件参加者が

事件手続上の証拠となる書類の実際の記載内容を削除、追加又

は横線を引く又は事件ファイルを偽造するためにその他の方法

で行なう者に対し、１年から ５年の自由剥奪刑及び５００万

から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪人が組織的に犯罪を行なう場合、多大な損害

をもたらす場合、３年から１０年の自由剥奪刑及び７００万か

ら２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第３９５条 一審判決又は上訴審判決の不執行 

裁判所の一審判決又は上訴審判決の執行を責務のある

職員が、裁判所の第一審判決又は上訴審判決を意図的に執行し

ない、そして多大な損害をもたらす場合、６ヶ月から２年の自

由剥奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金が科せられ

るものとする。 

 

第３９６条 判決執行の妨害 

裁判所判決の執行を妨害する目的で権限、任務、職位

又は暴力を使用する者に対し、 

３ヶ月から２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キー

プの罰金が科せられるもの  とする。 

その犯罪人が組織的に犯罪を行なう場合、暴力を行使

し、職員の身体を障害させる場合、その犯罪人に対し、２年か

ら５年の自由剥奪刑及び５００万から１５００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

その犯罪人が暴力を行使し、職員に重症、後遺症又は

死亡させる場合、その犯罪人に対し、５年から２０年の自由剥

奪刑又は終身の自由剥奪刑及び７００万から２０００万キープ

の罰金が科せられるものとする。 

 

第３９７条 拘束、勾留、矯正された者又は治療を受ける者への

援助 

借勾留施設、拘置所、矯正所、治療施設に収容される

拘束、勾留、矯正された者又は治療を受ける者に対し、その施

設内での再犯罪を行なう又は拘束、勾留、矯正又は治療から逃

れるために、援助を提供する者に対し、２年から７年の自由剥

奪刑及び５００万から１０００万キープの罰金が科せられるも

のとする。 

その犯罪が組織的に行われる場合、多大な損害をもた

らす場合、権限、任務、職位を利用して犯罪を行なう場合、国

家安全違反で有罪となった者又は死刑の受刑者に対して援助す

る場合、その犯罪人に対し、５年から１２年の自由剥奪刑及び

７００万から２０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第１３章 

軍事犯罪 



 

刑法典 

 

第３９８条 徴兵忌避 

徴兵の名簿に登録しない、徴兵の収集令状に従わない

者に対し、再教育、注意される。それにしてもまだ履行しない

場合には、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び５０万から２００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

戦争時の場合、１年から３年の自由剥奪刑及び１００

万から５００万キープの罰金が 科せられるものとする。 

 

第３９９条 他人に徴兵できないように妨害、隠匿又は隠蔽行為 

他人が徴兵できないように妨害、隠匿又は隠蔽行為を

行なう者に対し、３ヶ月から１年の自由剥奪刑及び１００万か

ら５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

戦争時の場合、１年から３年の自由剥奪刑及び３００

万から７００万キープの罰金が 科せられるものとする。 

 

第４００条 徴兵離脱 

徴兵制の兵隊が徴兵期間の満了前に所属部隊から離脱

する場合、地方の行政にその者に対し、本人が所属部隊に戻る

ように再教育を行なう。それにしても同人が戻らない場合、そ

の犯罪人に対し、６ヶ月から２年の自由剥奪刑及び２００万か

ら５００万キープの罰金が  科せられるものとする。 

戦争時の場合、１年から３年の自由剥奪刑及び５００

万から１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第４０１条 軍基地の敷地内、区域内又は部隊の移動中における

犯罪行為 

軍事部隊の騒動、規則違反する者、軍基地の敷地内、

区域内又は部隊の移動中において損害をもたらす行為を行なう

者に対し、３ヶ月から３年の自由剥奪刑及び１００万から   

１０００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が軍隊に対する多大な損害をもたらす場合、

その犯罪人に対し、１年から５年の自由剥奪刑及び３００万か

ら１５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第４０２条 兵隊離脱 

自分の任務の履行を回避する目的で所属部隊から離脱

する者に対し、６ヶ月から５年の自由剥奪刑及び１００万から

５００万キープの罰金が科せられるものとする。 

その犯罪が、他の犯罪の発生根拠につながる場合、多

大な損害をもたらす場合、   その犯罪人に対し、７年から

１２年の自由剥奪刑及び３００万から１０００万キープの罰金

が科せられるものとする。 

その犯罪において主任が他人を勧誘又は指揮する場合

又は多大な損害をもたらす犯罪 である場合、その犯罪人に対

し１０年から２０年の自由剥奪刑及び２０００万から５０００

万キープの罰金が科せられるものとする。 

 

第４０３条 命令の不従順 

自分の所属部隊の指揮者の命令に従順しない者、他人

を犯罪に勧誘する又は共犯させる者、命令に対し暴力により抵

抗する者に対し、６ヶ月から１０年の自由剥奪刑が科せられる 

ものとする。 

多大な損害をもたらし、重大な危険性がある場合、そ

の犯罪人に対し、１０年から  ２０年の自由剥奪刑が科せら

れるものとする。 

 

第４０４条 不注意による命令の発付 

命令を遅延、過失又は不注意の形で発付し、多大な損

害をもたらす者に対し、３ヶ月 から３年の自由剥奪刑が科せ

られるものとする。 

命令を遅延、過失又は不注意の形で発付し、多大な損

害をもたらすかつ、重大な危険性がある場合、その犯罪人に対

し、１年から５年の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

戦場での戦闘中又は緊急事態において行われ、多大な

損害をもたらすかつ、重大な危険性がある場合、その犯罪人に

対し、５年から２０年の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第４０５条 任務及び責務履行の妨害 

国防衛部隊の所属者の任務及び責務の履行を妨害する

者に対し、３ヶ月から３年の  自由剥奪刑及び自由剥奪しな

い再教育が科せられるものとする。 

他人に勧誘する又は共犯させる、暴力による抵抗がな

される場合、その犯罪人に対し、２年から１０年の自由剥奪刑

が科せられるものとする。 

多大な損害をもたらすそして重大な危険性がある場合、

その犯罪人に対し、７年から １０年の自由剥奪刑が科せられ

るものとする。 

戦場での戦闘中又は緊急事態において行われ、多大な

損害をもたらすかつ、重大な危険性がある場合、その犯罪人に

対し、１０年から２０年の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第４０６条 指揮者への中傷又は傷害 

自分の指揮者に対し、中傷又は傷害する者に対し、３

ヶ月から３年の自由剥奪刑又は 自由剥奪しない再教育が科せ

られるものとする。 

暴力による身体への傷害又は身体に重症させる場合、

その犯罪人に対し、２年から５年の自由剥奪刑が科せられるも

のとする。 

その犯罪の結果により、身体障害、後遺症又は死亡に

至らせる場合、その犯罪人に対し、１０年から２０年の自由剥

奪刑が科せられるものとする。 

戦争時に指揮者を怪我、身体障害、後遺症又は死亡さ

せる場合、その犯罪人に対し、 ７年から２０年の自由剥奪刑

又は終身の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第４０７条 指揮下の者に対する身体の過酷的な処分又は恥辱処

分 



 

刑法典 

指揮下の者に対し、身体の過酷的な処分又は恥辱処分

を行い、その者の名誉、尊厳に 抵触する場合、その犯罪人に

対し、３ヶ月から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育

が科せられるものとする。 

生命、健康に対して損害又は危険性をもたらす場合、

その犯罪人に対し、２年から７年の自由剥奪刑が科せられるも

のとする。 

 

第４０８条 降参 

敵に降参する者に対し、５年から１０年の自由剥奪刑

が科せられるものとする。 

犯罪人が指揮者であり、軍事関係の道具、武器、戦略

又は軍事関係の書類を敵に渡す 場合、他人を犯罪に勧誘及び

共犯させるために誘導する場合、それらにより、多大な損害を 

もたらし、重大な危険性がある場合、その犯罪人に対し、１０

年から２０年の自由剥奪刑が 科せられるものとする。 

 

第４０９条 敵への軍事機密情報の提供又は捕虜時に敵への任意

従順 

軍事機密情報を敵に提供する者又は捕虜時に敵に対し、

自らサービスを提供する者に 対し、１年から７年の自由剥奪

刑が科せられるものとする。 

 

第４１０条 戦場での任務放棄 

戦場において自らの任務を放棄する者に対し、２年か

ら１０年の自由剥奪刑が    科せられるものとする。 

犯罪人が指揮者であり、軍の武器、軍事戦略又は重要

な軍事関連書類を放棄し、多大な損害をもたらすかつ重大な危

険性がある場合、その犯罪人に対し、５年から２０年の自由剥

奪刑が科せられるものとする。 

 

第４１１条 任務遂行の回避 

任命された任務の遂行を回避する目的で、自らを怪我

させる又は経略、策略を行使する者に対し、３ヶ月から５年の

自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育が科せられるものとする。 

犯罪人が指揮者であり、他人を犯罪に勧誘及び共犯さ

せるために誘導する場合、   それらにより、多大な損害を

もたらし、重大な危険性がある場合、その犯罪人に対し、５年 

から２０年の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第４１２条 故意により、軍事機密の開示、軍事的書類の収集、

取引又は処分 

故意により、軍事機密の開示、軍事的書類の収集、取

引又は処分を行う者に対し、  ６ヶ月から５年の自由剥奪刑

が科せられるものとする。 

その犯罪が、他の犯罪の発生根拠につながり、多大な

損害をもたらすかつ重大な危険性がある場合、その犯罪人に対

し、３年から１０年の自由剥奪刑が科されるものとする。 

その犯罪の予備、未遂も処罰の対象になるものとする。 

 

第４１３条 誤報 

故意で多大な損害をもたらす又は重大な危険性がある

誤報をする者に対し、６ヶ月から３年の自由剥奪刑又は自由剥

奪しない再教育が科せられるものとする。 

その犯罪が、他の犯罪の発生根拠につながり、多大な

損害をもたらすかつ重大な危険性がある場合、その犯罪人に対

し、２年から７年の自由剥奪刑が科されるものとする。 

 

第４１４条 戦争準備に関する規則違反 

戦争の準備に関する規則を違反し、多大な損害をもた

らし、重大な危険性がある場合、３ヶ月から５年の自由剥奪刑

又は自由剥奪しない再教育が科せられるものとする。 

 

第４１５条 警備の任務遂行に関する規則違反 

警備、治安維持の業務に関する規則を厳格に行わなく、

多大な損害をもたらし、   そして重大な危険を生じさせる

者に対し、３ヶ月から５年の自由剥奪刑が科されるものとする。 

 

第４１６条 戦闘の研修、訓練時又は戦争時の安全保護の規則違

反 

戦闘の研修、訓練時又は戦争時の安全保護の規則を違

反し、多大な損害をもたらす、 そして重大な危険を生じさせ

る者に対し、３か月から５年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない

再教育が科せられるものとする。 

 

第４１７条 兵器又は爆発物の使用に関する規則違反 

兵器又は爆発物の管理及び使用に関する規則を違反し、

多大な損害をもたらす、   そして重大な危険を生じさせる

者に対し、６か月から５年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない 

再教育が科せられるものとする。 

 

第４１８条 戦争の戦略的な文書、戦術書面、兵器又は爆発物の

窃盗又は破壊行為 

戦争の戦略的な文書、戦術書面、兵器又は爆発物の窃

盗又は破壊する者に対し、２年 から７年の自由剥奪刑が科せ

られるものとする。 

戦闘中又は困難な状況において犯罪人が犯罪を犯し、

多大な損害をもたらすそして、重大な危険を生じさせる場合、

その犯罪人に対し、５年から１０年の自由剥奪刑が科せられる

ものとする。 

 

第４１９条 過失により、兵器、戦略的な文書、戦術書面の損壊

（シアハーイ） 

軍の武器の保管又は付与される者又は軍事の戦術書面

の保管を任せられた者が、過失によりその兵器、戦略的な文書、

戦術書面を損壊し、損害及び重大な危険をもたらす場合、  

その犯罪人に対し、６ヶ月から５年の自由剥奪刑が科せられる

ものとする。 

その犯罪が他の犯罪の発生根拠となる場合、そして多

大な損害をもたらす、そして重大な危険を生じさせる場合、そ



 

刑法典 

の犯罪人に対し、３年から７年の自由剥奪刑が科せられるもの

とする。 

 

第４２０条 戦争の怪我人及び死亡者の処遇規則の違反行為 

戦争の怪我人及び死亡者の収集、治療の任務を任命さ

れた者が、その怪我人及び死亡者を意図的に放棄することによ

り、損害をもたらすそして重大な危険を生じさせる場合、   

その犯罪人に対し、３ヶ月から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪

しない再教育が科せられるものとする。 

戦闘で死亡した者の物品を自分の物にする目的で収集

した者に対し、３ヶ月から３年の自由剥奪刑又は自由剥奪しな

い再教育が科せられるものとする。 

その犯罪が他の犯罪の発生根拠となる場合、そして多

大な損害をもたらす、そして重大な危険を生じさせる場合、そ

の犯罪人に対し、２年から７年の自由剥奪刑が科せられるもの

とする。 

 

第４２１条 敵兵財物（クアン・シンスック）の押収又は破壊 

戦闘時又は戦争終了後の戦場整備時に敵兵財物を押収

又は破壊する者に対し、６ヶ月  から５年の自由剥奪刑又は

自由剥奪しない再教育が科せられるものとする。 

犯罪人が指揮者であり、戦争終了後、高価及び大量に

敵兵財物を所有する場合、これは多大な損害をもたらすそして

重大な危険性のある犯罪であるため、その犯罪人に対し、３年 

から８年の自由剥奪刑が科せられるものとする。 

 

第４２２条 捕虜又は降伏した敵兵の拷問 

捕虜又は降伏した敵兵を拷問する者に対し、３ヶ月か

ら２年の自由剥奪刑又は自由剥奪しない再教育が科せられるも

のとする。 

 

第４２３条 軍人偽称 

自己利益の活動のために、軍人であることを偽称し、

軍隊の名誉、尊厳、利益に対して損害をもたらす、社会の不安

定又は不秩序をもたらす者に対し、３ヶ月から３年の自由剥奪

刑及び１００万から１０００万キープの罰金が科せられるもの

とする。 

その犯罪により、多大な損害をもたらす場合、そして

他の犯罪の発生根拠となる場合、その犯罪人に対し、１年から

７年の自由剥奪刑及び５００万から２０００万キープの罰金が 

科せられるものとする。 

 

第３編 

最終規定 

 

第４２４条 実施 

ラオス人民民主共和国の政府、最高裁判所、最高検察

院及びその他関係機関がこの刑法典を実施するものとする。 

 

第４２５条 発効 

この刑法典は、ラオス人民民主共和国の国家主席令を

公布し、官報の掲載日から１５日後に発効するものとする。 

この刑法典は、２００５年１１月９日付・刑法の第１

２号／国会・に代わるものとなる。 

この刑法典に集約された刑事犯罪及び刑罰を定める他

の法令の以下の規定は、この刑法典の効力の発生日により、そ

の有効性が消滅するものとする。 

1. 保険法・第６号／国会・２０１１年１２月２１日付・

第１２４条； 

2. 通信に関する法律・第６０号／国会・２０１２年１月

１６日付・第５９条； 

3. 汚職防止法・第２７号／国会・２０１２年１２月１８

日付・第５９条、６０条、６１条； 

4. 商業銀行に関する法律・第０３号／国会・２００６年

１２月２６日付・第８６条、８７条； 

5. 基準法・第１３号／国会・２００６年１２月２６日

付・第１０４条； 

6. 児童の権利・利益保護に関する法律・第０５号／国

会・２００７年１２月２７日付・第８５条、８６条、

８７条、８８条、８９条、９０条； 

7. 森林法・第０６号／国会・２００７年１２月２４日

付・第１２７条； 

8. 野生及び水生動物に関する法律・第０７号／国会・２

００７年１２月２４日付・第７１条； 

9. 知的財産法・第０１号／国会・２０１１年１２月２０

日付・第１６２条； 

10. HIV ヴィルス／エイズ防止法・第０１号／国会・２０

１０年６月２９日付・第６９条； 

11. 麻薬に関する法律・第１０号／国会・２００７年１２

月２５日付・第７５条； 

12. 刑法・第１４６条及び麻薬に関する法律・第７５条、

７６条の改正に関する法律・第２２号／国会・２０１

０年１２月２１日付・第２条、３条、４条； 

13. 株式法・２１号／国会・２０１２年１２月１０日付・

第１７０条； 

14. 資金洗浄及びテロ組織への資金供給の防止に関する法

律・第５０号／国会・２０１４年７月２１日付・第６

６条、６７条、６８条、６９条、７０条； 

15. 水産業法・第０３号／国会・２００９年７月９日付・

第６８条； 

16. 女性の開発及び保護に関する法律・第０８号／国会・

２００４年１０月２２日付・第４９条； 

17. 外貨管理に関する法律・第５５号／国会・２０１４年

１２月２２日付・第５２条； 

18. 女性及び児童暴力の防止及び阻止に関する法律・第５

６号／国会・２０１４年１２月２３日付・第７９条１

号、２号、３号及び４号； 

19. コンピュータ上の犯罪防止・阻止に関する法律・第６

１号／国会・２０１５年７月１５日付・第６２条； 



 

刑法典 

20. 人身売買の防止に関する法律・第７３号／国会・２０

１５年１２月１７日付・第８９条； 
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